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  部会長  山 下 東 子 殿 

 

                          接 続 委 員 会 

                             主 査  相 田  仁 

 

 

報 告 書 

 

 

令和７年１月21日付け諮問第3191号をもって諮問された事案について、調査の結果、

下記のとおり報告します。  

 

記 

 

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東

日本・西日本」という。）の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の

認可（令和 7年度の接続料の改定等）については、諮問のとおり認可することが

適当と認められる。 

 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当委員会の考え方は、別添のとおりで

あり、総務省においては、以下の措置が講じられることを要望する（括弧内は別

添において対応する当委員会の考え方）。 

 

  ＮＴＴ東日本・西日本に対し、令和６年度の加入光ファイバ等の提供遅延及び

その改善の状況について、総務省に報告すること。（考え方 19） 

以上 
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別添 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定 

電気通信設備に関する接続約款の変更案等に対する意見及びその考え方（案） 
－令和７年度の接続料の改定等－ 

意見募集期間：令和７年１月 22 日（水）～同年２月 20 日（木）（案件番号：145210430） 

再意見募集期間：令和７年２月 26 日（水）～同年３月 11 日（火）（案件番号：145210450） 

意見及び再意見提出者一覧 

  意見提出者16件（法人：12件、個人：４件） 

再意見提出者15件（法人：11件、個人：４件） 
※提出意見数は、意見提出者数としています。

（提出順、敬称略） 

受付 意見提出者 再意見提出者 

１ 個人A 東京中央経営株式会社 

２ 個人Ｂ 個人 E 

３ 日本テレネット株式会社 オープンテキスト株式会社

４ 株式会社ネクスウェイ 個人 F 

５ 個人C 個人 G 

６ 個人D ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社

７ 株式会社ファーストストラテジー 株式会社エデンレッドジャパン 

８ 株式会社トランザクト ソフトバンク株式会社

９ 中部テレコミュニケーション株式会社 西日本電信電話株式会社 

10 一般社団法人 日本インターネットプロバイダー協会 東日本電信電話株式会社 

11 アルテリア・ネットワークス株式会社 楽天モバイル株式会社 
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12 一般社団法人 テレコムサービス協会 株式会社オプテージ 

13 KDDI株式会社 KDDI株式会社 

14 ソフトバンク株式会社 アルテリア・ネットワークス株式会社 

15 楽天モバイル株式会社 個人H 

16 ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社  
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１ 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 

（意見及び再意見の概要： ■：ＮＴＴ東日本・西日本からの意見 ●：ＮＴＴ東日本・西日本以外の事業者・団体からの意見 ▲：個人からの意見、考え方は本文を参照。） 

意見 再意見 考え方 

修正

の 

有無 

意見１ 

● 令和７年度の接続料は下がる見込みであったのに接

続料が上昇しており、接続事業者に甚大な影響が生じて

いる。 

● 予見性確保の観点から、将来原価方式が採用されてい

るが、乖離額調整により接続事業者の予見性が失われ

ている一方、NTT東日本・西日本においては自社経営上

の数値をある程度予測可能であるため、通信市場全体

への悪影響を懸念。 

 

● 次期算定期間における加入光ファイバ接続料の算定方

法について早急に議論を行うべき。 

● 今次申請のコスト上昇要因は、いずれも上昇トレンドが

今後も継続することが想定される。低廉化してきた接続

料が上昇に転じることで、公正競争が阻害されることが

懸念。 

● 同旨意見（１者）。 

 

● 公正競争の観点からも、加入光ファイバ接続料の上昇

トレンドが継続すれば、消費者負担増大につながる恐れ

があることから、接続料の低廉化は重要。 

 

● 光ファイバは重要なインフラであり公正な競争環境の

整備、利用者利便性向上の観点から、接続事業者の予

見可能性を高め、接続料の適正化やコスト削減を図るこ

とにより、接続料を低廉化する必要。 

● 同旨意見（１者）。 

再意見１ 

■ 労務費・原材料費等の高騰によりコストは増加傾向

にあるが、企業における当然の経営努力として、引き

続きコスト効率化に取り組む。加入光ファイバは、需要

の鈍化の中で、回線の廃止に係る対応が増える一方、

開通も一定規模では引き続きあるため、無派遣工事の

促進・残置回線の再利用・引込線転用等の取組も進め

ている。 

■ また、 昨今の社会的要請も踏まえ、適切な価格転嫁

を通じた取引適正化に適切に対応していく考え。 

■ 加入光ファイバについては、接続事業者の予見性を

高める観点から、自主的な取組として実績収入費用間

差額及び接続料算定上の各種比率の速報値を10月末

に開示しており、令和６年10月末においては災害特別

損失の接続料への影響について追加開示を行ってい

る。今後も更なる情報開示に努める。 

 

● 賛同意見（３者）。 

 

 

考え方１  
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〇 令和５年度の接続料の改定において将来原価方式

により算定され申請・認可された３か年度分の接続料

は、低廉化していく見込みであったにもかかわらず、３条

許可に基づく乖離額調整の結果、令和６年度に引き続

き、令和７年度においても上昇しています。さらに、その

差額は、令和６年度では認可済接続料から＋31円～＋

43円程度の上昇であったところ、令和７年度では認可済

接続料から＋87円～＋121円程度の上昇となっており、

大幅な乖離が生じていることから、接続事業者にとって

は極めて甚大な影響が生じているところです。 

〇 加入光ファイバについては、制度上、接続事業者の

予見性を確保する必要があるとされているため、複数年

度（今次算定期間は令和５年度から令和７年度までの３

年間）について、年度ごとのコストと需要を予測する将来

原価方式で算定されています。しかしながら、今般の乖

離額調整においては、申請接続料と認可済接続料で大

幅な乖離が生じていることから、加入光ファイバ接続料

の予見性は完全に失われていると認識しています。 

〇 他方で、ここ数年の加入光ファイバ接続料が上昇し

ている局面において、NTT東西殿は自社の経営上の数

値をある程度予測可能であるのに対して、接続事業者

は加入光ファイバ接続料の予見性がなくなっていること

で、固定通信事業に限らず幅広く競争環境が変化し、

通信市場全体に悪影響が及ぶおそれが懸念されます。 

〇 このため、次期算定期間（令和８年度以降）における

加入光ファイバ接続料の算定の在り方について、算定

方法の適正性や接続事業者の予見性を確保する観点

から、早急に議論を行うべきと考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 令和７年度の加入光ファイバ接続料におけるコスト上

昇の要因について、設備管理運営費における道路占

用料の上昇、報酬における国債利回りの上昇、接続に

〇 昨今の労務費や原材料費等の高騰により、加入光

ファイバの接続料原価を含めた各種コストは増加傾向

にありますが、株主やステークホルダーの負託に応え

る企業における当然の経営努力として、引き続きコス

トの効率化に取り組む考えであり、加入光ファイバに

ついては、需要が鈍化する中で、回線の廃止対応稼

働が増える一方、開通も一定規模では引き続き発生

することから、無派遣工事の推進や残置回線の再利

用、引込線の転用等による効率化に向けた取組みも

進めているところです。加入光ファイバの接続料原価

に係る効率化の取組みとその効果については、今後

も認可申請のプロセスにて総務省への説明を実施す

る考えです。 

〇 また、昨今の社会的要請も踏まえ、企業における

賃上げ原資の確保を含めて適切な価格転嫁による適

正な価格設定をサプライチェーン全体で定着させ、適

切な価格転嫁を通じた取引適正化を進めることが、持

続的なインフラ設備の維持・運営が求められる電気通

信業界としても極めて重要であり、当社としても適切

に対応していく考えです。 

〇 加入光ファイバ接続料に係る情報開示について

は、接続事業者様の予見性を高める観点から、当社

の自主的な取組みとして、２０２０年度実績の把握時よ

り乖離額調整に係る実績収入と実績費用の乖離の状

況について、毎年度１０月末の実績原価接続料の再

計算報告時にあわせて開示してきたところであり、２０

２４年１０月末においては災害特別損失の接続料への

影響について追加開示する等、更なる情報開示にも

努めており、今後も引き続き接続事業者様の予見性

に資する情報開示に努める考えです。 

〇 また、２０２６年度以降の次期加入光ファイバ接続

料については、直近の市場環境・事業環境の変化等

を踏まえつつ、その算定方法や算定上織り込むべき

〇 加入光ファイバ接続料が低廉な水準である

ことは、競争を通じた低廉な料金と多様なサー

ビスの実現のために重要です。 

○ そのため、次期算定期間（令和８年度以降）

における加入光ファイバ接続料については、そ

の時点での様々な状況や、関係事業者の意見

を踏まえつつ、どのような算定方法を用いるか

も含め、ＮＴＴ東日本・西日本及び総務省にお

いて検討を深めていくことが適当であると考えま

す。 

〇 この点、NTT東日本・西日本及び総務省に

おいては、加入光ファイバに係る中長期的な需

要の見通し及び当該見通しから予測される接

続料に関して、必要に応じて算定方式の場合

分けを行うなど、加入光ファイバ接続料の適切

な算定方法について検討を行うことが適当であ

ると考えます。 

○ なお、接続事業者による予見性確保及び接

続料算定の適正性については、考え方２から考

え方３まで、コスト効率化に関する取組につい

ては、考え方８のとおりです。 

 

無 
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係る工事費に関する労務費・物件費・作業委託費の上

昇など、いずれも令和６年度から引き続き上昇してお

り、今後もこれらの上昇トレンドが継続することが想定さ

れます。 

〇 これに伴い、加入光ファイバ接続料の上昇トレンドが

継続することで、低廉で多様なサービス提供につなが

る公正競争が阻害されることが懸念されるとともに、特

定卸役務も含めたサービスの料金の上昇につながり、

消費者負担を増大させる可能性があると想定されるこ

とから、加入光ファイバ接続料は低廉化されることが重

要であると考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

＜総論＞ 

〇 光ファイバは、今後の経済社会や国民生活にとって

重要なモバイル網やFTTH等のブロードバンドサービ

スを支える必要不可欠なインフラであり、ボトルネック設

備である東日本電信電話株式会社（以下、「NTT東」と

いいます。）殿・西日本電信電話株式会社（以下、

「NTT西」といいます。）殿の保有・提供する加入光ファ

イバの重要性は一層高まっていることから、接続事業

者による加入光ファイバ利用の更なる円滑化を図るこ

とで公正競争環境を一層整備し、ひいては利用者利

便の向上につなげていくことが重要です。 

〇 また、2025年度の接続料における主な上昇要因につ

いては、路線価上昇による設備管理運営費における

道路占有料の上昇、報酬におけるリスクフリーレートの

上昇等があげられ、2026年度からの次期算定期間の

基となる2024年度についてもこれらの上昇が続いてお

り、2025年度以降もこの上昇傾向が継続することが想

定されます。 

要素について十分に検討を行った上で認可申請を行

うとともに、接続事業者様の予見性に資する情報の開

示に努める考えです。 

（NTT東日本・西日本） 

 

〇 KDDI殿及び中部テレコミュニケーション殿の意見

に賛同します。加入光ファイバ接続料の上昇トレンド

が継続することで、低廉で多様なサービス提供につな

がる公正競争が阻害されることが懸念されるとともに、

特定卸役務も含めたサービスの料金の上昇につなが

り、消費者負担を増大させる可能性があると想定され

ることから、加入光ファイバ接続料は低廉化されること

が重要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 （再意見２及び８のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 ソニーネットワークコミュニケーションズ殿の「今般

の乖離額調整においては、申請接続料と認可済接続

料で大幅な乖離が生じていることから、加入光ファイ

バ接続料の予見性は完全に失われていると認識」「加

入光ファイバ接続料は低廉化されることが重要」、中

部テレコミュニケーション殿及びKDDI殿の「加入光フ

ァイバを利用する接続事業者の予見可能性の向や、

継続的なコスト削減による接続料の低廉化等を図る

必要」、のご意見に賛同します 

〇 光ファイバは、今や人々の暮らしの根幹をなすブロ

ードバンドサービスを支える社会基盤であり、NTT東

西殿の加入光ファイバ利用の低廉化は、公正な競争

環境と利用者の便益に資するものです。そのため、接

続料算定の適正化及び継続的なコスト削減による接

続料の低廉化が重要と考えます 
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〇 そのためには、加入光ファイバを利用する接続事業

者の予見可能性の向上や、継続的なコスト削減による

接続料の低廉化等を図る必要があると考えます。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

 

＜総論＞ 

〇 光ファイバは、国民生活にとって重要な電話やモバ

イル、FTTH等のブロードバンドサービスを支える必要

不可欠なアクセスインフラであり、ボトルネック設備であ

るNTT東・西殿の加入光ファイバの重要性は一層高ま

っていることから、接続事業者による加入光ファイバ利

用の更なる円滑化を図ることで公正な競争環境を一層

整備し、ひいては利用者利便の向上につなげていくこ

とが重要です。 

〇 そのためには、加入光ファイバを利用する接続事業

者の予見可能性の向上や、接続料算定の更なる適正

化、継続的なコスト削減等による接続料の低廉化を図

る必要があると考えます。 

（KDDI株式会社） 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

 

意見２ 

● 将来原価方式に基づく接続料の適用期間中において

は、次期算定期間の接続料の予測が開示されておらず、

乖離額調整により単金が大きく変動する場合、接続事業

者の経営に影響が出る可能性。 

● 第二種指定電気通信設備設置事業者と同様、NTT東日

本・西日本は毎年度３年度分の適用単金・予測単金を提

示すべき。 

● 同旨意見（２者）。 

 

● 毎年10月末までの予測接続料や接続料算定の基礎情

報を開示について、継続した開示と接続事業者の意見を

踏まえた開示対象項目の見直しを要望。 

● 同旨意見（１者）。 

再意見２ 

■ 毎年度10月末の情報開示について、今後も更なる情

報開示に努める。 

■ 当社は多様な接続形態・様々なアンバンドル機能を

提供しており、また、固定通信設備は多岐にわたるこ

とから、第二種指定電気通信設備における算定の状

況とは異なり、将来原価方式における予測を毎年見直

すこと等については、費用・需要の予測に相当の稼働

を要する上、一定の前提を置いて将来の水準を推計し

ても、実態と乖離が生じることは避けられず、かえって

事業者の混乱を招く。接続事業者の意見を聞きなが

ら、予見性向上に資する情報開示等について今後も引

き続き検討していく。 

■ 次期加入光ファイバ接続料でも、市場・事業環境の

考え方２  
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● 予測と実態に大きな乖離が生じているため、幅を持っ

た予測の開示等、予見性確保のための取組を要望。 

 

 

変化を踏まえた各種検討が必要であり、その検討を行

った上で認可申請を行うとともに事業者の予見性に資

する情報開示を行うよう努める。 

■ 乖離額調整については、市場環境や事業環境の変

化を踏まえると、収入と原価の予測と実績に乖離が生

じることは避けられないことから、発生した予測と実績

の乖離を調整する仕組みが不可欠であるとの考え。 

 

● 10月の情報開示に対する賛同意見（２者）。 

● 毎年度、複数年度分の適用単金・予測単金を提示す

ることに対する賛同意見（３者）。 

〇 加入光ファイバ接続料は、将来原価方式のもと、現

状は将来も含め 3 年度分の接続料が申請されますが、

その申請単金が適用されている期間中は次期算定期

間の接続料の予測が開示されていません。5G やブロ

ードバンドサービスの更なる展開を行うにあたり、ます

ます加入光ファイバの重要性が高まる状況にある中、

将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定等

に関する東日本電信電話株式会社殿（以下、「NTT 東

日本殿」といいます。）及び西日本電信電話株式会社

殿（以下、「NTT 西日本殿」といいます。）（以下、あわ

せて「NTT 東西殿」といいます。）の第一種指定電気通

信設備に関する接続約款の変更の認可申請（以下、

「令和５年度将来原価認可申請」といいます。）時の加

入光ファイバシングルスターの申請単金から、令和 6

年度は NTT 東日本殿で＋43 円、NTT 西日本殿は＋

39 円、令和 7 年度は NTT 東日本殿で＋106 円、NTT

西日本殿は＋121 円と上振れる状況にあり、予測単金

から乖離額調整により単金が大きく変動する場合に

は、接続事業者側の経営（予算の確保や事業計画）に

大きな影響が生じるおそれがあります。このような接続

事業者への事業影響を考慮し、予見性を高める観点

から、第二種指定電気通信設備設置事業者が現在行

〇 加入光ファイバ接続料に係る情報開示について

は、接続事業者様の予見性を高める観点から、当社

の自主的な取組みとして、２０２０年度実績の把握時

より乖離額調整に係る実績収入と実績費用の乖離

の状況について、毎年度１０月末の実績原価接続料

の再計算報告時にあわせて開示してきたところであ

り、２０２４年１０月の再計算報告時においては災害

特別損失による接続料への影響について追加開示

する等、更なる情報開示にも努めており、今後も引き

続き接続事業者様の予見性に資する情報開示に努

める考えです。 

〇 加入光ファイバ接続料の予測について、当社は接

続事業者様と多様な接続形態で接続し、様々なアン

バンドル機能を提供しているところ、それらのアンバ

ンドル機能について、将来原価方式により算定して

いる接続料の予測を毎年見直すことや実績原価方

式により算定をしている接続料等について予測をす

ることは、費用や需要の動向の予測に相当の稼働を

要し、第二種指定電気通信設備とは算定の条件・作

業負担が大きく異なると考えます。 

〇 具体的には、固定通信設備はネットワークとアクセ

ス回線、アクセス回線はメタルと光ファイバ、光ファイ

○ 予測接続料等の情報開示については、次期

算定期間に向けて、必要に応じ、検討すること

が適当と考えますが、意見の点については、  

・ 第二種指定設備において生じていたものと

は異なる原価管理・予見性に関する問題が

あるとの指摘と承知しており、今後の検討に

当たっては、接続事業者から指摘のあった

観点も踏まえて予見性の確保に関する検討

を進めていくことが適当であると考えます。 

・ また、予測対象機能数に係る指摘について

は、ＮＴＴ東日本・西日本において、必要に

応じて検討を進めていくことが適当であると

考えます。 

無 
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っているように NTT 東西殿においても毎年度 3 年度分

の適用単金・予測単金を提示すべきと考えます。  

〇 この点について、令和 6 年度の接続料改定等に関す

る NTT 東西殿の第一種指定電気通信設備に関する

接続約款の変更の認可申請（以下、「令和 6 年度認可

申請」といいます。）意見募集において、「予測対象機

能数に係る指摘については、指摘も踏まえて、NTT 東

日本・西日本において課題と考える点を適切に説明

し、その上で検討を進めていくことが適当」との考えが

総務省殿から示されていることから、総務省殿におい

ては、NTT 東西殿に対し毎年度 3 年度分・予測単金を

提示ができない理由の説明を求め、毎年度 3 年度分

の適用単金・予測単金の開示をすべきかについて議

論・検討をすべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 今回の乖離額調整は、昨年度と同様に道路占用料

の上昇や国債利回りの上昇が理由とされていますが、

このような、申請接続料から一度上昇した要因は翌年

度にも影響することから、加入光ファイバ接続料の予

見性を確保するため、NTT東西殿におかれては、３か

年度分の加入光ファイバ接続料の予測値を毎年度開

示していただくことが適当と考えます。 

〇 これに関して、NTT東西殿の第一種指定電気通信設

備に関する接続約款の変更の認可（令和６年度の接

続料の改定等）の意見募集における再意見３のNTT東

西殿の「費用や需要の動向の予測に相当の稼働を要

する上、仮に将来の接続料水準を大胆に推計するとし

ても予測と実態に乖離が発生することは避けられず、

かえって接続事業者様の混乱を招くおそれがある」と

の御見解については、現時点においても既に予測と実

態に大幅な乖離が生じている状況を踏まえれば、例え

ば、ある程度の幅を持って予測を示す方法や、接続事

バはシングルスター方式とシェアドアクセス方式、シ

ェアドアクセス方式は主端末回線と分岐端末回線と

屋内配線といったように非常に多岐にわたっている

ことから、予測に必要な需要、固定資産、費用、コス

トドライバといった算定の要素も多くなり、予測をする

場合には多大な稼働を要します。 

〇 更には、そうした多大な稼働を用いて予測したとし

ても、市場環境の変化が激しいこと等から予測と実

態に乖離が発生することは避けられず、毎年度３か

年分の予測値を開示することはかえって接続事業者

様の混乱を招くおそれがある等、コストに見合う便益

は得られないと考えます。 

〇 なお、２０２６年度以降の次期加入光ファイバ接続

料については、直近の市場環境・事業環境の変化

等を踏まえつつ、その算定方法や算定上織り込む

べき要素について十分に検討を行う必要があるた

め、当社としては、必要な検討を行った上で認可申

請を行うとともに、接続事業者様の予見性に資する

情報の開示に努める考えです。 

〇 接続料規則第３条に基づく乖離額調整に係るご意

見については、将来原価方式は一定の予測に基づ

く算定方式であり、市場環境や事業環境の変化が激

しいことを踏まえると、構造上、収入と原価の予測と

実績に乖離が生じることは避けられないことから、接

続料規則第１４条（接続料設定の原則）に規定される

実績収入と実績原価の一致がなされなくおそれがあ

るため、発生した予測と実績の乖離を調整する仕組

みが不可欠であると考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 KDDI殿、中部テレコミュニケーション殿、ソフトバン

ク殿の意見に賛同します。加入光ファイバ接続料の

予見性を確保して競争を活性化することは非常に重
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業者自らが予測を行えるよう必要な情報を開示いただ

くなどの方法もあると考えます。 

〇 さらに、同意見募集の考え方３で「予測対象機能数

に係る指摘については、指摘も踏まえて、NTT東日

本・西日本において課題と考える点を適切に説明し、

その上で検討を進めていくことが適当」とされていること

を踏まえ、具体的な課題に基づき、検討を行うことが適

当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 加入光ファイバ接続料に係る毎年度10月末のNTT

東西殿による情報開示について、今年度から新たに、

分岐端末回線の接続料、光屋内配線加算額や残置

回線の維持負担額の速報値についても開示いただき

ましたが、NTT東西殿におかれては、これらについて、

予見性確保の観点から、引き続き開示していただくこと

を要望いたします。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

＜接続事業者の予見可能性の向上＞ 

〇 将来原価方式に基づく令和6年度の接続料の改定

等に関する意見募集（以下、「前回意見募集」といいま

す。）の際に当社から意見したとおり、接続事業者の予

見可能性について、第二種指定電気通信設備のデー

タ系接続料と同様に、毎年当該年度の加入光ファイバ

接続料と翌年度・翌々年度分の加入光ファイバ予測接

続料の算定・公表が必要と考えます。 

〇 この点については、将来原価方式に基づく令和6年

度の接続料の改定等に関する答申（以下、「前回答

申」といいます。）において、「次期算定期間（令和８年

度以降）における加入光ファイバ接続料については、

その時点での様々な状況や、関係事業者の意見を踏

まえつつ、どのような算定方法を用いるかも含め、NTT

要であることから、NTT東西殿におかれては、３か年

分の接続料を毎年度開示していただくことが適当と

考えます。また、翌年度の加入光ファイバ接続料の

予見性を確保する観点から、NTT東西殿におかれ

ては、毎年度10月末の情報開示を継続して行って

いただくことが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 左記意見のとおり、毎年 10 月末に開示される 

NTT 東・西殿の予測情報については、予見性確保

の観点から、開示項目は接続事業者の意見等を踏

まえて適宜見直しの上、令和 8 年度接続料の申請

以降も引き続き開示いただくことを要望いたします。 

（KDDI株式会社） 

 

〇 加入光ファイバ接続料については、ソニーネットワ

ークコミュニケーションズ株式会社殿（以下、「SNC

殿」といいます。）、KDDI株式会社殿（以下、「KDDI

殿」といいます。）及び中部テレコミュニケーション株

式会社殿（以下、「ctc殿」といいます。）の意見にもあ

るように、将来原価方式で算定された接続料に対し

て、予測と実績との乖離額調整による大幅な単金の

変更が生じており、予見可能性が確保されていませ

ん。この点については、以前に示された総務省殿の

考え方*では「次期算定期間（令和８年度以降）にお

ける加入光ファイバ接続料については、その時点で

の様々な状況や、関係事業者の意見を踏まえつつ、

どのような算定方法を用いるかも含め、NTT 東日

本・西日本及び総務省において検討を深めていくこ

とが適当です。」との考え方が示されているところ、実

際に接続事業者から予見可能性が確保されていな

いとの意見が寄せられている状況にあることを踏まえ

れば、次期算定期間（令和 8 年度以降）の接続料
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東日本・西日本及び総務省において検討を深めてい

くことが適当です。（※考え方２）」及び「予測接続料に

ついては、考え方２のとおり、次期算定期間に向けて、

必要に応じ、検討することが適当と考えます（※考え方

３）」との考え方が示されていることから、2026年度以降

からの次期算定に向けてより具体的な検討を開始する

必要があると考えます。 

〇 接続事業者の予見性確保の観点から、毎年10月末

までにNTT東殿・NTT西殿による「加入光ファイバ予測

接続料の翌年度の予測値」及び「接続料算定の基礎と

なる機能ごとの原価や稼働回線数等に係る情報」が開

示されていますが、今後も継続して開示していただき

たいと考えます。なお、「接続料算定の基礎となる機能

ごとの原価や稼働回線数等に係る情報」については、

今後も接続事業者の意見等を踏まえて開示対象の項

目を適宜見直しされることを要望いたします。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

 

〇 将来原価方式の算定方法見直し 

〇 加入光ファイバの接続料は、将来原価方式により、

複数年度（直近では3年度）分の接続料が申請されて

おりますが、乖離額調整があり、近年ではリスクフリーレ

ートの上昇に伴う自己資本利益率の上昇により、申請・

認可済の接続料と実際に適用される調整後の接続料

で、特に最終年度において乖離が大きくなる傾向があ

ります。 

〇 次期算定期間（令和8年度以降）の接続料について、

仮に今までとおり３年度で算定・申請された場合、令和

8年度～令和10年度までの接続料が一旦認可されるこ

とになりますが、引き続き、リスクフリーレートが上昇傾

向にある中においては、乖離額調整により、令和9年度

～令和10年度に実際に適用される調整後の接続料と

算定に向けて、接続事業者から出た以下のような意

見の詳細を聴取し、接続料の算定等に関する研究

会（以下、「研究会」といいます。）等の場で議論をす

ることが必要と考えます。 

・毎年度、複数年度分の適用単金・予測単金を提示

いただくこと（KDDI殿意見） 

・第二種指定電気通信設備のデータ系接続料と同

様に、毎年度当該年度の加入光ファイバ接続料と

翌年度・翌々年度の加入光ファイバ予測接続料の

算定・公表いただくこと（ctc殿意見） 

 

〇 なお、第二種指定電気通信設備のデータ系接続

料と同様の取り組みを実施することについては、令

和6年度の接続料の改定等に関する認可申請意見

募集の考え方3において、「予測対象機能数に係る

指摘については、指摘も踏まえて、NTT東日本・西

日本において課題と考える点を適切に説明し、その

上で検討を進めていくことが適当」との考えが総務省

殿から示されていることから、総務省殿においては、

NTT東西殿に対し毎年度3年度分・予測単金を提示

ができない理由の説明を求めたうえで、毎年度3年

度分・予測単金の開示をすべきかについて早急に

議論・検討を開始すべきと考えます。 

 

＊令和6年度の接続料改定等に関する東日本電信電

話株式会社殿（以下、「NTT東日本殿」といいま

す。） 及び西日本電信電話株式会社殿（以下、

「NTT西日本殿」といいます。）（以下、あわせて

「NTT東西殿」といいます。）の第一種指定電気通

信設備に関する接続約款の変更の認可申請（以

下、「令和6年度認可申請」といいます。）意見募集

における考え方２ 

（ソフトバンク株式会社） 
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の間で大きな乖離が生じる可能性があります。そのた

め、必ずしも、十分な予見可能性が確保されていると

は言えない状況です。 

〇 接続事業者の予見可能性を向上させ、公正な競争

環境を確保するためにも、毎年度、複数年度分の適用

単金・予測単金を提示いただくことを要望いたします。 

総務省殿からは、令和6年度答申考え方２にて、 

・ 次期算定期間（令和８年度以降）における加入光フ

ァイバ接続料については、その時点での様々な状

況や、関係事業者の意見を踏まえつつ、どのような

算定方法を用いるかも含め、NTT東日本・西日本及

び総務省において検討を深めていくことが適当で

す。また、その際、意見にあるような加入光ファイバ

接続料の予見性確保の在り方についても、必要に

応じ、検討することが適当。 

との考えが示されていることから、次期算定期間（令和

8年度以降）の接続料算定に向けて、接続事業者の意

見を聴取する等、ご検討いただくことを要望いたしま

す。 

（KDDI株式会社） 

 

 

 

〇 左記意見のとおり、加入光ファイバ接続料は、将来

原価方式により、複数年度（直近では3年度）分の接

続料が申請されておりますが、前期算定期間の最終

年度において認可申請されるまでの間、接続事業

者はその接続料水準を知ることができず、必ずしも

十分な予見可能性が確保されているとは言えない状

況です。接続事業者の予見可能性を向上させ、公

正な競争環境を確保するためにも、毎年度、複数年

度分の適用単金・予測単金を提示いただくことを要

望いたします。 

（KDDI株式会社） 

 

〇 ソフトバンク殿の「NTT 東西殿においても毎年度 

3 年度分の適用単金・予測単金を提示すべき」、ソ

ニーネットワークコミュニケーションズ殿の「３か年度

分の加入光ファイバ接続料の予測値を毎年度開示

していただくことが適当」、中部テレコミュニケーショ

ン殿の「毎年当該年度の加入光ファイバ接続料と翌

年度・翌々年度分の加入光ファイバ予測接続料の

算定・公表が必要」、KDDI殿の「毎年度、複数年度

分の適用単金・予測単金を提示いただくことを要望」

のご意見に賛同します 

〇 特に、KDDI殿の「次期算定期間（令和 8 年度以

降）の接続料算定に向けて、接続事業者の意見を聴

取する等、ご検討いただくことを要望」のご意見は有

用な示唆と考えます 

〇 加入光ファイバ接続料の予見可能性を向上させる

ためにも、毎年度、複数年度分の開示を期待します 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見３ 

● NTT東日本・西日本が毎年10月末に開示する「接続料

算定の基礎となる機能ごとの原価や稼働回線数等に係

再意見３ 

■ 毎年10月末の情報開示に関する意見（再意見２）と同

旨。 

考え方３  
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る情報」（予測情報）は、翌年度の接続料改定の影響を予

見する上で非常に有益である。 

● 令和６年10月に開示された予測情報では、光信号分岐

端末回線や光屋内配線加算額等の情報が追加され、予

見性が向上した。 

● また、複数の接続料メニューが存在する場合には、誤

認防止のためにタイプ名称等を明記することを要望。 

■ 情報開示にあたっては、いただいたご意見を踏まえ

タイプ別に複数の接続料メニューが存在する場合はタ

イプ名称を記載し開示する考え。 

 

 

〇 次年度予測単金の開示範囲見直し 

〇 NTT 東・西殿による取組みとして、毎年度 10 月末に

開示いただいている「接続料算定の基礎となる機能ご

との原価や稼働回線数等に係る情報」（以下、「予測情

報」）は、翌年度の接続料改定に伴う影響を予見できる

点において非常に有益な情報となっています。 

〇 令和 6 年 10 月に開示された予測情報では、令和 6

年度接続料改定に対する当社意見で要望したとおり、

光信号分岐端末回線や光屋内配線加算額等の情報

が追加で開示されたことで、予見性が更に向上してお

ります。 

〇 そのため、当該取組については、令和 8 年度接続料

の申請以降においても、引き続き対応いただくことを要

望いたします。加えて、開示情報については、タイプ別

に複数の接続料メニューが存在する場合（例えば、光

屋内配線加算額）においては、誤認防止の観点から、

タイプ名称等を明記いただくことを要望いたします。 

（KDDI 株式会社） 

〇 （再意見２のとおり。） 

〇 情報開示にあたっては、光信号分岐端末回線や光

屋内配線加算額、残置回線の維持負担額について

いただいたご意見を踏まえ、タイプ別に複数の接続

料メニューが存在する場合は、タイプ名称を記載し

開示する考え。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 追加で開示された情報については、接続事

業者の予見性を高めるために講じられた方策

として評価できるものです。総務省において

は、この取組を注視することが適当であると考

えます。 

○ タイプ名称の記載については、ＮＴＴ東日

本・西日本が再意見において、今後対応する

旨を示しているところですが、ＮＴＴ東日本・西

日本においては、引き続き、接続事業者の意

見を十分参考にしながら、情報開示の方法に

ついて、継続的な改善を図っていくことが適当

であると考えます。 

無 

 

意見４ 

● 乖離額調整は第一種指定電気通信設備接続料規則第

３条ただし書の規定に基づく例外措置であるにもかかわ

らず、恒常的に実施されている。 

● 同様の乖離額調整の申請があった場合、その理由及

び認める場合の理由について、その都度情報開示が行

われるべき。 

再意見４ 

■ 乖離額調整に関する意見（再意見２）と同旨。 

● 賛同意見（２者）。 

考え方４  
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〇 乖離額調整は第一種指定電気通信設備接続料規

則（平成 12 年郵政省令第 64 号）第３条ただし書の規

定に基づく例外措置であるにもかかわらず、当該乖離

額調整は恒常的に実施されているところ、同様の乖離

額調整の申請があった場合、当該措置を講じる理由

及びこれを認める場合はその理由について、その都度

情報開示が行われるべきと考えます。 

（楽天モバイル株式会社） 

〇 （再意見２のとおり。） 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 楽天モバイル殿の意見に賛同します。現行制度

上、実績費用と実績収入の差額を接続料原価に算

入することは、原則として認められておらず、第一種

指定電気通信設備接続料規則（平成12年郵政省令

第64号）第３条ただし書の「特別の理由がある場合

には、総務大臣の許可を受けて、この省令の規定に

よらないことができる」とする規定に基づき、今回、令

和５年度に係る実績の確定に伴い、実績収入と実績

原価の差額（実績差額）を令和７年度の接続料原価

に算入する旨の３条許可申請が行われていると理解

しているところ、３条許可申請が第一種指定電気通

信設備接続料規則第３条ただし書の「特別の理由」

に該当する理由及びこれを認める理由について、そ

の都度、情報開示が行われることが必要と考えま

す。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 楽天モバイル殿の意見に賛同します 

〇 恒常的に乖離額調整を行うことが常態化しており、

本来の規則の趣旨が損なわれていると考えます。真

にやむを得ず乖離額調整を認める場合でも接続事

業者への事業影響を考慮し、予見性を高める観点

から厳格な運用を期待します 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

○ ３条許可については「恒常的に」実施すべき

ものではなく、申請の都度、「特別な理由」が

あるかどうか慎重に判断されるべきものです。

加入光ファイバ接続料における乖離額調整に

ついては、加入光ファイバ接続料の算定に関

する検討に係る「第一次答申」（※）以降の議

論を踏まえて、次の諸点等を考慮して、これが

認められてきているものと承知しています。 

① 一定程度の積極的な需要見積もりを行なっ

ていること 

② 複数年度の将来原価方式により算定を行な

っていること 

③ ①②により、予測と実績の乖離が外的要因に

より生じる可能性があるところ、その場合の費

用収入間差額を申請者のみに負担させること

は適当ではないこと 

④ 調整方法について、予見可能性に一定の配

慮が加えられていること 

○ 上記の諸点等を踏まえ、本件３条許可申請

について、実績費用と実績収入の乖離額をＮ

ＴＴ東日本・西日本にのみ負担させることは適

当でないため、乖離額を事後的に調整するこ

とを特例的に認めることは不適当とは言えない

と考えます。 

○ なお、今後、次期算定期間の加入光ファイ

バ接続料の算定方法等について検討する際

には、将来原価方式を採用する際の乖離額

の取扱いについても、必要に応じ、整理するこ

とが適当であると考えます。 

  
※  「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式

会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の認可（平成23年度以降の加入光ファイバに係る接続

料の改定）」に対する答申（平成23年３月29日情郵審32号） 

無 
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意見５ 

● 接続料の算定等に関する研究会（以下「接続研」とい

う。）において、光ファイバの接続料と光サービス卸の卸

料金には一定の連動性があるべきと主張してきたが、接

続料の値下げに連動した卸料金の値下げは行われてい

ない状況と認識。 乖離差は縮まったものの、依然として

乖離していると認識。 

● 光コラボ市場は実質寡占状態であることも踏まえて卸

料金・卸協議の適正化に関する注視を要望。 

● 接続事業者・自己設置事業者間の公正競争の観点か

らも、接続料と卸料金の関係性についての注視を要望。 

再意見５ 

■ 光サービスの需要の見通しは非常に厳しい状況で、

現に2023年度の加入光ファイバの接続料が上昇した

ように今後もコストの上昇が見込まれる中、2023年９月

にも更なる卸料金の値下げを実施。 

■ 市場環境や競争環境等を総合的に勘案し、中長期で

安定的・サステナブルな設定とする考えであり、コラボ

事業者と協力しながら、需要喚起に努めていくとともに

真摯な協議を進める。 

 

● 接続事業者と光コラボ事業者間の公正競争に関する

賛同意見（１者）。 

考え方５  

〇 FVNO委員会は、「接続料の算定等に関する研究

会」において、光ファイバーの接続料（以下、接続料と

いう）と光サービス卸の卸料金（以下、卸料金という）に

ついては一定の連動性はあるべきと主張してきていま

す。それに対しNTT東西殿から「コスト（接続料相当

額・営業コスト）の短期的な増減をリニアに卸料金に反

映させることは困難」との説明もあり、これまで接続料の

値下げに連動した卸料金の値下げは行われてきてい

ないと認識しています。また、近年の接続料の値上げ

により、これまでの接続料の値下げ状況と卸料金の値

下げ状況は若干の乖離差が縮まったものの、まだまだ

値下げ状況は乖離していると認識しています。 

〇 光コラボの事業者数は800社を超えていますが、中

小規模の事業者においては、他光回線だけでなく、ワ

イヤレスブロードバンド（ソフトバンクAirやドコモの

HOME５Gなど）との競争環境も厳しくなっており、光コ

ラボ回線の2023年度末のシェアは、MNOが７割強を占

めており、結果資本力がある企業に集中している寡占

状態だと認識しているところであります。現在の卸料金

では、将来に向けた積極的な営業活動や、戦略的な

料金設定を行うことが難しく、光コラボレーションによる

〇 当社は、パートナーであるコラボ事業者の皆様との

「共創」により、リモートワーク・遠隔医療／教育の推

進等をはじめとしたＩＣＴによる社会課題の解決を通

じて、サステナブルな社会の実現に貢献していく考

えです。そのために、今後も新たなパートナーの開

拓を進めていくとともに、パートナーの皆様からのご

要望等にお応えし、継続的にサービスの運用フロー

の改善や様々な形でのビジネス支援、サービス・設

備の高度化等を進め、光サービス卸をより使いやす

いものにしていくことで、光コラボレーションモデルの

普及・拡大を図っていく考えです。 

〇 直近では当社光サービスの需要の見通しは非常

に厳しい状況であり、加えて現に２０２３年度の加入

光ファイバの接続料が上昇したように、今後コストの

上昇が見込まれる中ではありますが、コラボ事業者

様とともに純増が低迷する光サービスの需要を改め

て喚起するため、２０２３年９月に更なる卸料金値下

げを実施しました。その結果、従前より課題視されて

いた卸料金と接続料相当額の差分は、接続料の上

昇も相まって２０２３年度以降縮小しており、課題は

改善に向かっているところです。 

○ 情報通信審議会答申「加入光ファイバに係

る接続制度の在り方について」（平成27 年９

月14 日）が指摘するとおり、FTTHアクセスサ

ービス市場における競争を促進する観点から

は、市場における競争の前提として、自己設

置、接続、卸電気通信役務による提供形態の

中から、電気通信事業者が自らの資金や事業

戦略に応じた選択を合理的に行うことができる

環境が整備されていることが必要であり、これ

らのバランスが適切に保たれることにより市場

全体の需要増につながることが重要です。 

○ 総務省においては、今後もこの考え方を踏

まえて接続料、卸料金を注視することが適当

であると考えます。 

 

無 
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事業の継続に不安を抱えている事業者も存在します。 

〇 そのような状況も踏まえていただき、接続料の上昇が

卸料金の値上げに繋がらないよう、また「指定設備卸

役務の卸料金の検証の運用に関するガイドライン」に

基づく、更なる卸協議の適正化に向けて、総務省殿に

おいて今後も継続的に注視いただくことを要望いたし

ます。 

（一般社団法人テレコムサービス協会・FVNO委員会） 

 

＜その他＞ 

〇 今後も加入光ファイバ接続料が報酬額の増加等によ

り上昇が続き、一方で光コラボレーションの卸料金の値

下げが続く事態となった場合、コラボ事業者と接続接

続事業者・自己設置事業者との間の公正な競争を歪

めかねないと考えます。 

〇 そのため、総務省殿において、加入光ファイバ接続

料と光コラボレーションの卸料金における接続料相当

額との関係性やその動向について十分注視していた

だくことを要望します。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

〇 なお、今後光サービスの1ユーザあたりコストは上

昇していくと想定されますが、光サービス卸は中長

期の需要で設備投資を回収するビジネスモデルで

あり、卸料金についてはコストだけでなく、市場環境

や競争環境等を総合的に勘案し、コラボ事業者様に

継続してご利用いただけるよう、中長期で安定的・サ

ステナブルな設定とする考えです。 

〇 いずれにしても、当社としては、光サービスの需要

は非常に厳しい状況ではあるものの、パートナーで

あるコラボ事業者の皆様とこれまで以上に協力しな

がら、双方で運用コストの効率化やサービスの魅力

度向上を進め、光サービスの需要喚起に努めていく

考えであり、引き続き、コラボ事業者様との真摯な協

議を進めていきます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 左記意見のとおり、今後加入光ファイバ接続料の

上昇により、仮に接続料が光コラボレーションの卸料

金と同等の水準あるいは上回る水準となった場合、

「接続」「卸役務」の適切なバランスが確保されず、接

続事業者と光コラボレーション事業者との間の公正

な競争を歪めるおそれがあるものと考えます。 

〇 そのため、公正な競争を促進する観点から、総務

省殿においては、加入光ファイバ接続料と光コラボ

レーションの卸料金の関係性やその動向について

注視いただくことを要望いたします。 

（KDDI株式会社） 

意見６ 

● NTT東日本・西日本のシェアドアクセス方式に係る新設

工事費は物価上昇の影響で今後も上昇する予想。設備

効率化のために「光屋内配線の転用」を促進することが

重要。 

再意見６ 

■ 光回線再利用スキームについては、競争ルールの

検証に関する報告書の趣旨を踏まえ、各社に参加を

依頼してきた。利用者利便性の確保や設備効率化の

観点から、より多くの光コラボ事業者の参画が望まし

い考え。 

考え方６  
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● 「競争ルールの検証に関する報告書2023」の趣旨に基

づき、大手事業者の参画が重要であり、開始日時点で参

画できない大手事業者についてはその理由についての

説明と早期の参画を要望。 

 

〇設備の効率化 

〇 シェアドアクセス方式に係る新設工事費は、作業費

や物品費等の上昇の影響を受け、NTT東・西殿いず

れも上昇（※1）しており、昨今の物価上昇の影響等を

踏まえれば、今後も上昇することが想定されます。NTT

東・西殿においては、継続的なコスト削減を実施いた

だくとともに、新設工事費よりも低廉な工事費（※1）が

設定されている「光屋内配線の転用」を促進していくこ

とが、設備効率化の観点から重要であると考えます。 

〇 本年2月26日から開始する光コラボレーション事業者

とシェアドアクセス事業者間の光回線再利用スキーム

については、「競争ルールの検証に関する報告書

2023」の考え方にて、「コスト面の障壁が低いと思われ

る事業者（大・中規模のISP事業者、携帯電話事業者

等）については、利用者利便の確保等から、速やかに

本スキームに参加することが適当」と示されておりま

す。 

〇 転用促進の観点から、特にシェアの高い大手事業者

の参画が重要となりますが、大手の携帯電話事業者2

社が、2月26日の開始日には参画しないことが明らかと

なりました。十分な準備期間はあったと認識しておりま

すが、どのような理由で開始日に参画できない事態が

生じたのか、その理由等については説明が求められる

とともに、「競争ルールの検証に関する報告書2023」の

考え方に基づき、早期に参画いただくことを要望いた

します。 

（※1）例）平日昼間の場合の工事費 （ ）は前年度差 

・光屋内配線の新設工事費  

NTT東殿：15,455円（＋573円）、 

〇 光回線再利用スキームについては、「競争ルール

の検証に関する報告書 2023」においても「事業規

模・事業形態の観点でコスト面の障壁が低いと思わ

れる事業者（大・中規模のＩＳＰ事業者、携帯電話事

業者等）については、利用者利便の確保等から、速

やかに本スキームに参加することが適当」とされてい

ることを踏まえ、当社はこれまで光回線再利用スキー

ムに係る事業者間会合において、「大・中規模の事

業者については基本的に参加する方向で検討いた

だきたい」旨、各社に依頼してきたところです。当社

としても、利用者利便性の確保や設備効率化の観点

から、より多くの光コラボ事業者様に本スキームにご

参画・ご利用いただくことが望ましいと考えます。  

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

○ 光回線再利用スキームについては、「競争

ルールの検証に関するＷＧ」やＮＴＴ東日本・

西日本及び関係事業者間の協議等における

議論を踏まえ、令和７年２月26日より運用が開

始したところと承知していますが、加入光ファ

イバの効率的な運用に資する取組と言えるも

のです。 

○ 接続の円滑化の観点からも、より多くの事業

者の参画が実現するよう、関係事業者の更な

る努力に期待します。光コラボレーション事業

者及びシェアドアクセス事業者においては、

速やかな参画を図っていくこと、ＮＴＴ東日本・

西日本においては、その参画を促進していく

ことが適当であり、また、総務省においては、

関係事業者の参画に向けた取組、検討等の

状況について注視していき、必要に応じてフ

ォローアップを行うことが適当であると考えま

す。 

無 
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NTT西殿：15,001円（＋615円） 

・既存の光屋内配線を転用する場合の工事費 

NTT東殿：6,041円（▲165円）、 

NTT西殿：6,463円（▲198円） 

（KDDI株式会社） 

意見７ 

● NTT東日本・西日本に対し、再利用されない残置回線

が発生しないよう設備の効率化を要望するとともに、接

続料原価に占める残置・撤去費用の内訳の開示を要望。 

● 既存残置回線についても再利用の状況に応じて、原則

どおりの算定方法にする等見直しを要望。 

 

再意見７ 

■ 効率化の観点から原則として引込線を残置してきて

おり、個別の要望等により残置の必要がないことが明

らかな場合には、不要な引込線の撤去をしているが、

今後も同様の対応により設備の効率化に取り組む考

え。 

■ 既存残置回線の算定方法については、再利用の進

展状況を踏まえて検討し、新規残置回線に係る費用等

は可能な限り開示。 

 

● 既存の残置回線の算定方法は接続研第七次報告書

にて示された考え方に則ったものであり、ＮＴＴ東日本・

ＮＴＴ西日本が提供する光サービス卸の卸料金や

FTTHサービス全体に影響が出る虞があるため、現行

ルールのまま事業者の個別負担とすべき。 

考え方７  

〇 加入光ファイバの残置回線に係る接続料・撤去工事

費について 

〇 本年 2 月 26 日以降、新たに発生した残置回線（以

下、「新規残置回線」）は、基本的な接続機能の原則ど

おりの算定とするため、残置回線の維持等に要する費

用ならびに撤去に要する費用（撤去費用・未償却残

高）は、当該回線を利用していた接続事業者の個別負

担から見直しが実施され、現用回線（分岐端末回線）

の接続料原価に算入されることとなりました。 

〇 NTT東・西殿においては、二本引きなど、再利用され

る可能性が低い残置回線が極力発生しないよう、合理

的な工事判断や再利用の徹底、不要な残置回線の撤

〇 当社としては、ＦＴＴＨアクセスサービスの需要が継

続して発生する状況においては、引込線等の設備

は回線廃止時に撤去することなくそのまま残置して

再利用していくことが効率的であり、利用者利便にも

適うものと考えており、これまでも原則として引込線

等を残置してきたところです。 

〇 一方で、個別のお客様要望がある場合や建物取

壊し等により残置の必要がないことが明らかな場合

には引込線等を撤去しており、今後も同様の対応に

より、引き続き設備の効率化にも取り組む考えです。 

〇 既存残置回線については、今後、再利用の進展が

確認された場合には、現用回線数に応じてコストを

○ 接続約款変更認可申請時に算定根拠を添

付させる趣旨に照らし、接続料の透明性を向

上させる観点から、今後、算定根拠において、

意見中に指摘のある本件見直し（令和７年2月

26日）以降に生じる残置回線の回線数や維

持・撤去等に要する費用の影響について示す

ことが適当であると考えます。 

○ また、既存残置回線の取扱いについては、

「接続研 第七次報告書」（令和５年９月６日公

表）に基づき、総務省において、必要に応じて

見直しを検討することが適当であると考えま

す。 

無 
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去促進によって設備の効率化に努めていただくことを

要望いたします。また、接続料の透明性確保のため、

令和 8 年度以降の接続料申請時において、当該接続

料原価に占める残置・撤去費用の内訳を算定根拠とし

て示していただくよう要望いたします。 

〇 なお、令和 7 年度の撤去に要する費用について、

NTT 西日本殿の費用が NTT 東日本殿と比較して２倍

程度高い料金（NTT 東日本：9,660 円、NTT 西日本：

18,137 円）となっています。NTT 東・西間の設備構成

の違いによるところと推測しますが、算定根拠（算定方

法や費用の内訳等）について記載がないため、適正

性・透明性確保の観点から、今次申請以降、当該情報

について算定根拠へ明示（今次申請分は算定根拠に

改めて記載いただくか、接続事業者向けに個別に開

示・説明いただく等）いただく必要があると考えます。 

〇 本年 2 月 26 日より前に残置された回線（以下、「既存

残置回線」）については、接続事業者ごとに現用回線・

残置回線の状況が異なること、再利用可能性が不透

明であることなどから、引き続き接続事業者の個別負

担とされていますが、既存残置回線についても、新規

残置回線と同様に再利用は可能であることを踏まえ、

総務省殿においては、再利用の状況を注視し、当該

状況に応じて、基本的な接続機能の原則どおり、現用

回線（分岐端末回線）の接続料原価に算入する形へ

の見直しについて検討いただくことを要望いたします。 

（KDDI株式会社） 

負担するという網使用料の原則のとおり、新規残置

回線と同様に現用回線（分岐端末回線）の接続料原

価に算入する算定方法への見直しについて検討し

ていく必要があるものと考えます。 

〇 また、新規残置回線に係る維持等に要する費用な

らびに撤去に要する費用の状況等については、２０２

６年度以降の接続料申請時において、可能な限り算

定根拠等において開示していく考えです。 

〇 なお、ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本における撤去工

事費の差分は、主に設備構成の違いによるものであ

り、撤去に係る実費相当のコストは算定根拠に開示

しており、今後も引き続き開示していく考えです。 

（NTT東日本・西日本） 

 

〇 KDDI殿の「既存残置回線についても、新規残置回

線と同様に再利用は可能であることを踏まえ、総務

省殿においては、再利用の状況を注視し、当該状況

に応じて、基本的な接続機能の原則どおり、現用回

線（分岐端末回線）の接続料原価に算入する形への

見直しについて検討いただくことを要望」との意見に

ついて、2025 年 2月 26 日より前に残置された回

線（以下、「既存残置回線」といいます。）の扱いにつ

いては、研究会第七次報告書の中で以下の理由か

ら従来通り既存残置回線のコストは既存残置回線数

に応じて負担するという整理となっています。 

・ 接続事業者ごとに現用回線・残置回線の状況が

異なり、特に新規参入事業者においては既存残

置回線の回線数が少ない傾向にあること 

・ 既存残置回線については、既存の接続事業者が

自らの判断で残置してきたものであり、他事業者

が受益するものも含めて一定の割合で再利用はさ

れているものの、少なくとも現段階においては、再

利用可能性が不透明であること 
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〇 また、第 67 回研究会（2023 年 1 月 24 日開

催）におけるNTT東西殿の説明資料によれば、既存

残置回線の残置回線コストを網使用料のコストに算

入させる場合、分岐端末回線に係る接続料はＮＴＴ

東日本殿で 326 円から465 円に増加(+137 円)、

ＮＴＴ西日本殿で 412 円から 762 円に増加(+350 

円)と大幅に上昇する予測となっており、ＮＴＴ東日本

殿、ＮＴＴ西日本殿が提供する光サービス卸の卸料

金にも影響が及び、FTTH サービス全体に影響が

出るおそれがあるため、既存残置回線については、

研究会で整理された通り、現行ルールのまま事業者

の個別負担とするべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

意見８ 

● 昨年申請時よりコスト効率化・削減効果が減少。加入光

ファイバ接続料に係るコスト効率化・削減について、さら

なる取組を進めるよう要望。 

● 同旨意見（２者）。 

● NTT東日本においては管理・共通費が増加している

が、一時的なものか。また中長期的なコスト効率化・削減

状況について説明を要望。 

● 費用が増加する場合には、その要因や発生費用の詳

細等接続事業者に対して説明すべき。 

再意見８ 

■ コスト効率化状況について、前回申請時とは比較す

る基準年度や経過期間が異なるため、一概に比較で

きるものではない。 

■ 当社管理・共通費の増加は組織再編に伴う体制整備

等による一時的なもの。効率化に関する取組とその効

果については、今後も説明する考え。 

■ 企業努力によるコスト・投資の効率化に引き続き取り

組む。昨今の社会的要請も踏まえ、適切な価格転嫁を

通じた取引適正化に適切に対応していく考え。 

 

● 賛同意見（４者）。 

考え方８  

〇 NTT 東西殿による加入光ファイバ接続料に係るコスト

効率化・削減については、さらなる取組を進めていた

だくよう要望いたします。 

〇 とりわけ、令和２～４年度における企業努力による更

なる効率化・費用削減は、NTT 東日本殿が▲62 億

円、▲57 億円、▲75 億円であり、NTT 西日本殿が

〇 前回申請時に報告した２０２２年度のコスト効率化

状況については、前回算定期間（２０２０～２０２２年

度）における当該年度の２０１８年度からの効率化額

を検証しているものである一方、今般申請時に報告

した２０２３年度のコスト効率化状況については、今

次算定期間（２０２３～２０２５年度）における当該年度

○ 令和５年度の接続料改定に係る接続約款の

変更認可における当審議会の答申を踏まえ

て、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に対して

行われた要請(※)を受けて、現在の加入光フ

ァイバ接続料の算定期間である、令和５年度

から令和７年度までの費用や投資の効率化の

無 
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▲75 億円、▲57 億円、▲81 億円であるのに対し、令

和５年度における企業努力による更なる効率化・費用

削減は NTT 東西殿がそれぞれ▲13 億円、▲51 億円

と明らかに影響額が減少しており、加入光ファイバの需

要が鈍化しているとのことであれば、さらなるコスト効率

化・削減の取組の余地があると考えられます。特に

NTT 東日本殿においては、管理・共通費が「業務の全

体最適化を志向した組織再編に伴う体制整備等によ

る費用の増加」により、「結果的に費用が増加した」との

報告があったとされていますが、これが一時的な増加

ということであれば、その旨をあらかじめ御説明いただ

いた上で、中長期的に見て効率化・費用削減が達成さ

れるのかどうかについても明らかにしていただくことが

必要と考えます。 

〇 また、NTT 東西殿の第一種指定電気通信設備に関

する接続約款の変更の認可（令和６年度の接続料の

改定等）の意見募集における考え方 10 において「引き

続き、費用削減・効率化に努めることが適当」、「必要

に応じて、新たな効率化の取組を検討することが望ま

しい」とされていることを踏まえ、さらなるコスト効率化・

削減の取組に当たっては、NTT 東西殿が提供してい

るデジタル技術を活用した業務効率化やコスト削減に

係るソリューション等の活用など、新たな取組を進めて

いただくことが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 令和5年度将来原価認可申請時に出された指定設

備管理運営費の令和7年度までの予測費用につい

て、令和5年度の指定設備管理運営費と比べ、令和6

年度、7年度はNTT東西殿ともに上昇傾向となっていま

す。NTT東西殿においては、将来原価方式に基づく

令和5年度の接続料の改定等に際しての要請に基づ

き、加入光ファイバ接続料に係るコスト効率化・削減の

の２０２１年度からの効率化額を検証しているもので

あり、比較する基準年度や経過期間が異なるため、

その絶対額を一概に比較できるものではないと考え

ております。 

〇 なお、今般申請時の報告においては、２０２３年度

の実績費用が、２０２１年度の実績費用（設備量の増

加を考慮）と比べて効率化された旨を報告しておりま

す。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

〇 当社の管理・共通費に関するご意見については、

業務の全体最適化を志向した組織再編に伴う体制

整備等により一時的に増加したものですが、管理・

共通費も含めた加入光ファイバに係る効率化に関す

る取組みとその効果については、今後も認可申請の

プロセスにおいて総務省へ説明する考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

〇 加入光ファイバに係る効率化に関する取組みとそ

の効果については、今後も認可申請のプロセスにお

いて総務省へ説明する考えです。 

（ＮＴＴ西日本） 

〇 当社はこれまでも、企業努力によるコスト・投資の

効率化に努めてきたところであり、昨今の労務費や

原材料費等の高騰により費用は増加傾向にあるもの

の、株主やステークホルダーの負託に応える企業に

おける当然の経営努力として、システム等の活用も

含めたＤＸを推進し、引き続き効率化に取り組む考

えです。 

〇 また、昨今の社会的要請も踏まえ、企業における

賃上げ原資の確保を含めて適切な価格転嫁による

適正な価格設定をサプライチェーン全体で定着さ

せ、適切な価格転嫁を通じた取引適正化を進めるこ

とが、持続的なインフラ設備の維持・運営が求められ

る電気通信業界としても極めて重要であり、当社とし

実施内容、効果について、それぞれの年度の

会計実績が取りまとまる年度において総務省

に報告されることとなっているものと承知して

おります。 

○ 管理・共通費については、ＮＴＴ東西の再意

見において一時的な増加と説明されていると

ころですが、いずれにしても、ＮＴＴ東日本・西

日本の加入光ファイバは、接続事業者にとっ

て不可欠性を有することから、ＮＴＴ東日本・

西日本においては、引き続き効率化及び費用

削減に努めることが適当であると考えます。 

○ なお、ＮＴＴ東日本・西日本においては、要

請（※）の趣旨を踏まえ、コスト効率化・削減の

進展等の状況変化を踏まえつつ、必要に応じ

て、新たな効率化の取組を検討することが望

ましいと考えます。 

 

※ 「将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定等に

関して講ずべき措置について（要請）」（令和５年７月31日

総基料第162号）記２  
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取組状況の報告がなされていますが、令和4年度にお

ける企業努力による更なる効率化・費用削減額（NTT

東日本殿：-75億円、NTT西日本殿：-81億円）に対し、

令和5年度の効率化・費用削減額はNTT東日本殿で-

13億円、NTT西日本殿で－51億円と削減効果が減少

しています。 

〇 特に、NTT東日本殿に関しては、管理・共通費が「業

務の全体最適化を志向した組織再編に伴う体制整備

等」により前年度から10億円増加している旨の説明が

あり、また、NTT西日本殿に関しても令和3年度、令和4

年度において、「業務の全体最適化を志向した本社へ

の業務移管・業務統合等を進めたこと」により同様に一

時的に費用が増加した旨の説明がなされています。 

〇 令和6年度認可申請意見募集において、総務省殿か

ら「引き続き、費用削減・効率化に努めることが適当」、

「必要に応じて、新たな効率化の取組を検討すること

が望ましい」との考え方が示されており、さらなる効率

化が求められる状況である一方、上記の通り効率化・

費用削減額は減少傾向にあり、一部では費用増加に

転じている状況にあるため、NTT東西殿においては加

入光ファイバ接続料に係るコスト効率化・削減の取組と

して報告されている内容も含め、指定設備管理運営費

の低減に向けた更なる効率化・費用削減努力を実施

いただくとともに、取り組みの結果により費用が増加す

る場合には、その取り組みおよび発生費用の詳細、今

後の費用への影響や削減効果も含め、接続事業者に

対して説明すべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社）    

                                             

＜加入光ファイバの設備保全費等＞ 

〇 前回意見募集の際に当社から意見したとおり、継続

的なコスト削減による接続料の低廉化について、NTT

ても適切に対応していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 ソフトバンク殿及び中部テレコミュニケーション殿の

意見に賛同します。NTT東西殿による加入光ファイ

バ接続料に係るコスト効率化・削減については、

NTT東西殿が提供しているデジタル技術を活用した

業務効率化やコスト削減に係るソリューション等の活

用など、さらなる取組を進めていただくよう要望いた

します。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 SNC殿、ctc殿、KDDI殿意見の通り、NTT 東西殿

による加入光ファイバ接続料に係るコストの低減に

向けた更なる効率化・費用削減努力を実施いただく

ことを要望します。 

〇 また、SNC殿の意見の通り、NTT東西殿の取り組み

の結果、費用が増加する場合には、その取り組みお

よび発生費用の詳細、今後の費用への影響や削減

効果も含め、接続事業者に対して説明すべきと考え

ます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 左記意見のとおり、加入光ファイバ接続料に係るコ

ストの効率化・削減については継続的に実施いただ

くことを要望いたします。 

〇 なお、当該取組の結果として、逆に費用が増加す

るような事態が生じた場合には、その取り組みおよび

発生費用の詳細、中長期的に見て効率化・費用削

減が達成されるのかどうか等について、接続事業者

に対して説明すべきと考えます。 

（KDDI株式会社） 
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東殿・NTT西殿において、コスト削減・設備効率化の対

応を引き続き実施いただくよう要望いたします。 

〇 総務省殿からの要請に基づき、NTT東殿・NTT西殿

においては2023年度から2025年度までの費用や投資

の効率化の実施内容、効果等の実績について報告が

なされますが、今後も同様の報告を継続し、適切な費

用削減・効率化が実施されているかを検証する必要が

あると考えます。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

〇 ソニーネットワークコミュニケーションズ殿の「加入

光ファイバの需要が鈍化しているとのことであれば、

さらなるコスト効率化・削減の取組の余地がある」、ソ

フトバンク殿の「指定設備管理運営費の低減に向け

た更なる効率化・費用削減努力を実施いただく」、中

部テレコミュニケーション殿の「コスト削減・設備効率

化の対応を引き続き実施いただくよう要望」のご意見

に賛同します 

〇 また、ソニーネットワークコミュニケーションズ殿の

「一時的な増加ということであれば、その旨をあらかじ

め御説明いただいた上で、中長期的に見て効率化・

費用削減が達成されるのかどうかについても明らか

にしていただくことが必要」のご意見に賛同するとと

もに、管理・共通費が一時的な増加事象なのか、継

続的に上昇していく傾向となるのか、接続事業者の

予見性が高まるご説明を希望し、効果的・効率的な

コスト削減取組を期待します 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見９ 

● 今後光への配賦率が増大することが想定されており、

メタル回線設備の縮退により光ファイバ接続料が大幅に

上昇すれば、メタル回線設備の縮退そのものの合理

性・妥当性の観点から問題が生じるとの考え。電柱・

土木設備の費用全体の効率化・削減等に取り組むこ

とを要望。 

● また、メタルと光のコスト配賦比率が急激に変動するこ

とは接続料に大きな影響を与えるため、配賦比率の予測

を提示、メタル回線設備の売却益も活用によって、配賦

比率を長期安定的にすることが適当。 

再意見９ 

■ 電柱・土木設備の配賦比率については、メタル回線と

光回線双方の契約者数の推移等により変動するもの

であるが可能な限り開示。 

■ 原価計算に用いる配賦比率は接続会計整理手順書

に記載の方法に基づき、適正に算定する必要。メタル

回線設備の売却益については接続会計上も適切にメ

タル回線接続料の原価に反映。 

 

● 賛同意見（２者）。 

● メタル回線設備は、旧公社時代に国民財産により構

築された資産の一部であることを踏まえ、公の場で売

却益等の使途の適正性を検証することが適当。 

● メタル回線設備の縮退段階におけるメタルと光の適

正な費用配賦基準について検討が必要。 

考え方９  
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〇 電柱・土木設備の費用の配賦について、NTT東西殿

の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の認可（令和６年度の接続料の改定等）の意見募集

における NTT 東西殿の再意見 13 で「メタルと光で共

用するコストについては、接続会計整理手順書に記載

の方法により適切に配賦計算しておりますが、今後は

ご指摘の通り光への配賦比率が大きくなっていくことが

想定される」とあります。 

〇 しかしながら、メタル回線設備の縮退により、結果とし

て仮に加入光ファイバ接続料が大幅に上昇することに

なるとすれば、メタル回線設備の縮退そのものの合理

性や妥当性の観点から問題が生じうると考えられるた

め、電柱・土木設備の費用全体の効率化・削減等に取

り組んでいただくよう要望いたします。 

〇 また、メタル回線設備の縮退に係る取組は長期間に

わたると想定されるところ、メタルと光に係るコストの配

賦比率が急激に変動することは加入光ファイバ接続料

に与える影響が大きいと考えます。このため、配賦比

率の予測を提示いただいた上で、銅価格が上昇する

中で相応の規模になることが想定されるメタル回線設

備（銅線）の売却益も活用しながら、加入光ファイバ接

続料を低廉なものとするとともに予見性を確保するた

め、配賦比率は長期安定的なものとなることが適当と

考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

〇 当社はこれまでも、企業努力によるコスト・投資の

効率化に努めてきたところであり、株主やステークホ

ルダーの負託に応える企業における当然の経営努

力として、引き続き効率化に取り組む考えです。 

〇 また、昨今の社会的要請も踏まえ、企業における

賃上げ原資の確保を含めて適切な価格転嫁による

適正な価格設定をサプライチェーン全体で定着さ

せ、適切な価格転嫁を通じた取引適正化を進めるこ

とが、持続的なインフラ設備の維持・運営が求められ

る電気通信業界としても極めて重要であり、当社とし

ても適切に対応していく考えです。 

〇 電柱・土木設備の配賦比率については、メタル回

線と光回線双方の契約者数の推移等により変動す

るものであり、メタル・光の回線数は、市場環境・事業

環境の変化等による影響を受けることから正確な予

測は困難ですが、いただいたご意見等も踏まえて開

示可能なものについて開示していく考えです。 

〇 配賦比率は長期安定的なものになることが適当と

のご意見については、原価計算に用いる配賦比率

は、設備の維持運営に係るコストを適正に接続料原

価に反映する観点から、設備の実態に照らして適正

なものとすべきであり、引き続き、接続会計整理手順

書に記載の方法に基づき、適正に算定することが必

要と考えます。 

〇 メタル回線設備の売却益については、加入光ファ

イバの原価と関連しないメタルケーブルに係るもので

あることから、接続会計上も適切にメタル回線接続料

の原価に反映しております。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 SNC殿意見の通り、メタル回線設備の縮退により、

加入光ファイバ接続料に配賦される電柱・土木設備

費用が増加し、加入光ファイバ接続料が上昇するお

○ 現在の電柱・土木設備に関する費用の配賦

は、メタル回線のコストの在り方に関する検討

会での議論を踏まえ、光サービス・メタルサー

ビスの契約者数を用いて行われているところ、

御意見のとおり、メタル回線設備の縮退は、加

入光ファイバ等の接続料への影響を含め、多

様な関係者に影響を与える可能性があると考

えます。 

○ 意見の前段については、ＮＴＴ東日本・西日

本において、電柱・土木設備の費用削減・効

率化に努めることが適当であると考えます。 

○ また、ＮＴＴにおいては、メタル回線設備の

縮退等に関する具体的な移行計画を早急に

策定した上で、総務省において、必要な検証

を行うことが適当であると考えます。 

○ メタル回線設備（銅線）の売却益の扱い等に

関する御意見は、移行計画の検証を行う際に

総務省において留意することが適当であると

考えます。 

 

無 
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それがあるため、NTT東西殿においては、電柱・土

木設備の費用全体の効率化・削減等に取り組むべ

きと考えます。 

〇 また、メタル回線設備の縮退により発生する「メタル

回線設備の売却益」に関しては、旧公社時代に、30

年の年月/25兆円もの費用をかけ国民財産により構

築されNTT殿が承継した「特別な資産」の一部であ

ることを踏まえ、過去の売却資産の詳細を明らかに

し、公の場で売却益等の使途の適正性を検証したう

えで、加入光ファイバ接続料原価に活用することは

有効な方法の１つと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 左記意見のとおり、メタル回線設備の縮退に伴い、

特に電柱等の保守費や減価償却費など契約者数比

をメタルと光の費用配賦基準に用いる費用につい

て、急激な変動が生じ、加入光ファイバ接続料に多

大な影響を与えるおそれがあると考えます。 

〇 メタル固定電話の利用者について、エリア単位で

の移行実施等強制的なサービス移行の段階に入っ

た場合、メタルの契約者数が急激に減少する一方、

不要となったメタル回線設備はすぐには撤去され

ず、残存するメタル回線設備にかかる電柱の保守費

等は、相当な期間、継続して発生することが想定さ

れます。 

〇 しかしながら、メタルと光の費用配賦基準が契約者

数比の場合、メタルの契約者数の急激な減少に伴

い、実際にかかる費用に比して、メタルに配賦される

費用が極端に減少し、光の費用負担が過度に増加

するおそれがあることから、メタル回線設備の縮退段

階におけるメタルと光の適正な費用配賦基準につい

て、今後、検討が必要と考えます。 

（KDDI株式会社） 
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意見10 

● 当審議会の考え方に基づく電柱の利用実態等に関す

る要請について、その報告内容を速やかに検証・公表

し、設備の耐用年数と利用実態に乖離があれば、令和８

年度の接続料改定に反映する必要。 

● 送配電事業に用いられる電柱の耐用年数との差分が

生じる場合には説明を要望。 

● 光ファイバケーブルや電柱の設備の利用実態を公表し

たうえで設備の利用実態に即した耐用年数を算定に反

映する必要。 

 

再意見10 

■ 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化ではなく、財

務会計の観点から実施するものであり、今後も必要に

応じて見直す考え。見直す際には固定資産データを用

いた推計のほか、総合的な検討が必要。 

■ 耐用年数の見直しに係る詳細なデータは当社の経

営情報に当たり、基本的に一般公表できないが、一般

公表可能な内容は可能な限り公表する考えであり、原

価に占める割合が大きい主要な設備の耐用年数一覧

も接続事業者向けに開示した。 

■ 電力事業と電気通信事業では事業環境・競争環境が

大きく異なり、耐用年数を送配電設備と同等程度にす

ることは適当でない。 

 

● 賛同意見（３者）。 

● 総務省は、研究会等の場でNTT東日本・西日本に対

し、電柱の利用実態等に関する説明を求めるべき。 

● 同旨意見（１者）。 

考え方10  

〇 設備の耐用年数見直しについて 

〇 電柱の耐用年数については、「メタル回線のコストの

在り方に関する検討会」（第 5 回。平成 25 年 5 月 21

日）で検討された以降、現在に至るまで見直しは実施

されておらず、28年（※残存価格5％までの到達年数）

とされています。 

〇 昨年、「東日本電信電話株式会社及び西日本電信

電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する

接続約款の変更案（令和６年度の接続料の改定等）」

に対する意見及びその考え方（以下、「令和 6 年度答

申」）において、 

・総務省においては、事業会計・接続会計の適正性確

保の観点から、電柱の利用実態等について、NTT 東

日本・西日本に関連データ・見解を求めることが適当

〇 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化を目的とし

て実施するものではなく、外部の監査法人の承認を

得た上で公正妥当な会計基準に照らし適正な決算

を行うという財務会計の観点から実施するものであ

り、今後も必要に応じて見直しを行う考えです。 

〇 また、見直しを行う場合には、固定資産データを用

いた推計結果に加え、「材質・構造・用途・使用上の

環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による

陳腐化の危険の程度」の観点も含めた総合的な検

討が必要となります。 

〇 耐用年数の見直しに係る詳細なデータ等は、当社

が財務の適正性を確保するためのノウハウとして経

営情報にあたることから、基本的に一般公表できるも

のではないと考えますが、一般公表可能な内容につ

いては可能な限り公表する考えであり、接続料原価

○ 電柱の耐用年数については、意見で言及さ

れているとおり、「令和６年度の接続料の改定

等に関して講ずべき措置について（要請）」

（令和６年３月21日総基料第56号）においてＮ

ＴＴ東日本・西日本に要請されているとおり、

事業会計・接続会計の適正性確保の観点か

ら、電柱の利用実態等について、ＮＴＴ東日

本・西日本に関連データ・見解を求めることが

適当とされているところです。 

○ なお、この報告に係る情報については、総務

省において、接続約款変更認可プロセス等の

際に、非公表とすることに合理的な理由がある

場合を除き、一般公表することが適当であると

考えます。 

 

無 
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であり、それらの点について総務省に報告するよう、総

務省から NTT 東日本・西日本に要請することが適当 

である旨考えが示され、NTT東・西殿に対し、令和5年

度末時点での電柱の耐用年数について検証を行った

上でその見直しに関する状況についての見解及び検

証に用いたデータ等の関連データを令和 7 年 3 月 31

日までに、総務省に報告することとする要請が出されま

した。 

〇 総務省殿においては、NTT 東・西殿の報告内容を速

やかに検証・公表いただき、設備の耐用年数と利用実

態との間で乖離が発生しているものがあれば、令和 8

年度の接続料改定において、耐用年数の見直しを反

映した接続料を NTT 東・西殿に認可申請いただく必

要があると考えます。 

（KDDI株式会社） 

 

〇 令和6年度認可申請意見募集において、総務省殿か

ら「事業会計・接続会計の適正性確保の観点から、電

柱の利用実態等について、NTT東日本・西日本に関

連データ・見解を求めることが適当であり、それらの点

について総務省に報告するよう、総務省からNTT東日

本・西日本に要請することが適当」、「この報告に係る

情報については、総務省において、接続約款変更認

可プロセス等の際に、非公表とすることに合理的な理

由がある場合を除き、一般公表することが適当」との考

え方が示されているため、次年度の認可申請プロセス

において、総務省殿はNTT東西殿に対して接続料の

算定等に関する研究会（以下、「研究会」といいます。）

等の場での説明を求めるべきと考えます。 

〇 その際に、NTT東西殿が送配電事業における耐用

年数（42年）と異なる耐用年数が妥当との見解が示さ

れる場合においては、NTT東西殿に対して差分が生じ

に占める割合の大きい主要な設備の耐用年数一覧

についても、接続事業者様向けホームページにおい

て開示を行っているところです。接続料の適正性確

保に向けた情報開示については、接続料を負担す

る接続事業者様における予見性向上に資するよう、

引き続き透明性確保に努めていく考えです。 

〇 なお、国税庁が公表している電柱の耐用年数表に

おいても「発電用又は送配電用のもの」と「電気通信

事業用のもの」とが区別され、耐用年数も異なってい

ることに加え、電力事業と電気通信事業では事業環

境・競争環境の違いが大きく、陳腐化の危険の程度

も異なっていることから、当社市内線路設備の耐用

年数を送配電設備と同等程度にすることは適当では

ないと考えております。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 KDDI殿意見の通り、令和6年度認可申請意見募

集の考え方12で総務省殿から「事業会計・接続会計

の適正性確保の観点から、電柱の利用実態等につ

いて、ＮＴＴ東日本・西日本に関連データ・見解を求

めることが適当であり、それらの点について総務省に

報告するよう、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に要

請することが適当」、「この報告に係る情報について

は、総務省において、接続約款変更認可プロセス等

の際に、非公表とすることに合理的な理由がある場

合を除き、一般公表することが適当」との考え方が示

されているため、次年度の認可申請プロセスにおい

て、総務省殿はNTT東西殿に対して研究会等の場

での説明を求めるべきと考えます。 

〇 その際に、NTT東西殿が送配電事業における耐用

年数（42年）と異なる耐用年数が妥当との見解が示さ

れる場合においては、差分が生じる理由の説明を求

め、適切な耐用年数の在り方について議論すべきと
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る理由の説明を求め、適切な耐用年数の在り方につ

いて議論すべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

＜光ファイバ・電柱の耐用年数の見直し＞ 

〇 接続料の適正性確保の観点から、NTT東殿・NTT西

殿において、光ファイバケーブルや電柱の設備の利用

実態の検証及び結果を公表していただいたうえで、適

時適切に設備の利用実態に即した耐用年数を算定に

反映する必要があると考えます。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

考えます。 

〇 また、ctc殿の意見の通り、加入光ファイバに関して

も、将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改

定等に関するNTT東西殿の第一種指定電気通信設

備に関する接続約款の変更の認可申請（以下、「令

和５年度将来原価認可申請」といいます。）おいて、

「総務省においては、非公表とすべき部分がある場

合は、その必要性について、総務省及びＮＴＴ東日

本・西日本は適切に説明することが適当」との考え方

が示されているため、NTT東西殿は非公表とすべき

理由の詳細を説明し、合理的な理由がない場合は

一般公表すべきと考えます。総務省殿からは令和6

年度認可申請意見募集の考え方14で、「メタル回線

とどのような要因から耐用年数の差異が生じている

か等の観点から、NTT東日本・西日本において、総

務省に対し適切に説明することが適当」との考え方

が示されていますが、光ファイバの利用実態等を踏

まえ、事業会計・接続会計の適正性が確保されてい

るかを接続事業者においても確認する観点から、総

務省殿に対してだけではなく、接続事業者に対して

も説明すべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 左記意見のとおり、総務省殿においては、電柱の

利用実態等について、NTT 東・西殿の報告内容を

速やかに検証・公表いただき、必要に応じて接続料

の算定等に関する研究会等の場での説明を求める

べきと考えます。 

〇 その上で、設備の耐用年数と利用実態との間で乖

離が発生しているものがあれば、令和 8年度の接続

料改定において、耐用年数の見直しを反映した接

続料を認可申請いただく必要があると考えます。 

（KDDI株式会社） 
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〇 ソフトバンク殿の「光ファイバは少なくともメタルケー

ブルと同様の耐用年数まで延伸可能であると考えら

れるため、加入光ファイバの接続料においては、出

来る限り早期に耐用年数をメタルケーブルと同等ま

で延伸した上で再算定すべき」、また中部テレコミュ

ニケーション殿の「接続料の適正性確保の観点か

ら、NTT 東殿・NTT 西殿において、光ファイバケー

ブルや電柱の設備の利用実態の検証及び結果を公

表していただいたうえで、適時適切に設備の利用実

態に即した耐用年数を算定に反映する必要がある」

のご意見に賛同します 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見11 

● 光ファイバの耐用年数は推計に基づき延伸されたが、

各関数の結果は非公表であり、接続事業者は試算結果

の妥当性を確認できない。 

● 令和５年度改定時の当審議会の考え方でも示されてい

る通り、非公表とする合理的な理由がない場合は一般公

表すべきと考える。 

● 光ファイバと同じ外皮を使うメタルケーブルの耐用年数

を考慮すると、光ファイバの耐用年数も同等まで延伸し

再算定すべきである。 

● 昨年度改定時の当審議会の考え方において、メタル回

線と光ファイバの耐用年数の差異についてNTT東日本・

西日本が総務省に対し適切に説明することを求めている

が、接続事業者にも説明すべき。 

再意見11 

■ 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化ではなく、財

務会計の観点から実施するものであり、今後も必要に

応じて見直す考え。見直す際には固定資産データを用

いた推計のほか、総合的な検討が必要。 

■ 耐用年数の見直しに係る詳細なデータは当社の経

営情報に当たり、基本的に一般公表できないが、一般

公表可能な内容は可能な限り公表する考えであり、原

価に占める割合が大きい主要な設備の耐用年数一覧

も接続事業者向けに開示した。 

■ 先般の光ファイバの耐用年数の見直しでは、固定資

産データを用いた推計結果以外の観点も含め総合的

に検討した結果として見直すこととしたが、メタルケー

ブルと光ファイバでは、素材や接続部の構造、設備の

構築や運用に係る改善の取組み状況、需要動向や投

資の状況、減損の実施有無等で状況が異なり「同一条

件の資産」とは認められないため、同様に扱うことは適

当ではない。 

 

● 賛同意見（１者）。 

考え方11  
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〇 光ファイバに係る耐用年数については、推計に用い

る 7 つの関数をもとに架空光ファイバが 25 年年、地下

光ファイバが 30 年にそれぞれ延伸されましたが、各関

数を用いた耐用年数の結果については非公表となっ

ているため、接続事業者は試算結果及びその妥当性

を確認することができず、「接続料の算定に関する研

究会」第二次報告書(平成 30 年 10 月 2 日)において

も、7つの関数を基にした考え方が妥当であるとの結論

には至っていません。 

〇 令和 5 年度将来原価認可申請意見募集おいて総務

省殿からは、「総務省においては、非公表とすべき部

分がある場合は、その必要性について、総務省及び

NTT 東日本・西日本は適切に説明することが適当」と

の考え方が示されているため、NTT 東西殿は非公表と

すべき理由の詳細を説明し、合理的な理由がない場

合は一般公表すべきと考えます。 

〇 ケーブルの材質において最も劣化が早いと考えられ

る外皮（シース）について、光ファイバと同じ素材を使う

メタルケーブルでは、耐用年数は架空 28 年、地下 36

年が適用されており、また敷設環境も同じであることを

考慮すると、少なくともメタルケーブルと同様の耐用年

数まで延伸可能であると考えられるため、加入光ファイ

バの接続料においては、出来る限り早期に耐用年数を

メタルケーブルと同等まで延伸した上で再算定すべき

と考えます。 

〇 この点について、総務省殿からは令和 6 年度認可申

請意見募集の中で、「メタル回線とどのような要因から

耐用年数の差異が生じているか等の観点から、NTT

東日本・西日本において、総務省に対し適切に説明

することが適当」との考え方が示されていますが、光フ

ァイバの利用実態等を踏まえ、事業会計・接続会計の

適正性が確保されているかを接続事業者においても

〇 耐用年数の見直しは、接続料の低廉化を目的とし

て実施するものではなく、外部の監査法人の承認を

得た上で公正妥当な会計基準に照らし適正な決算

を行うという財務会計の観点から実施するものであ

り、今後も必要に応じて見直しを行う考えです。 

〇 また、見直しを行う場合には、固定資産データを用

いた推計結果に加え、「材質・構造・用途・使用上の

環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による

陳腐化の危険の程度」の観点も含めた総合的な検

討が必要となります。 

〇 耐用年数の見直しに係る詳細なデータ等は、当社

が財務の適正性を確保するためのノウハウとして経

営情報にあたることから、基本的に一般公表できるも

のではないと考えますが、一般公表可能な内容につ

いては可能な限り公表する考えであり、接続料原価

に占める割合の大きい主要な設備の耐用年数一覧

についても、接続事業者様向けホームページにおい

て開示を行っているところです。接続料の適正性確

保に向けた情報開示については、接続料を負担す

る接続事業者様における予見性向上に資するよう、

引き続き透明性確保に努めていく考えです。 

〇 なお、２０２３年度の将来原価認可申請時における

光ファイバケーブルの耐用年数見直しについては、

固定資産データを用いた推計結果に加え、「材質・

構造・用途・使用上の環境」、「技術の革新」、「経済

的事情の変化による陳腐化の危険の程度」の観点も

含め総合的に検討した結果として、光ファイバケー

ブルに係る耐用年数を見直すこととしたものですが、

メタルケーブルと光ファイバケーブルでは「素材や接

続部等の構造」、「設備の構築や運用に係る改善の

取組み状況」、「需要動向や投資の状況、減損の実

施有無」等、耐用年数の検証に係る各観点における

状況が異なり、「同一条件の資産」とは認められない

○ 光ファイバの耐用年数については、当審議

会の考え方（※１）を踏まえ、総務省からＮＴＴ

東日本・西日本に所要の要請（※２）がなされ

ているところであり、当該要請に基づく報告内

容を踏まえて検討することが適当であると考え

ます。 

○ 報告の内容について、非公表とすべき部分

がある場合は、その必要性について、総務省

及びＮＴＴ東日本・西日本は適切に説明する

ことが適当であると考えます。 

○ なお、報告に当たっては、メタル回線とどの

ような要因から耐用年数の差異が生じている

か等の観点から、ＮＴＴ東日本・西日本におい

て、総務省に対し適切に説明することが適当

であると考えます。 

 
※１ 「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式

会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更案（将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定

等）」に対する答申（情郵審第31号）考え方４ 

※２ 「将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定等

に関して講ずべき措置について（要請）」（令和５年７月31

日総基料第162号） 

無 
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確認する観点から、総務省殿に対してだけではなく、

接続事業者に対しても説明すべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

ため、同様に扱うことは適当でないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 （再意見10のとおり。） 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見 12 

● 原価に占める報酬の割合の上昇や電柱・土木設備等

の共用コストの上昇にメタルサービスの縮退も加わり、

加入光ファイバ接続料の更なる上昇が懸念。 

● そのため、NTTに対し、早急に移行計画を策定し、接続

料への影響を開示することを要望。 

●また、NTT東日本・西日本がNTT持株会社の100％子会

社であることも考慮したうえで資本調達の実態を明らか

にし、自己資本比率の算定の在り方を検討する必要。 

● 同旨意見（２者）。 

● 接続研等の場で継続して報酬の在り方について検討す

ることを要望。 

 

再意見12  

■ 報酬の構成比の増加は設備管理運営費低減による

もの。接続料原価に見込んでいる報酬は会計実績に

基づき織り込まれるべきものであり、接続料の低廉化

を目的に見直すべきではない。 

■ 当社は自らの判断で必要な資金を調達しており、接

続料算定の観点から資本調達方法を決定しているも

のではない。 

■ ＮＴＴ持株会社の資本構成比を採用すべきという意見

については、 下記の考え 

・グループ各社の様々な事業における資金調達の状

況が反映されており、固定通信の資金調達の実態を

表すものでない。 

・ＮＴＴ東日本・西日本としての資本調達の実態とも全く

異なる持株会社の資本構成比を採用する合理性が

ない。 

■ メタル回線設備の縮退にあたっては段階的に、移転

等の申込を契機とした移行勧奨～エリア単位での移行

を実施する考え。メタルの維持限界への対応に向けた

具体的計画や影響、代替サービスは現在検討中であ

り、適時公表・説明する。 

 

● 自己資本比率の見直しに関する賛同意見（５者）。 

考え方12   

〇 令和5年度将来原価認可申請において、報酬は令和

5年度から令和7年度にかけて上昇する予測となってお

り、原価に占める報酬の比率は、令和5年度将来原価

認可申請前の令和4年度から令和7年度でNTT東西殿

〇 加入光ファイバの接続料原価において、報酬（資

本コスト）の構成比が近年高まっている主要因は、不

断のコスト効率化や償却方法の見直し（定率法から

定額法）、経済的耐用年数の見直し等により、設備

○ 報酬額の動向が接続料に大きな影響を与え

ることを踏まえると、総務省においては、資本

調達の実態を適切に反映する観点から、今後

も報酬率の推移について注視するとともに、必

無 
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ともに5％前後上昇する結果となっています（NTT東日

本殿は29％強から35％弱、NTT西日本殿は24％弱か

ら29%弱に上昇）。また、令和6年度認可申請における

乖離額調整では、NTT東日本殿で＋８億円、NTT西

日本殿で＋14億円、令和7年度認可申請における乖

離額調整においてはNTT東日本殿で＋39億円、NTT

西日本殿で＋50億円報酬分として原価が加算され、ま

すます原価に占める報酬の割合が上昇しています。さ

らに、電柱・土木設備等の共用コストの上昇（メタル回

線契約数の減少に伴い、メタルサービスとの間で契約

数比により費用配賦される共用コストが加入光ファイバ

に配賦される比率が高まる）により、レートベース及び

設備管理運営費等が増加し、接続料が上昇傾向にあ

り、今後NTT東西殿のメタルサービスの縮退により、加

入光ファイバ接続料がますます上昇することが懸念さ

れるため、次期将来原価算定までに以下の点につい

て対応すべきと考えます。 

 

・『「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方」 

最終答申（案）に対する意見及びこれに対する考え

方』 の総務省殿の考え方２－２－１３「メタル回線設

備の縮退は、加入光ファイバ等の接続料への影響を

含め、多様な関係者に影響を与える可能性があると

考えます。このため、NTTにおいて、メタル回線設備

の縮退等に関する具体的な移行計画を早急に策定

した上で、総務省において、必要な検証を行うことが

適当と考えます。」の通り、早急な移行計画策定と競

争事業者への計画及び、加入光ファイバ接続料への

影響を開示すること。 

・接続料の算定方法の見直しについて研究会の場で

議論・検討すること。特に、接続料算定上、レートベ

ースの増加に伴う報酬の上昇の一要因は自己資本

比率の高さであるため、現状の自己資本比率の算定

管理運営費が低減していることであり、結果として報

酬の構成比が上昇したものです。 

〇 また、接続料原価に見込んでいる報酬は、電気通

信設備を構築・維持・運営し、役務や機能を安定的

に提供するための資本コストであることから、資金調

達の実態を反映した会計実績に基づき適正に織り

込まれるべきものであり、接続料の低廉化を目的に

見直しを検討するべきではないと考えます。 

〇 「ＮＴＴ東日本・西日本の資金調達の実態を明らか

にすべき」というご指摘については、 

✓ＮＴＴ東日本・西日本はそれぞれの事業環境を踏

まえて自らの判断で事業運営や設備投資等に必

要となる資金を調達しており、その実態が反映さ

れているのはＮＴＴ東日本・西日本の資本構成に

他ならず、ＮＴＴ東日本・西日本としての資金調達

の実態を踏まえた適正な資本コスト回収のため、

当該比率を乗じる固定資産価額等と同様にＮＴＴ

東日本・西日本の実績を用いることが適当と考え

ます。 

✓ＮＴＴ東日本・西日本の自己資本比率の水準につ

いては、電気通信役務の安定的な提供のため、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本が自ら調達した負債の返済を

進めてきた結果であり、接続料算定の観点から資

本調達方法を決定しているものではありません。 

〇 「ＮＴＴ持株会社の資本構成比を採用すべき」とい

うご指摘については、 

✓ＮＴＴグループ各社は、モバイル通信、システムイ

ンテグレーション、都市開発、電力といった様々な

事業を国内外で営んでおり、ＮＴＴ持株会社の貸

借対照表には、そのようなグループ各社の様々な

事業における資金調達の状況が反映されているこ

とから、固定通信の資金調達の実態を表すもので

はなく、固定通信の接続料算定に採用すべきもの

要に応じ見直しを検討することが適当であると

考えます。 

○ なお、ＮＴＴ東日本・西日本が、ＮＴＴ持株と

の関係において、接続料算定上見込んでいる

報酬より低廉なコストで資本調達できている場

合等には、その実態を考慮した算定方法も含

めて検討することが適当であると考えます。次

期算定期間における接続料の算定方法に係

る議論においては、ＮＴＴ持株との関係におけ

る資本調達の実態について、議論に必要な範

囲で明らかにされることが適当であると考えま

す。 
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の在り方が適切か否かの議論が必要。具体的には、

令和6年度認可申請意見募集における総務省殿の

考え方18「次期算定期間における加入光ファイバ接

続料の算定方法に係る議論においては、NTT持株会

社との関係における資本調達の実態について、議論

に必要な範囲で明らかにされることが適当」のとおり、

まずはNTT持株会社殿とNTT東西殿の資本調達の

実態を明らかにし、現状の算定で用いる自己資本比

率が適正な値か否かを確認、議論することが必要。 

 

〇 また、NTT東西殿はNTT持株会社殿の100％子会社

であり、NTT持株会社殿から調達する自己資本及び関

係会社借入金が負債・純資産の総額に占める割合は

NTT東西殿ともに7割（2023年度期）と大半を占めてい

ますが、これらに対して発生する資本調達コストはNTT

持株会社殿に対する利子や配当金で、市場に対して

発生する資本調達コストではありません。すなわち、市

場に対して発生したコストを正確に反映していないと考

えられ、これらの項目に関しては、市場に対して実際

に発生した資本調達コストを加味する観点から、NTT

持株会社殿の資本構成を考慮し調整すべきと考えま

す。 

〇 なお、加入光ファイバ接続料のみならず、ドライカッ

パではNTT東日本殿は前年度比+18.9%、NTT西日本

殿は前年度比＋19.7%、中継ダークファイバではNTT

東日本殿で前年度比+26.9%、NTT西日本殿は前年度

比＋29.7%と報酬が上昇しており、早急に現状の自己

資本比率の算定の在り方を議論が必要と考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 加入光ファイバ接続料における報酬の在り方につい

て、NTT東西殿の第一種指定電気通信設備に関する

接続約款の変更の認可（令和６年度の接続料の改定

ではないと考えます。 

✓接続料低廉化の観点からＮＴＴ東日本・西日本と

しての資本調達の実態とも全く異なる持株会社の

資本構成比を採用することは、当社以外のＮＴＴ

グループ事業の影響により当社の固定通信事業

の適正報酬が変動するという観点からも合理性が

ないと考えます。 

〇 「メタル回線設備の縮退等の計画及び接続料への

影響を開示すべき」というご指摘については、当社と

しては、メタル設備を用いた固定電話の利用の減少

等を踏まえれば、将来にわたってメタル設備を用い

た固定電話を継続することは現実的ではないため、

２０３５年度を目途に縮退する考えであり、縮退にあ

たっては、加入電話をご利用中のお客様にご不便を

おかけしないよう、短時間で急速な移行を行うので

はなく、段階的に、移転等の申込を契機とした移行

勧奨～エリア単位での移行を実施する考えです。 

〇 メタルの維持限界への対応に向けた具体的計画

や影響、代替サービス（現時点では光回線電話、モ

バイル網を利用した固定電話等を想定）について

は、「市場環境の変化に対応した通信政策の在り

方」（令和５年諮問第２８号）に関する情報通信審議

会からの最終答申も踏まえつつ、現在検討中であ

り、お示しできるタイミングで公表するとともに、接続

事業者様に対しても、丁寧な説明を実施する考えで

す。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 ソフトバンク殿、KDDI殿及び中部テレコミュニケー

ション殿の意見に賛同します。資本調達の実態を適

切に反映する観点から、NTT持株会社殿の比率を

採用するなど、自己資本比率の見直しを検討するこ

とが必要と考えます。 
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等）の意見募集における考え方15で「報酬額の動向が

加入光ファイバ接続料に大きな影響を与えることを踏

まえると、総務省においては、資本調達の実態を適切

に反映する観点から、今後も報酬率の推移について

注視するとともに、必要に応じ見直しを検討することが

適当」とされたこと、さらに、同意見募集における考え

方18で「意見で指摘されている個々の論点も含め、今

後、次期算定期間の加入光ファイバ接続料の検討に

向けて、総務省及び関係事業者において、必要に応

じ見直しを検討することが適当」とされたことを踏まえ、

資本調達の実態を適切に反映する観点から、NTT持

株会社殿の比率を採用するなど、自己資本比率の見

直しを検討することが必要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 報酬の算定方法見直しについて 

〇 近年の景気動向や金融政策の状況等により、令和４

年度以降リスクフリーレート（10年ものの国債利回り）が

上昇（令和３年：0.09、令和4年:0.3、令和5年:0.62）を

続けていることから、令和５年度の報酬の実績におい

て、NTT東日本＋39億円（※令和4年度：＋8億円）、

NTT西日本＋50億円（※令和4年度：＋14億円）の乖

離額が生じています。令和6年度も、リスクフリーレート

は上昇傾向にあり、これに伴い自己資本利益率も今後

益々上昇していくことが予想されます。 

〇 第一種指定電気通信設備の接続料は、能率的な経

営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたも

のを算定するものであり、適正な利潤は、第一種指定

電気通信設備の機能の提供に用いられる資産の資本

調達コストと位置づけられるものです。 

〇 現在、適正な利潤の算定については、NTT東・西殿

の資本構成比率に基づいて算定されておりますが、

NTT東・西殿がNTT持株殿の100％子会社（非上場）

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 令和５年度将来原価認可申請時の単金から、リス

クフリーレート（10 年ものの国債利回り）が上昇や電

柱・土木設備等の共用コストの上昇（メタル回線契約

数の減少に伴い、メタルサービスとの間で契約数比

により費用配賦される共用コストが加入光ファイバに

配賦される比率が高まる）に伴うレートベースの上昇

により令和6年度認可申請における乖離額調整で

は、NTT東日本殿で＋８億円、NTT西日本殿で＋14

億円、令和7年度認可申請における乖離額調整に

おいてはNTT東日本殿で＋39億円、NTT西日本殿

で＋50億円報酬分として原価が加算されており、報

酬額の影響で加入光ファイバ接続料は上昇傾向に

あり、引き続き、リスクフリーレート（10 年ものの国債

利回り）が上昇している状況にあることや今後NTT東

西殿のメタルサービスの縮退により引き続き報酬が

上昇し、加入光ファイバ接続料がさらに上昇すること

が予測されます。 

〇 SNC殿、ctc殿の意見の通り、令和6年度認可申請

意見募集の考え方15では「報酬額の動向が加入光

ファイバ接続料に大きな影響を与えることを踏まえる

と、総務省においては、資本調達の実態を適切に反

映する観点から、今後も報酬率の推移について注視

するとともに、必要に応じ見直しを検討することが適

当」との考え方が示されているところ、今後さらに報

酬額が上昇にし、加入光ファイバ接続料が上昇する

おそれがあるため、加入光ファイバ接続料の次期将

来原価算定に向けて報酬の在り方について早急に

議論を開始すべきと考えます。 

〇 報酬の在り方の議論に際しては、KDDI殿意見の

通り、令和6年度認可申請における総務省殿の考え

方18「次期算定期間における加入光ファイバ接続料
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であり、NTT持株殿に資本の調達を依存していると考

えられることから、令和6年度答申考え方18（※）の通

り、NTT持株殿との関係における資本調達の実態を明

らかにした上で、より適正な利潤を算定するため、例え

ば、実際の資本調達コストに近づけるために、NTT持

株殿の資本構成比率を参照するなど、算定方法の在り

方について議論する必要があると考えます。議論の結

果、算定方法について見直す場合には、令和8年度の

接続料改定において、算定方法の見直しを反映した

接続料を認可申請いただく必要があると考えます。 

 

（※）（略）KDDI意見については、実際費用方式の考え

方からは、NTT東日本・西日本が、NTT持株との関係

において、接続料算定上見込んでいる報酬より低廉な

コストで資本調達できている場合等には、その実態を

考慮した算定方法も含めて検討することが適当と考え

ます。次期算定期間における加入光ファイバ接続料の

算定方法に係る議論においては、NTT持株との関係

における資本調達の実態について、議論に必要な範

囲で明らかにされることが適当と考えます。 

（KDDI株式会社） 

 

＜報酬の見直し＞ 

〇 「接続料の算定等に関する研究会」の議論結果を踏

まえ、2024年度接続料の認可申請以降、報酬の算定

のうち、自己資本利益率の算定方法について見直し

がなされ、報酬の過度な上昇は抑制されているもの

の、レートベースの増加に加え、リスクフリーレート上昇

に伴う報酬増や自己資本比率増（NTT西殿）に伴う報

酬が増加しています。 

  NTT東殿報酬額：2023年度予測値 603億円→2023

年度実績 642億円+39億円（+6％） 

の算定方法に係る議論においては、NTT 持株との

関係における資本調達の実態について、議論に必

要な範囲で明らかにされることが適当」のとおり、ま

ずは日本電信電話株式会社殿（以下、「NTT持株会

社殿」といいます。）と NTT 東西殿の資本調達の実

態を明らかにし、現状の算定で用いる自己資本比率

が適正な値か否かを確認、議論することが必要と考

えます。 

〇 また、KDDI殿の意見のとおり、適正な利潤とは第

一種指定電気通信設備の機能の提供に用いられる

資産の資本調達コストと位置づけられるものであると

ころ、NTT 東西殿は NTT 持株会社殿の 100％子

会社であることや、資産の大半を親会社であるNTT

持株会社殿から調達しており、その資本調達コスト

はNTT 持株会社殿に対する利子や配当金で、市

場に対して発生するものではないことから、NTT持株

会社殿からの資本調達分に関しては、市場に対して

実際に発生した資本調達コストを加味する観点か

ら、NTT持株会社殿の資本構成を考慮し調整すべ

きと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 左記意見のとおり、NTT 持株殿と NTT東・西殿の

資本調達の実態を明らかにした上で、より適正な利

潤を算定するため、例えば、実際の資本調達コスト

に近づけるために、NTT持株殿の資本構成比率を

参照するなど、算定方法の在り方について議論する

必要があると考えます。 

〇 議論の結果、算定方法について見直す場合には、

令和 8 年度の接続料改定において、算 

定方法の見直しを反映した接続料を認可申請いた

だく必要があると考えます。 

（KDDI株式会社） 
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  NTT西殿報酬額：2023年度予測値 405億円→2023

年度実績 455億円+50億円（+12％） 

〇 NTT東殿・NTT西殿の加入光ファイバ接続料は、そ

の原価のうち報酬額がNTT東殿で約35%、NTT西殿で

約30%を占めており、以前として報酬が占める割合が大

きく、報酬額の動向が接続料水準に大きな影響を与え

ている状況となっています。 

〇 今後も景気動向や金融政策次第ではリスクフリーレ

ートの上昇等も想定され、報酬増に伴う加入光ファイ

バ接続料の更なる上昇が懸念されます。 

 そのため、「接続料の算定等に関する研究会」等の場

で継続してβ値や自己資本比率の見直し等を含めて

様々な視点（例：【他役務料金の認可申請時の自己資

本比率】鉄道運賃・電気料金：30%固定、ガス料金：35%

固定）から、報酬の在り方についてご検討いただくこと

を要望いたします。 

〇 また、前回答申において、「報酬額の動向が加入光

ファイバ接続料に大きな影響を与えることを踏まえる

と、総務省においては、資本調達の実態を適切に反映

する観点から、今後も報酬率の推移について注視する

とともに、必要に応じ見直しを検討することが適当と考

えます。（※考え方15）」との考えが示されていることか

ら、2026年度以降からの次期算定に向けてより具体的

な検討を開始する必要があると考えます。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

 

〇 ソフトバンク殿の「接続料の算定方法の見直しにつ

いて研究会の場で議論・検討すること。特に、接続

料算定上、レートベースの増加に伴う報酬の上昇の

一要因は自己資本比率の高さであるため、現状の

自己資本比率の算定の在り方が適切か否かの議論

が必要」、ソニーネットワークコミュニケーションズ殿

の「資本調達の実態を適切に反映する観点から、

NTT 持株会社殿の比率を採用するなど、自己資本

比率の見直しを検討することが必要」、KDDI殿の

「NTT 持株殿の資本構成比率を参照するなど、算

定方法の在り方について議論する必要」のご意見に

賛同します 

〇 現在の報酬の在り方につき、特にNTT持株会社殿

との資本関係を前提とした市場の実勢から乖離した

高い自己資本比率を適用している点は、結果として

接続料における報酬が過剰に評価されていると考え

られます。デジタルインフラは社会基盤として広く利

用されるものであり、公共性の観点からもより客観的

且つ公正な算定方法への見直しを要望します 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

 

〇 適正報酬額は、接続料原価の構成要素となってい

る（別紙１：P74）ことから、加入光ファイバ接続料に大

きな影響を及ぼすため、その算定の際に用いられる

自己資本比率（同P80）について、電力等の他の公

共サービスの料金算定において用いられる自己資

本比率を参考にしつつ、第一種電気通信事業にお

ける統一基準を設定するなどし、一定の制限を課す

べきと考えます。 

 

〇 自己資本比率については接続料等に関する研究

会においてこれまで取り上げられていないと認識し
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ているところ、速やかに議論して頂きたく存じます。 

〇 なお、上記の影響については加入光ファイバ接続

料以外の各種の接続料にも同様に及ぶものであるこ

とから、同研究会の場で、加入光ファイバのみならず

多くのサービスを提供するNTT東西殿における接続

料全体の課題として議論して頂きたく存じます。  

（楽天モバイル株式会社） 

意見13 

● 令和５年度の算定では、令和３年度の期待自己資本利

益率が令和５年度まで継続するとみなして、令和３年度

の値を採用しており、令和５年度以降は同水準で推移す

るとの申請内容であったが、令和６年度および令和７年

度の接続料はさらに上昇。 

● NTT東日本・西日本には定量的な説明を、総務省には

その検証を要望。 

再意見13 

■ 自己資本利益率や他人資本利子率等については、

一定の合理的な予測に基づき料金を設定しており、今

後も同様の対応をしていく考え。 

■ 構造上、収入と原価の予測と実績に乖離が生じるた

め、乖離を調整する仕組みが不可欠であるとの考え。 

■ なお、収入と原価の予測と実績の乖離要因について

は、今後も適切に説明を行う考え。 

 

● 賛同意見（１者）。 

考え方13  

〇 接続料の算定に用いられている各年度の期待自己

資本利益率は、令和 5 年度から令和 7 年度までの説

明資料によれば、令和元年度（以下、「R1」と記載しま

す。）は4.05%、R2は2.87%、R3は5.07％、R4は5.22%、

R5 は 5.77%となっております。過去 3 年間の平均値とし

て採用された値は、令和５年度接続料算定時は

5.07％、R6 算定時は 4.39％、R7（今回認可申請）時は

5.35%となっております。令和 5 年度の算定においては

R1～R3 の平均値（4.00%）を採用すべきところ、R3 の値

が R5 まで継続するとみなして R3 の値（5.07%）を採用

されたと認識しておりますが、そのために R5 以降の加

入光ファイバ接続料が NTT 東西共に 10％強の上昇と

なる一方、R5 以降は同水準で推移するとの申請内容

となっておりました。ところが、令和 6 年度および令和 7

年度の加入光ファイバの接続料は、令和5年度に認可

〇 将来原価方式により接続料を算定する際の自己資

本利益率や他人資本利子率等については、認可申

請時点で把握・予測可能な変動要素等を踏まえ、一

定の合理的な予測に基づき料金を設定しており、今

後も同様の対応をしていく考えです。 

〇 また、金利の上昇も含めた様々な変動要素を予測

の段階からすべて織り込むことは困難であり、構造

上、収入と原価の予測と実績に乖離が生じることは

避けられないことから、接続料規則１４条（接続料設

定の原則）に規定される実績収入と実績原価の一致

がなされなくおそれがあるため、発生した予測と実績

の乖離を調整する仕組みが不可欠であると考えま

す。 

〇 なお、収入と原価の予測と実績の乖離要因につい

ては、今後も適切に説明を行う考えです。 

〇 令和５年改定時において報酬の算定に用い

られている期待自己資本利益率は、当審議会

の考え方（※）のとおり、 第一種指定電気通

信設備接続料規則（平成12年郵政省令第64

号）の規定に照らして妥当であると考えます

が、いずれにせよ、予測と実績の乖離要因に

ついては、ＮＴＴ東日本・西日本において適切

に説明を行うことが適当であると考えます。 

 
※ 「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会

社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更

の認可（将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改

定等）」に対する答申（令和５年情郵審第31号）考え方７ 

 

無 
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された料金から乖離が大きく上昇する傾向となってお

り、令和 5 年度算定時に 4.00%ではなく 5.07%を採用し

た効果が図れない状況です。本件について、NTT 東

西殿においては定量的な説明、および総務省殿にお

いては、その検証をお願いしたいと考えております。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 アルテリア・ネットワークス殿の意見に賛同します。

接続料の算定において採用する数値について、

NTT東西殿による定量的な説明及び総務省殿によ

る検証が必要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

意見14 

● NTT東日本・西日本の投資回収リスクが低いことや、英

国での事例も踏まえると、NTT持株会社のβ値よりも低

い値を採用することが適当である。 

● 固定通信事業のリスク評価や他のインフラ企業との比

較、諸外国の事例等を踏まえ、より低いβ値への見直し

を検討することが適当。 

再意見14 

■ β値は接続研の考え方を踏まえて採用した。 

■ 固定通信の需要は一巡しており、また多角化が進む  

諸外国キャリア、国内の他産業との違いは大きい。 

■ 頻繁に見直しを行うことは予見性を損ねるとの考え。 

 

● 賛同意見（２者）。 

考え方14  

〇 自己資本利益率の算定で用いられる CAPM 的手法

におけるβ値については、第 71 回研究会（令和 5 年 4

月 18 日）で示された、少なくとも日本電信電話株式会

社殿（以下、「NTT 持株会社殿」といいます。）のβ値

を上回ることはないことを念頭に従来の 0.6 から 0.566

に見直しが行われましたが、以下の通り、NTT 東西殿

の事業リスクは NTT 持株会社殿の事業リスクよりも低い

と考えられるため、NTT 持株会社殿の値よりも低い値

を採用すべきと考えます。 

 

・ FTTH サービスの契約数は 2024 年度第 2 四半期

時点で 4,072 万契約（うち NTT 東西殿の契約数は

約 2,350 万契約）*1 に上り、既に安定的な投資回

収時期に入っていること。また、今回の将来原価の

申請における NTT 東西殿の需要予測においても総

芯線数の増加は継続していることから、投資回収に

おけるリスクは極めて低いと考えられること。 

〇 β値については、「接続料の算定等に関する研究

会」第七次報告書において整理された通り、「ＮＴＴ

グループ全体のβ値（持株会社のβ値）を基礎とし

て検討すべき」、「少なくとも持株会社のβ値を上回

ることはないことを念頭に、直近の外的要因（新型コ

ロナウイルス感染症等）による影響を勘案しつつ直

近の値を基にβ値」を見直すべきとの考え方が示さ

れたことを踏まえて「０．５６６」を採用したものです。 

〇 なお、固定通信の需要はすでに一巡し、ＦＴＴＨの

純増数が大きく低下していることに加え、今後は５Ｇ

等の普及やホームルータの浸透等により、更にモバ

イル通信への需要の移行が見込まれることから、固

定通信設備が陳腐化するリスクはこれまで以上に高

まっているものと考えます。 

〇 諸外国の主要キャリアについては、モバイル事業

や上位レイヤー、放送も含めて、事業の多角化が大

きく進んでおり、政治経済の情勢も各国でかなり異な

ってきていることを踏まえても、国内の固定通信事業

○ β値については、令和５年度接続料改定時

の当審議会の考え方（※）のとおりであり、ＮＴ

Ｔ持株のβからどのように第一種指定設備のリ

スクを抽出すべきかについて、新たな考え方

が示された際には、必要に応じ、総務省にお

いて見直しに関する検討を行うことが適当であ

ると考えます。 

 

※ 「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会

社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更

案（将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定

等）」に対する答申（情郵審第31号）考え方８ 

 

無 
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・ 第 70 回研究会（令和 5 年 3 月 30 日）の議論を踏ま

えた当社への追加質問及び回答の中でも記載した

と お り 、 海 外 事 例 と し て 、 英 国 の Office of 

Communications では British Telecommunications 

plc（以下、「BT 社」といいます。）のβ値について、

各サービスのリスクに応じた設定をしていますが、市

場に広く普及しているサービス（Openreach)に関して

は、需要リスク、営業レバレッジの観点から、最も低

いリスクに分類されています。Vodafone や TalkTalk

などの移動通信事業者を含む英国通信プロバイダ

ーは BT 社のアクセスインフラを利用してサービスを

提供していることから、需要リスクを抱えているため、

BT 社における最もリスクが低い Openreach のβ値

は英国通信プロバイダーの適用β値よりも低い値と

なり、また平均的な欧州の通信事業者の適用β値を

上回る可能性は低いことから、BT 社全体のβ値や

Vodafone や TalkTalk 等の移動通信事業者のβ値

よりも低い値としています＊2。日本市場における、メ

タルや光をアクセス設備として利用する各種サービ

ス（後者は FTTH のみならずモバイルサービスを含

む）は市場に広く普及しているサービスであり、 BT

社における最もリスクが低い分類（Openreach）に該

当すると考えられることからも、NTT 持株会社殿のβ

値よりも低い値になると考えられること。 

 

*1 総務省電気通信サービスの契約数及びシェアに

関する四半期データの公表（令和 6 年度第 2 四半期

（9 月末））の数字を参照 

*2 Office of Communications の以下文書を参照 

Promoting investment and competition in fibre 

networks: Wholesale Fixed Telecoms Market Review 

2021-26 Annexes 1-26 A21. Cost of capital for the 

relevant services 

との違いは大きいと考えます。 

〇 また、地域独占的に運営している一般送配電事業

や一般ガス導管事業等のインフラ企業の事業と設備

競争のある固定電気通信事業とでは事業環境・競

争環境の違いが大きいことから、電力・ガス等のイン

フラ企業のβ値を固定通信事業のβ値のベンチマ

ークとすることは適切ではないと考えます。 

〇 なお、資本コストの算定方法については、「接続料

の算定等に関する研究会」第七次報告書における

整理を踏まえて先般見直しを実施したばかりのもの

であり、特段の状況変化等が認められない中、頻繁

に見直しの議論を行うことは、当社及び接続事業者

様の予見性を損ねるものであり、適当ではないと考

えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 ソフトバンク殿の意見に賛同します。NTT東西殿の

事業リスクはNTT持株会社殿の事業リスクよりも低い

と考えられるため、β値については、今後、NTT持株

会社殿の値よりも低い値への見直しを検討すること

が適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 令和6年度認可申請意見募集において総務省殿

から考え方16において「報酬額の動向が加入光ファ

イバ接続料に大きな影響を与えることを踏まえると、

総務省においては、資本調達の実態を適切に反映

する観点から、今後も報酬率の推移について注視す

るとともに、必要に応じ見直しを検討することが適当

と考えます。」との考え方が示されています。令和5年

度将来原価認可申請における接続料の上昇の主要

因は報酬の上昇であり、令和6年度、令和7年度の乖

離額調整による接続料の上昇要因の一つとして国
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（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 報酬の算出方法のうち「期待自己資本利益率」にお

いて用いられているベータ値（０．５６６）について、固

定通信事業のリスクの評価、他のインフラ企業（鉄道、

電力、ガス）との比較、諸外国の事例等も踏まえ、今

後、NTT持株会社殿の株式データを用いることの妥当

性の観点から、より低い値への見直しを検討することが

適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

債利回りの上昇による自己資本利益率及び他人資

本利子率の上昇等の影響が挙げられており、今後も

国債利回りの上昇が続き、接続料がさらに上昇する

ことが懸念される状況にあるため、報酬の在り方につ

いて、次期将来原価算定に向けて早急に議論を開

始すべきと考えます。 

〇 本意見募集における自己資本利益率に関する当

社提出意見やSNC殿、アルテリア・ネットワークス株

式会社殿（以下、「アルテリア殿」といいます。）から

以下のような意見が提出されていることを踏まえ、自

己資本利益率の在り方について包括的に議論をす

べきと考えます。 

・固定通信事業のリスクの評価、他のインフラ企業

（鉄道、電力、ガス）との比較、諸外国の事例等も踏

まえ、今後、NTT 持株会社殿の株式データを用い

ることの妥当性の観点から、より低い値への見直し

を検討することが適当（SNC殿） 

・経済情勢の急激な変化による加入光ファイバ接続

料に与える影響を平準化するため、「期待自己資

本利益率」の算出の対象期間をより長期にすること

が必要（SNC殿） 

・報酬額の算定に用いる自己資本利益率の対象期

間を 3 年ないし 5 年としているところ、10 年程度

の期間の平均値を用いるよう変更し、短期的な景

気の変動に左右されにくい算定のしくみへの変更

を検討することをご提案（アルテリア殿）  

・長期投資用のエクイティ・リスク・プレミアムについ

て、1952 年～2022 年の値である 8.8%が適用され

ているところ、1952 年からの推定結果は異常値と

する考え方がヒストリカル法による推定の中でも一

般的な考え方として認められていること等も考慮し、

一層の適正性を確保する観点から、1955 年～

2022 年の値である 7.6%を採用するなどの見直し
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を検討することが適当（SNC殿） 

（ソフトバンク株式会社） 

意見15 

● コロナ禍のように短期間での景気変動が大きい場合、

報酬額の増減が接続料に影響。 

● 経済状況の変化による接続料への影響を平準化する

ため報酬額の算定に用いる自己資本利益率の算出期間

の長期化を提案。 

● 同旨意見（１者）。 

● 接続料規則は接続料の上限を定めているが、上限値を

そのまま採用することは許容されていない。昨年度改定

時の当審議会の考え方で示されている通り、期待自己資

本利益率の上限値を採用する理由を算定根拠に明示す

ることが適当。 

再意見15 

■ 自己資本利益率の長期安定性は一定程度確保され

ており、資本コストの算定方法については、頻繁に見

直すことは適当でない考え。 

■ 自己資本利益率について接続料規則の上限値を採

用している理由については算定根拠に記載。 

 

● 自己資本利益率の算出期間についての賛同意見（２

者）。 

● 料金算定根拠の明確化に関する賛同意見（１者）。 

 

考え方 15  

 

 

〇 3年ごとに算定された額に対する毎年の乖離調整額

の推移をみますと、その乖離の幅が年々大きくなって

いるようです。その要因として「設備管理運営費」よりも

自己資本利益率の変動幅が大きくなることによる報酬

の乖離による影響が大きくなっていると認識していま

す。 

〇 昨今のコロナ禍による影響のように比較的短期間に

景気が大きく変動してしまう場合、報酬額の増減の影

響が接続料の額に大きく影響している実態がございま

す。 

〇 報酬額の算定に用いる自己資本利益率の対象期間

を3年ないし5年としているところ、10年程度の期間の平

均値を用いるよう変更し、短期的な景気の変動に左右

されにくい算定のしくみへの変更を検討することをご提

案します。なお、本年1月25日に開催されたNTT東西

殿主催の説明会において、当社質問への回答として

理由の説明をいただいておりますが、算定根拠資料に

おいて明記することが必要であると考えます。 

〇 自己資本利益率については、「接続料の算定等に

関する研究会」第七次報告書にて「長期安定的な指

標として、イボットソンの長期投資用のエクイティ・リス

ク・プレミアムを採用することが適当」と整理された内

容に則ったものとしており、長期安定性は既に一定

程度確保されているものと考えます。 

〇 資本コストの算定方法については、「接続料の算定

等に関する研究会」第七次報告書における整理を

踏まえて先般見直しを実施したばかりのものであり、

特段の状況変化等が認められない中、頻繁に見直

しの議論を行うことは、当社及び接続事業者様の予

見性を損ねるものであり、適当ではないと考えます。 

〇 なお、自己資本利益率について接続料規則上の

上限値を採用している理由については、「東日本電

信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の

第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更

の認可（令和６年度の接続料の改定等）」の考え方

20を踏まえ、今般申請の２０２５度適用接続料の算定

○ 網使用料の自己資本利益率の算定に当たっ

ては、接続料規則において、「ＣＡＰＭ的手法

により計算される期待自己資本利益率(※)の

過去３年間の平均値」または「主要企業の過

去５年間の平均自己資本利益率」のいずれか

低い方を上限とした合理的な値とすることとさ

れており、今次申請においてもこれに基づい

て算定されています。 

〇 接続料規則上の上限値を採用する理由に

ついては、今般申請の算定根拠において、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本から説明がなされていると

承知していますが、次期算定期間に向けて、

必要に応じ、総務省において検討することが

適当であると考えます。 

○ 自己資本利益率の算定に当たり、短期的な

景気変動による影響を緩和する観点から、より

長期にわたる対象期間の平均値を用いること

について検討するべきとの意見については、

無 
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（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

 

〇 加入光ファイバ接続料については、2006年頃から低

下傾向であったリスクフリーレート（10年ものの国債利

回り）が近年大きく上昇しているという経済情勢の急激

な変化によって、今般の乖離額調整ではNTT東日本

殿で＋39億円、NTT西日本殿で＋50億円となってお

り、接続料原価の大きな増加要因となっています。 

〇 このため、経済情勢の急激な変化による加入光ファ

イバ接続料に与える影響を平準化するため、「期待自

己資本利益率」の算出の対象期間をより長期にするこ

とが必要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 接続料規則は接続料の上限を定めているものであ

り、上限値をそのまま採用することを許容しているもの

ではないことから、採用される値が合理的であることの

説明が必要とされたと認識しております。 

〇 本件は、令和６年3月21日情報通信行政・郵政行政

審議会答申における考え方20においても、「接続約款

変更認可申請時に算定根拠を添付させる趣旨に照ら

し、接続料の透明性を向上させる観点から、今後、期

待自己資本利益率として省令上の上限値を採用する

理由が算定根拠に明示されることが適当と考えます。」

とされているところ、今回申請されたNTT東西殿の資料

には説明がないように見受けられます。 

〇 当該説明は料金算定根拠の資料に明記され、意見

募集の対象として関係事業者等の意見を聴取した上

で、その適切性が審査されることが妥当であると考えて

おります。 

〇 同答申の考え方 8 においても、「なお、アルテリア・ネ

ットワークス再意見の後段については、総務省におい

て、認可に際して適切に審査することが適当と考えま

根拠において、下記の考え方を記載しております。 

✓自己資本利益率については、設備投資に係る調

達コストを適正な範囲で賄えるような水準とするこ

とを基本に、事業リスクと安定性を考慮した客観的

な指標を用いて設定するものと認識しています。 

✓当社としては、必要な設備を構築してサービス展

開を行う自己設置事業者として他の自己設置事

業者と激しい設備ベースでの競争を展開する中

では、将来の事業リスクについて予測することが困

難である以上、設備投資に係る調達コストに見合

うリターン、すなわち投資インセンティブが働くよう

な適切なリターンを見込むことが、民間企業として

事業運営を安定的に行っていくためには必要で

あると考えております。 

✓このように「投資インセンティブが働くような適切な

リターン」を見込んだ自己資本利益率を設定する

上では、「主要企業の自己資本利益率」の水準が

一つの客観的な指標となると考えますが、接続料

規則において、接続料算定上用いる自己資本利

益率が主要企業の平均自己資本利益率をＣＡＰ

Ｍ的手法により圧縮した値を上限値とするとされ

ていることを踏まえると、最低限、上限値を採用す

ることが調達コストを賄うために合理的な判断であ

ると認識しています。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 アルテリア・ネットワークス殿の意見に賛同します。

経済情勢の急激な変化による加入光ファイバ接続

料に与える影響を平準化するため、「期待自己資本

利益率」の算出の対象期間をより長期にすることが

適当であり、具体的な期間の検討が必要と考えま

す。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

総務省において今後の参考とすることが適当

であると考えます。 

 

※ ＣＡＰＭ的手法により計算される期待自己資本利益率 ＝ 

リスクの低い金融商品の平均金利＋ β ×（他産業におけ

る主要企業の平均自己資本利益率 － リスクの低い金融

商品の平均金利） 
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す。」とされており、接続料算定ルールに沿った運用が

適切に実施されることを期待するものです。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

 

 

〇 アルテリア・ネットワークス殿の意見に賛同します。

接続料の算定において採用する数値について、

NTT東西殿におかれては、数値が合理的であること

について説明いただくことが必要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 （再意見14のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 ソニーネットワークコミュニケーションズ殿の「経済

情勢の急激な変化による加入光ファイバ接続料に与

える影響を平準化するため、「期待自己資本利益

率」の算出の対象期間をより長期にすることが必要」

のご意見に賛同します 

〇 短期的な景気の変動に左右されにくい算定のしく

みへの変更を要望します 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

意見16 

● 報酬の算出方法において用いられている長期投資用

のエクイティ・リスク・プレミアムについて、1952年～2022

年の値である8.8%が適用されているが、ヒストリカル法に

おいて、1952年からの推定結果は異常値とされることが

一般的であることも考慮し、1955年～2022年の値である

7.6%を採用するなどの見直しを検討することが適当であ

ると考える。 

再意見16 

■ 接続料算定に用いる平均自己資本利益率について

は、接続研の整理を踏まえて見直しを実施したもの。

資本コストの安定化に繋がり、接続事業者の予見性向

上にも資する。その上で、部分的にデータを集計対象

から除外することなく、取得可能な長期間のデータの

平均値を用いることが客観的・標準的。 

■ 判例が採用した昭和27年からの推定結果を異常値と

する鑑定人の判断は、判例の言及のとおり、その考え

方を絶対の正解とするものではないと認識。 

考え方16  

〇 報酬の算出方法のうち「主要企業の平均自己資本利

益率」において用いられている長期投資用のエクイテ

ィ・リスク・プレミアムについて、1952 年～2022 年の値

である 8.8%が適用されているところ、1952 年からの推

〇 接続料算定に用いる主要企業の平均自己資本利

益率については、「外的要因による適正利潤の水準

の変動は接続事業者様の事業における予見性に悪

影響を与えるという観点等から、長期安定的な指標

〇 イボットソン社のデータを用いる際の起算年

度については、第二種指定設備の接続料の

算定において用いられているものと同様です

が、これが第二種指定設備の接続料算定に

無 
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定結果は異常値とする考え方がヒストリカル法による推

定の中でも一般的な考え方として認められていること

等も考慮し、一層の適正性を確保する観点から、1955

年～2022 年の値である 7.6%を採用するなどの見直し

を検討することが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

として、長期投資用のエクイティ・リスク・プレミアムを

採用することが適当である」と「接続料の算定等に関

する研究会」第七次報告書において整理されたこと

を踏まえ、見直しを実施したところです。 

〇 固定通信の設備投資は長期間で回収するもので

あり、設備投資の資金調達に係る資本コストも長期

安定的なものにすべきと考えていることから、長期投

資用のエクイティ・リスク・プレミアムを採用することは

資本コストの安定化に繋がり、接続事業者様の予見

性向上にも資するものとして考えております。その上

で、当社としては、部分的にデータを集計対象から

除外することなく、取得可能な長期間のデータの平

均値を用いることが客観的かつ標準的なものと考え

ます。 

〇 なお、過去判例において採用された１９５２年から

の推定結果を異常値とする鑑定人の判断について

は、２０１０年５月２６日の東京高裁の決定書において

「必ずしも絶対の正解はなく、採用可能ないくつもの

数値等が存すると考えられるものであるから裁判所と

しては、鑑定人の判断が、会計理論、専門的経験

則、統計等に照らして著しく不合理であるといえるも

のでない限り、それを尊重すべきである」と言及され

ており、その考え方を絶対の正解とするものではな

いと認識しております。 

〇 また、資本コストの算定方法については、「接続料

の算定等に関する研究会」第七次報告書における

整理を踏まえて見直しを実施したばかりのものであ

り、特段の状況変化等が認められない中、頻繁に見

直しの議論を行うことは、当社及び接続事業者様の

予見性を損ねるものであり、適当ではないと考えま

す。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

おいて適当と認められているのは「モバイル接

続料算定に係る研究会報告書」（平成25年６

月公表）において、「代表的な考え方として認

められる」ことによるものと承知しています。 

○ 報酬の算定において申請者の恣意を排除

する観点にも留意しつつ、現在の算定方法を

不適切とする事情があるか、次期算定期間に

向けて、必要に応じ、総務省において検討す

ることが適当であると考えます。 
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〇 （再意見14のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

意見17 

● 加入光ファイバの未利用芯線に関して、NTT東西のレ

ートベース算定に用いる正味固定資産価額が真実かつ

有効な資産であるかを確認するため、引き続き調査を実

施することが重要。 

● 調査に用いるサンプル数の増加を検討するなど、実態

把握の強化に向けた取り組みを継続することが必要。 

● 接続研での早急な議論を要望。 

再意見17 

■ 未利用芯線は、将来の需要・故障対応に備えるもの

であり、円滑なサービス提供に必要。また、光ファイバ

はケーブル単位で敷設するので、必然的に生じる。負

荷がかかるため、直ちにサンプルビルを拡大する予定

はないが、今後の議論の状況によって検討。投資の合

理性の検証のためのデータの提供に今後も対応。  

 

● 賛同意見（２者）。 

考え方17  

〇 加入光ファイバの未利用芯線に関しては、研究会第

四次報告書(令和２年 9 月 25 日）において、「時系列の

データを蓄積することにより投資の合理性に関する検

証を継続することが必要であり、そのため当該データ

及び当事者による評価分析が総務省に定期的に提供

され、かつ、認可申請時などにできる限り一般公表さ

れることが適当」と整理されている通り、NTT 東西殿の

レートベースの算定に用いる正味固定資産価額が事

業全体の真実かつ有効な資産のものと言えるかどうか

を確認する観点で、引き続き調査を実施することが重

要と考えます。 

〇 また、調査方法に関しては、研究会第四次報告書

(令和 2 年 9 月 25 日）において「NTT 東日本・西日本

においては、現行の NTT 東日本・西日本それぞれ大

規模・中規模・小規模ビルの計 6 ビルにおける時系列

データの収集に加え、 更なるサンプル数の増加を検

討するなど、実体把握の強化に向けた取り組みを継続

することが適当」と整理されている通り、実態把握の強

化に向けた取り組みについても、継続して検討が行う

ことが必要と考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

〇 未利用芯線は、将来の需要や故障時の対応に備

えるものであり、円滑なサービス提供に必要なもので

す。また、光ファイバは芯線単位ではなく一定の規

格のケーブル単位で敷設することから、必然的に生

じるものです。 

〇 また、光ケーブルの芯線使用率の実態把握に係る

サンプルビルの拡大については、調査には現場を

含め稼働やコストがかかる一方、調査対象ビルの追

加によって統計的な信頼性が担保されるものではな

いことから、現時点で直ちにサンプルビルの拡大を

行う予定はありませんが、今後、追加の範囲や必要

性等について具体的な議論が行われた場合は、そ

の内容等を踏まえ、総合的に判断していく考えで

す。 

〇 光ケーブル投資の合理性については、その検証の

ために芯線使用率に係るデータを総務省に継続的

に提供しており、今後も対応していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 楽天モバイル株式会社殿（以下、「楽天モバイル

殿」といいます。）の意見の通り、加入光ファイバの未

〇 光ファイバの未利用芯線に係る投資の合理

性については、引き続き検証及び公表を行っ

ていくことが適当であり、更なるサンプル数の

増加を検討するなどの実態把握の強化に向

けた取組についても、引き続きＮＴＴ東日本・

西日本において検討することが適当であると

考えます。 

 

無 
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〇 「『接続料の算定等に関する研究会』第四次報告書」

（令和２年９月25日）において「加入光ファイバの未利

用芯線については、第三次報告書で示されたとおり、

今後も調査を行い、時系列のデータを蓄積することに

より投資の合理性を検証し続ける必要」（P73）があると

されたにもかかわらず、同研究会における議論は依然

として進捗しておらず、接続事業者への詳細な情報開

示も行われていないところ、本件に関する議論を早急

に進めて頂きたく存じます。 

（楽天モバイル株式会社） 

利用芯線の検証ついては継続して検証が実施され

ているものの、議論自体は進捗していない状況にあ

ります。 

〇 NTT東西殿のレートベースの算定に用いる正味固

定資産価額が事業全体の真実かつ有効な資産のも

のと言えるかどうかを確認する観点で、検証を引き続

き実施することに加えて、研究会第四次報告書(令

和２年9月25日）において「NTT東日本・西日本にお

いては、現行のNTT東日本・西日本それぞれ大規

模 ・中規模・小規模ビルの計6ビルにおける時系列

データの収集に加え、更なるサンプル数の増加を検

討するなど、実体把握の強化に向けた取り組みを継

続することが適当」と整理されている通り、サンプル

数の増加するなどにより実態把握の強化に向けた取

り組みについても、継続して検討が行うことが必要と

考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 光ファイバケーブルの未利用芯線の取り扱い議論

については、以下のような点を踏まえて多角的かつ

慎重に検討することが必要と考えます。 

・ 未利用芯線は新規ユーザーへのサービス提供開

始の迅速化や、道路工事等による電柱・光ケーブ

ル移設工事や大規模災害時に迂回ルートを構築

するために日々活用されているものであり、自己

設置事業者が迅速かつ高品質なサービスを提

供・維持するために不可欠な資産であること。 

・ 光ファイバケーブルの設備コストそれ自体よりも空

き芯不足により追い張り工事が発生した場合の工

事費の方が高額であることから、能率的な経営を

目指す自己設置事業者は芯線利用率の向上の

みを目指すのではなく、工事費を含めた設備構

築・運用コスト全体の抑制を目指して設備を構築
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すること。 

・ 光ファイバ網の高度化と信頼性向上のため、引き

続き事業者間の設備競争の促進が競争政策上極

めて重要であると考えるところ、「自己設置事業

者」と「接続事業者」との間での公正な競争環境が

整備され、設備投資のインセンティブが確保され

ていることが重要であること。 

（株式会社オプテージ） 

意見18 

● 後発事業者にとって、光配線区画における収容率の向

上が重要である。 

● 光配線区画の統合が公正競争の確保に必須であり、

NTT東日本・西日本における光配線区画数の増加やNTT

東日本・西日本間の区画当たりの分岐端末数の差異に

ついて、詳細な情報開示と適正性の検証が必要。 

再意見18 

■ 当社は河川・鉄道等の地理的条件や電柱・ケーブル

の敷設状況を踏まえ、創設コスト・保守運用コスト・カバ

ー世帯数を考慮し、最も経済的・効率的となる範囲を光

配線区画として設定。収容率の向上については、これ

までも隣接する光配線区画の統合と求めに応じた光配

線区画に係る情報提供の取組を進めており、今後も継

続的に取り組んでいく。 

■ 高度無線環境整備推進事業等により拡大した新規エ

リアでは、需要密度が疎のため区画内の加入電話等

回線数が少ない傾向はあるが、既存エリアでは、光配

線区画統合の取組により区画内の加入電話等回線数

が増加。こうした情報等は、毎年総務省に報告。 

■ なお、光配線区画数の増加は、高度無線環境整備推

進事業等を含む光提供エリアの拡大等によるものであ

り、西日本エリアにおいてはルーラルエリアが多いこと

から光配線区画あたりの分岐端末回線数に東西差が

生じている。光配線区画あたりの分岐端末回線数の差

が公正競争上の問題につながるものとは考えていな

い。増減要因について今後も総務省に対してご説明し

ていく考え。 

考え方18  

〇 シェアドアクセス方式の加入光ファイバで主端末回線

に設定される接続料は、主端末回線１芯線ごとに設定

されているため、接続事業者にとって、１芯線の主端末

〇 当社は、河川や鉄道といった地理的条件や当社の

電柱・ケーブルの敷設状況を踏まえ、創設コスト（設

備投資）、保守運用コスト（施設保全費）、カバー世

○ シェアドアクセス方式の加入光ファイバで

は、主端末回線１芯線ごとに接続料が設定さ

れており、接続事業者は、コストを抑制し、競

無 
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回線に収容する契約者が１人であっても８人であって

も、契約者数に関わらず同額の負担が必要であること

から、特に、収容率が低い状態から特定の地域等にお

いて後発で市場参入する場合には、光配線区画にお

ける収容率を向上させることがブロードバンド市場にお

ける競争力を高めるために決定的に重要です。 

〇 公正競争を確保するためには新規参入の促進を図

ることが極めて重要と認識していますが、後発で市場

参入する事業者は、当初、収容率が低い状態に置か

れるとともに、後発で市場参入する事業者が収容率を

２以上にするためには、サービスに対する認知度の低

い状態から様々な営業・販売活動を通じた顧客の獲得

の取組等のために一定の期間が必要となることから、

既存事業者との競争上、極めて不利になると考えま

す。 

〇 主端末回線１芯線を共用することのできる潜在的な

利用者数は光配線区画により制限されていることから、

「加入光ファイバに係る接続制度の在り方について」

（平成 27 年９月 14 日情報通信審議会答申）におい

て、「NTT 東西が既存の光配線区画の見直しや接続

事業者向け光配線区画の新設等の取組を進めること

は、（中略）他事業者が借りる加入光ファイバ回線の収

容率を高めやすくなるという意味で、競争阻害要因の

解消に向けた本質的な対応と位置付けられるものであ

る」と指摘されていることからも、公正競争を確保するた

め、光配線区画の統合を進めていただくことは必須と

考えます。 

〇 しかしながら、NTT 東西殿から総務省殿に報告され

ている光配線区画の状況によれば、NTT 東西殿ともに

「光配線区画数」は増加しており、また、令和５年末で

「光配線区画あたり分岐端末数」は NTT 東日本殿

（15.5 回線）と NTT 西日本殿（8.2 回線）で大きな差が

あるなど、公正競争上の問題がある可能性が否定でき

帯数を考慮し、最も経済的・効率的となる範囲を光

配線区画として設定をしていますが、接続事業者様

のご意見を踏まえ、以下の通り、収容率の向上に資

する取組みを進めてきたところであり、今後も継続的

に取り組んでいく考えです。 

✓既存ユーザがいないカバー範囲が小さな光配線

区画の統合や光ケーブルの支障移転やユーザが

いなくなったタイミング等を捉えた隣接する光配線

区画の統合を進めること 

✓接続事業者様の求めに応じて光配線区画に係る

情報の提供を行うこと 

〇 また、近年の高度無線環境整備推進事業等により

拡大した新規エリアにおいては、需要密度が疎のた

め光配線区画における加入電話等回線数が少ない

傾向はあるものの、既存エリアにおいては、光配線

区画統合の取り組みにより光配線区画あたりの加入

電話等回線数が増加しています。こうした光配線区

画の見直しに係る情報等については、毎年総務省

に報告を実施しているところです。 

〇 なお、光配線区画数の増加については、高度無線

環境整備推進事業等を含む光提供エリアの拡大等

によるものであり、今後も光提供エリアの拡大等に際

しては増加していく見込みです。また、東日本エリア

に比べて西日本エリアにおいては島嶼部等ルーラ

ルエリアが多いことから光配線区画あたりの分岐端

末回線数に東西差が生じているものであり、光配線

区画あたりの分岐端末回線数の差をもって公正競争

上の問題につながるものとは考えておりません。当

社としては今後も直近の市場環境やサービス提供状

況等を踏まえ、増減要因の分析を行い、総務省に対

してご説明していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

争力を向上させる観点から、主端末回線を共

用できる契約者数を増加させ、利用者当たり

の接続料相当額を引き下げることが事業戦略

上決定的に重要です。 

○ ＮＴＴ東日本・西日本においては、意見中で

指摘されている平成27年答申の考え方も踏ま

え、当該取組を継続するとともに、総務省にお

いてはその実施状況を注視し、競争阻害要因

の解消の観点から必要と認められる場合に

は、追加的な対応を検討することが適当であ

ると考えます。 

○ ＮＴＴ東日本・西日本の再意見のとおり、既

存の光配線区画の統合は引き続き進行してい

る状況と承知していますが、ＮＴＴ東日本・西

日本においては、報告資料から進捗が明らか

にならないような事情がある場合には、その事

情を明らかにするなど、引き続き取組状況等

について十分に説明することが適当であると

考えます。 

○ 仮に、この取組を継続して進めることができ

なくなった場合、その時点での状況を捉えて、

競争阻害要因が解消されたと言えるのかにつ

いて、総務省等において精査する必要が生じ

ると考えます。 
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ないことから、これらの数値の内訳（接続と特定卸役務

など）や背景・理由等の情報について開示いただくほ

か、総務省殿において光配線区画の適正性や公正競

争上の問題がないか検証いただくことが適当と考えま

す。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

意見19 

● エリア毎の回答納期に接続と特定卸役務で公正競争上

の問題となる差異がないか、総務省に対し検証を要望。 

● 加入光ファイバの提供遅延解消のために、主端末回線

が既に開通していることが重要であり、NTT東日本・西日

本においては光配線区画の統合を進める必要。 

再意見19 

■ 当社は、毎年の市場検証会議にて累次の公正競争

条件の遵守状況を総務省に報告しており、接続・特定

卸役務含め納期に関する公正競争上の問題はない認

識。今後も引き続き上記報告にて説明していく考え。 

■ 当社は河川・鉄道等の地理的条件や電柱・ケーブル

の敷設状況を踏まえ、創設コスト・保守運用コスト・カバ

ー世帯数を考慮し、最も経済的・効率的となる範囲を光

配線区画として設定。収容率の向上については、これ

までも隣接する光配線区画の統合と求めに応じた光配

線区画に係る情報提供の取組を進めており、今後も継

続的に取り組んでいく。 

 

● 賛同意見（１者）。 

考え方19  

〇 加入光ファイバの提供遅延については、エリア毎の

納期回答の逼迫状況開示手続を接続約款で定めるこ

ととされましたが、総務省殿におかれては、納期に関し

て接続と特定卸役務で公正競争上の問題となる差異

がないか、検証いただくことが必要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 加入光ファイバの提供遅延を解消するためには、主

端末回線が既に開通していることが重要であることを

踏まえれば、光配線区画の統合が有効な方策であるこ

とから、NTT 東西殿におかれては、引き続き、光配線

〇 当社は、令和3年10月12日に取りまとめられた「公

正競争確保の在り方に関する検討会議報告書」に

基づき、毎年の市場検証会議にて累次の公正競争

条件の遵守状況を総務省に報告しておりますが、接

続・特定卸役務含め納期に関する公正競争上の問

題はない認識であり、今後も引き続き当該報告にて

ご説明していく考えです。 

〇 当社は、河川や鉄道といった地理的条件や当社の

電柱・ケーブルの敷設状況を踏まえ、創設コスト（設

備投資）、保守運用コスト（施設保全費）、カバー世

帯数を考慮し、最も経済的・効率的となる範囲を光

配線区画として設定をしていますが、接続事業者様

○ 加入光ファイバ等の提供遅延については、

接続事業者のサービス提供に大きな影響を与

える問題であると考えており、当審議会におい

てなされた指摘等を契機として、接続研にお

いて検証・議論が継続されているところと承知

しています。また、加入光ファイバ需要の純増

数の逓減傾向が予測されているところ、ＦＴＴ

Ｈアクセスサービス等の需要を確保・喚起して

接続料の低廉化を図る観点においても重要で

あり、総務省において引き続き注視することが

適当であると考えます。 

〇 この点、総務省において、NTT東日本・西日

無 
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区画の統合の取組を進めていただくことが必要と考え

ます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

のご意見を踏まえ、以下の通り、収容率の向上に資

する取組みを進めてきたところであり、今後も継続的

に取り組んでいく考えです。 

✓既存ユーザがいないカバー範囲が小さな光配線

区画の統合や光ケーブルの支障移転やユーザが

いなくなったタイミング等を捉えた隣接する光配線

区画の統合を進めること 

✓接続事業者様の求めに応じて光配線区画に係る

情報の提供を行うこと 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 左記意見のとおり、加入光ファイバ等の提供遅延

については、エリア毎の納期回答の逼迫状況開示

手続きや、提供予定日の回答が1か月を超える場合

の中間回答手続きについて接続約款に規定される

ことになりましたが、納期に関する極端な地域格差

や「接続」と「卸役務」での公正競争上の問題となる

差異等がないか、注視いただくことが必要と考えま

す。 

（KDDI株式会社） 

本に対し、令和６年度の加入光ファイバ等の

提供遅延及びその改善の状況について、総

務省に報告するよう、要請することが適当であ

ると考えます。（要請） 

意見20 

● 接続関連システム経費について、接続研第八次報告

書に基づく情報開示手続き等の既定の整備について評

価。 

● 同旨意見（１者）。 

● NTT東日本・西日本においては機能を詳細に区分して

示し、「開発規模に関する情報」について詳細な機能ごと

に開示することが適当。 

再意見20 

■ 「システム意見交換会」や接続事業者様との個別協

議等の場を通じて、情報開示に努めてきた。また接続

研第八次報告書の内容等に基づき、各機能開発を必

須・付加の区分ごとの開発規模に関する情報開示を実

施。今後も、接続事業者からの要望を踏まえ、必要に

応じ見直す考え。 

 

● 賛同意見（１者）。 

考え方20   

〇 NTT 東西殿の第一種指定電気通信設備に係る接続

関連システム経費については、情報開示手続や開示

する情報が接続約款に規定されることとされましたが、

〇 当社はこれまで当社の開催する接続事業者様向

けの「システム意見交換会」や接続事業者様との個

別協議等の場を通じて、接続関連システムの開発費

〇 接続関連システムの取扱いについては、接

続研における議論を踏まえ、今般申請がなさ

れているところと承知しておりますが、接続料

無 
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情報開示により透明性を確保しつつ、事業者間協議

等を通じ、経費の低廉化が図られることが本質的に重

要と考えます。その観点から、NTT 東西殿におかれて

は、機能を詳細に区分して示していただいた上で、「開

発規模に関する情報」としてはその詳細な機能ごとに

開発規模を開示いただくことが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 「『接続料の算定等に関する研究会』 第八次報告

書」（令和６年９月）において示された接続関連システ

ム経費に関する情報開示の在り方を踏まえ、「開発を

予定する機能の数並びに当該機能の必須及び付加の

別」等に関する情報提供の規定（NTT東西殿それぞれ

の改正後の接続約款第 99 条の 15）が加えられたこと

は評価できると考えます。 

〇 他方、接続事業者間協議を更に円滑化するために

は、協議のルール化のみでなく、NTT 東西殿による詳

細な情報開示が必要であると考えます 

（楽天モバイル株式会社） 

 

用の適正性・透明性の確保に資する情報開示に努

めてきました。また、「第32回システム意見交換会

（2024年７月24日開催）」より、情報開示の更なる拡

充に向けた自主的な取組みとして、「接続料の算定

に関する研究会」第八次報告書の内容及び「接続料

の算定等に関する研究会」（第81回）の当社資料（資

料81-6）にてお示しした内容に基づき、各機能開発

を必須・付加の詳細な区分に分類した上で、区分ご

との開発規模に関する情報開示を実施しておりま

す。今後も、接続事業者様からの具体的なご要望を

踏まえ、必要に応じ見直しを行うことを含め、システ

ム開発費用の更なる適正性・透明性の確保に向け

て、一層の情報提供や相互のコミュニケーションの

活性化に努めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 楽天モバイル殿の意見に賛同します。接続関連シ

ステムに係る接続事業者間協議を円滑化するため

には、NTT東西殿による詳細な情報開示が必要であ

り、NTT東西殿におかれては、機能を詳細に区分し

て示していただいた上で、「開発規模に関する情報」

としてはその詳細な機能ごとに開発規模を開示いた

だくことが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

原価であるシステム関連経費のコストについて

は、能率的な経営の下における適正な原価と

捉えられるものであることが必要であり、適正

な情報開示が行われることが原則と考えられ

るところ、今般の申請はこうした取組を制度的

に裏付ける取組として、評価できるものです。 

〇 ＮＴＴ東日本・西日本においては、接続関連

システム経費の更なる適正性・透明性の確保

に向け、接続事業者が開発・改修する機能ご

との費用の内訳等を含め、関係する接続事業

者が当該機能・費用の必要性・合理性を判断

できるよう、引き続き、接続事業者からの要望

について真摯に聴取のうえ、必要に応じて、

改善を図っていくことが適当であると考えま

す。 

 

意見21 

● 加入光ファイバ接続料の在り方を検討するため、NTT

東日本・西日本からメタル回線設備の縮退と加入光ファ

イバ接続料に関する中長期的な予測を示すことが必要。 

● 撤去されたメタル回線設備（銅線）の売却益について

は、適切な会計処理を行い、メタル固定電話の既存利用

者の移行費用や加入光ファイバ接続料の低廉化に活用

することが適当。 

再意見21 

■ メタル回線設備の縮退にあたっては段階的に、移転

等の申込を契機とした移行勧奨～エリア単位での移行

を実施する考え。 

■ メタルの維持限界への対応に向けた具体的計画や

影響、代替サービスは現在検討中であり、適時公表・

説明する。 

 

● 賛同意見（１者）。 

考え方21  

51



● 総務省においてはメタルサービス廃止の進め方につ

いて詳細を議論・検討すべき。 

〇 令和７年２月３日に情報通信審議会で取りまとめられ

た「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方」に

ついての最終答申において、メタル回線設備の縮退

に関する移行計画に関し、NTT 殿が早急に策定し、総

務省殿において有識者や関係事業者等の意見も聴き

ながら検証することとされましたが、最終答申（案）の意

見募集における考え方２－２－１３で「メタル回線設備

の縮退は、加入光ファイバ等の接続料への影響を含

め、多様な関係者に影響を与える可能性がある」と示さ

れたことも踏まえ、加入光ファイバ接続料の在り方を検

討するため、今後の加入光ファイバ接続料の中長期的

な予測を NTT 東西殿からお示しいただくことが必要と

考えます。 

〇 なお、撤去されたメタル回線設備（銅線）の売却益に

ついては、銅の価格が上昇していることも踏まえれば

相応の規模となることが想定されます。このため、メタ

ル回線設備の売却益については、適切な会計処理を

行う必要があります。また、メタル固定電話の既存利用

者の移行に要する費用への充当等のほか、メタル回線

設備の縮退によりコスト上昇が想定される加入光ファイ

バ接続料の低廉化を図るために活用することが適当と

考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

〇 当社としては、メタル設備を用いた固定電話の利

用の減少等を踏まえれば、将来にわたってメタル設

備を用いた固定電話を継続することは現実的ではな

いため、２０３５年度を目途に縮退する考えであり、縮

退にあたっては、加入電話をご利用中のお客様にご

不便をおかけしないよう、短時間で急速な移行を行

うのではなく、段階的に、移転等の申込を契機とした

移行勧奨～エリア単位での移行を実施する考えで

す。 

〇 メタルの維持限界への対応に向けた具体的計画

や影響、代替サービス（現時点では光回線電話、モ

バイル網を利用した固定電話等を想定）について

は、「市場環境の変化に対応した通信政策の在り

方」（令和５年諮問第２８号）に関する情報通信審議

会からの最終答申も踏まえつつ、現在検討中であ

り、お示しできるタイミングで公表するとともに、接続

事業者様に対しても、丁寧な説明を実施する考えで

す。 

〇 メタル回線設備の売却益については、加入光ファ

イバの原価と関連しないメタルケーブルに係るもので

あることから、接続会計上も適切にメタル回線接続料

の原価に反映しております。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 SNC殿、楽天モバイル殿の意見に賛同いたしま

す。 

〇 メタル回線設備の撤退により、加入光ファイバの電

柱・土木設備等の共用コストの上昇（メタル回線契約

数の減少に伴い、メタルサービスとの間で契約数比

により費用配賦される共用コストが加入光ファイバに

配賦される比率が高まる）により、レートベース及び

○ 2035年頃を目途にメタル回線の縮退を進める

場合、利用者や事業者等に不測の支障が生

じないように留意して行う必要があるところ、今

後、必要な議論を進めていくべきものと承知し

ています。 

〇 メタル回線設備の縮退等に関する具体的な

移行計画及びメタル回線設備（銅線）の売却

益については、考え方９のとおりです。 

 

 

無 
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設備管理運営費等が増加し、加入光ファイバ接続

料への影響が出ることが想定されるため、加入光フ

ァイバ接続料の在り方を検討するため、メタル廃止計

画の詳細を開示頂くとともに、今後の加入光ファイバ

接続料の中長期的な予測を NTT 東西殿からお示

しいただくことが必要と考えます。 

〇 また、「メタル回線設備の売却益」に関しては、旧

公社時代に、30年の年月/25兆円もの費用をかけ国

民財産により構築されNTT殿が承継した「特別な資

産」の一部であることを踏まえ、過去の売却資産の詳

細を明らかにし、公の場で売却益等の使途の適正

性を検証したうえで、加入光ファイバ接続料の低廉

化に活用することは有効な方法の１つと考えます。 

〇 なお、総務省殿におかれましては、PSTNマイグレ

ーションに関して電話網移行円滑化委員会におい

て集中的に議論されたように、NTT東西殿によるメタ

ル廃止計画の適正性、サービス廃止（移行先サービ

ス提案含む）の進め方の適性性や公平性、それらに

よる利用者利益の保護や競争環境への影響などに

ついて、公の場にて競争事業者を含む多様な関係

者の意見を聴取し、メタルサービス廃止の進め方の

詳細を議論・検討するべきと考えます。加えて、「光

を全世帯に敷設することは現実的ではない（通信政

策特別委員会 第二回 NTT持株会社殿説明資料

（2023年9月12日））」というNTT持株会社殿の主張を

踏まえれば、NTT東西殿のメタル縮退に伴って生じ

る設備やサービスの縮退・移行費用が光化と比して

効率的であるか、また、移行先サービスの選択・提案

が公平であるか等の「NTT法議論の結論の適正性」

「公平性」の観点については、継続的に電気通信市

場検証会議など公の場において検証を行うべきであ

ると考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 
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２ 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等 

意見22 

● 音声トラヒックの減少による接続料上昇が想定されることか

ら、2025年12月までの予測値の開示を要望。影響額等の正

確な算定のため１通信ごと及び１秒ごとの単金の開示を要

望。 

● 事業予見性確保のため、来年度以降も認可申請前の予測

単金情報の開示を要望。12月上旬頃までに3分単金の内訳と

してセットアップ単金・秒単金の情報開示を要望。 

再意見22  

■ 今回申請においては、新料金認可後に遡及精算す

ること等を踏まえて、新料金認可申請前に予測値を開

示。2026年度以降の申請においては、第４四半期を目

途に接続料の認可申請を行い、その際に１通信ごと及

び１秒ごとの単金を開示する考え。 

 

● 賛同意見（２者）。 

考え方22  

＜音声接続料に関する接続事業者の予見可能性の向上＞ 

〇 「IP 網への移行後の音声接続料の在り方」答申を受け、

NTT 東殿・NTT 西殿から接続事業者に対して 2025 年度

の音声接続料の 3 分換算の予測値が 2024 年 12 月末に

開示がされましたが、今後も音声トラヒックの減少による接

続料上昇が想定されることから、接続事業者の予見可能性

を確保するために、遅くても 2025 年 12 月までに NTT 東

日本殿・西日本殿から 2026 年度の音声接続料の予測値

を開示していただくことを要望致します。 

〇 なお、2024 年 12 月に NTT 東殿・NTT 西殿から開示さ

れた 3 分換算の予測値では、接続事業者で確度の高い影

響額等の算定が難しい状況でした。「IP 網への移行後の

音声接続料の在り方」答申に関する答申において、「開示

の内容については、接続事業者の予見可能性の観点か

ら、NTT 東日本・西日本において、適切な方法を検討す

べきと考えます。（※考え方 15）」との考え方が示されてい

ることから、2026 年度の音声接続料の予測値の開示にお

いては、１通信ごと及び１秒ごとの単金を開示していただく

ことを強く要望いたします。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

 

〇 予測単金の開示継続・回/秒単金情報の開示 

 ※赤枠は委員限り 

〇 今回の申請においては、「ＩＰ網への移行後の音声

接続料の在り方答申」（令和６年６月１７日情報通信

審議会）にて、２０２５年１月から同年３月までの間、

暫定的に旧料金を適用後、新料金認可後に遡及精

算することが整理されたこと等を踏まえて、新料金認

可申請前の２０２４年１２月時点において予測値を開

示したところです。２０２６年度以降の申請において

は、適用年度の前年度末までに適用年度の接続料

を認可いただけるように、第４四半期を目途に接続

料の認可申請を行い、その際に、１通信ごと及び１

秒ごとの単金を開示する考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 2026年度以降もNTT東西殿において音声接続料

の予測値を遅くとも前年12月までに開示をいただく

こと、またその際3分単金ではなくセットアップ単金と

秒単金を開示すべきとする、ctc殿およびKDDI殿の

意見につき、接続事業者の事業予見性確保に資す

ると考えることから賛同いたします。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 左記意見のとおり、予見性確保の観点から、来年

度以降においても、引き続き認可申請前における予

○ 「ＩＰ網への移行後の音声接続料の在り

方」（令和６年６月答申）では、令和７年１

月から令和８年３月までの１年３か月分の

接続料を算定するに当たって、「接続事

業者の予見可能性の観点から、令和６年

12月までにＮＴＴ東日本・西日本から接

続事業者に対し、接続料に係る予測値

の開示等が行われることが望ましい」とし

たものであり、それ以降の接続料の予測

値については、ＮＴＴ東日本・西日本に

おいて、接続事業者の予見可能性に配

意しつつ、適時適切な情報開示等を行う

ことが適当であると考えます。 

無 
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〇 「IP網への移行後の音声接続料の在り方 報告書」（令和

6年3月28日）に基づき、令和7年1月～令和8年3月までの３

分あたりの単金情報が令和6年12月26日にNTT東・西殿か

ら接続事業者に対して開示されましたが、事業予見性確保

の観点から、来年度以降においても、引き続き認可申請前

における予測単金情報の開示を要望いたします。 

〇 加えて、開示時期については、12月上旬頃までに実施い

ただくこと、3分単金の内訳としてセットアップ単金・秒単金

の情報開示（※）を要望いたします。 

（※）令和7年度の光IP電話接続機能の接続料は、令和6

年度と比較してセットアップ単金が大きく上昇しています

が、近年は平均通話時間が短い傾向にあり、3分単金が同

じでもセットアップ単金次第で支払接続料が大きく変動す

るため。 

（具体例） 

・3分単金＝4.13614円（令和7年度NTT東日本の組合せ接

続料） 

① セットアップ単金＝1.6165円、秒単金＝0.0139976円 

※今回の申請単金 

② セットアップ単金＝0.635451円、秒単金＝

0.019448272円 ※令和6年度加入電話・メタルIP電話

および光IP電話の平均値におけるセットアップ単金の

値が今回の申請単金の3分単金に適用された場合を

仮定 

・例）70秒通話時の接続料（                  ） 

① の場合＝2.596円 

② の場合＝1.997円 

〇 上記①②の例示ケースにおいて、3分単金は同額であっ

ても、平均通話時間が3分よりも短い場合、接続料の支払

額は３割程度大きくなります。そのため、予見性確保の観

点から、セットアップ単金と秒単金の情報開示が必要であ

ると考えます。 

測単金情報の開示を要望いたします。 

〇 加えて、開示時期については、12 月上旬頃まで

に実施いただくこと、3 分単金の内訳としてセットア

ップ単金・秒単金の情報開示を要望いたします。 

（KDDI株式会社） 
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〇 なお、事前情報の開示時期を前倒すことにより精度が下

がる等の可能性は考えられるため、例えば、12月上旬頃ま

でに開示を要望する事業者に対しては、その時点での条

件を付した上で個別に開示するという方法も選択肢の１つ

と考えます。 

（KDDI株式会社） 

意見23 

● NGNに係る令和７年以降の需要予測について、市場動向

や他の通信サービスの動向など、前提となる考え方、予測に

おける光電話ネクストの扱いについて説明を要望。 

● NGNに係る需要予測はフレッツ光やひかり電話の件数をベ

ースとしているが、接続研の卸料金検証においては、フレッ

ツ光（ひかり電話ネクストを除く）のみの件数動向が説明され

ており、需要予測に使う数値を一本化することが適当。 

再意見23 

■ ＮＧＮに係る接続料の算定においては、利用形態に

応じたトラヒック等を予測の上、算定に反映。「ひかり

電話ネクスト」については利用形態が「ひかり電話」と

同等であり、電話利用として予測・算定に反映。 

■ また、「指定設備卸役務の卸料金の検証の運用に関

するガイドライン」に基づく検証においては「フレッツ

光」の卸契約が検証対象であることから、電話利用で

ある「ひかり電話ネクスト」を除く「フレッツ光」の純増数

を用いて説明。 

■ 上記のようにひかり電話ネクストの施設数は算定内

容、目的に照らした取扱。 

考え方23  

〇 NGN に係る令和 7 年以降の需要予測が示されておりま

すが、対象となる市場動向、他の通信サービスの動向な

ど、前提となる考え方をご教示いただきたく存じます。また

予測における光電話ネクストの扱いにつき確認したく存じ

ます。本件はコラボ事業者にとり重要な情報であり、NTT

東西殿の丁寧なご説明を要望いたします。NGN に係る需

要予測は、今回収容局ルータと SIP サーバを対象にしてい

るのでフレッツ光（ひかり電話ネクスト（光 IP 電話）を含む）

やひかり電話の件数をベースとしていますが、接続料の算

定等に関する研究会の卸料金検証におきましては NTT 東

西殿はフレッツ光（ひかり電話ネクストを除く）のみの件数

動向を説明されており、両者の数値に乖離があることから

NGN に係る需要予測に使う数値をどちらかに一本化して

はと考えます。 

〇 ＮＧＮに係る接続料の算定においては、ブロード

バンド利用や電話利用といった利用形態に応じたト

ラヒック等を予測の上、算定に反映しております。そ

の際、「ひかり電話ネクスト」については利用形態が

「ひかり電話」と同等であることから、電話利用として

予測・算定に反映しています。 

〇 また、「指定設備卸役務の卸料金の検証の運用に

関するガイドライン」に基づく検証においては、当社

ブロードバンドサービスである「フレッツ光」の卸契約

が検証対象であることから、電話利用である「ひかり

電話ネクスト」を除く「フレッツ光」の純増数を用いて

説明しております。 

〇 このようにひかり電話ネクストの施設数は算定する

内容、目的に照らして適切に取り扱っております。 

〇 意見のあったＮＧＮに係る今後の需要

予測の根拠については、ＮＴＴ東日本・

西日本において、関係事業者に対して、

丁寧に説明することが適当であると考え

ます。 

無 
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（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） （ＮＴＴ東日本・西日本） 

意見24 

● 新たに追加される「組み合わせ適用接続機能」に係る接続

料はMNOからMVNOの音声接続料水準には影響しないとの

考え。 

● 仮に「組み合わせ適用接続機能」の新設によりMVNOへの

音声卸料金が値上がりする場合、総務省に対し、市場動向

の注視、卸協議状況の確認を要望。 

再意見24 考え方24  

〇 今般、新たに追加される「組み合わせ適用接続機能」に

係る接続料はメタルIP電話、ワイヤレス固定電話及びひか

り電話の接続料を基にそれぞれのトラフィックによる加重平

均によって求められるものであり、NTT東日本及びNTT西

日本の音声接続料水準が増減するものではないと考えると

ころ、MNOからMVNOへの音声卸料金に影響を及ぼすも

のではないと考えます。 

〇 この点、仮に「組合せ適用接続機能」が新設されたことが

MVNOへの音声卸料金の値上がりにつながった場合に

は、MNOとMVNO間の競争に影響を及ぼす恐れがあること

から、総務省殿においては市場の動向を注視いただくと共

に卸協議における問題が発生していないか確認いただくこ

とを要望いたします。 

（一般社団法人テレコムサービス協会・MVNO委員会） 

 〇 本意見については、総務省において、

今後の参考としつつ、接続料、卸料金を

注視することが適当であると考えます。 

無 

意見25 

● NGNの県内通信設備に係る接続料の算定期間は令和３年

度よりも長期間であり、大幅な乖離額が生じる可能性がある

ため以下の3点を実施することを要望。 

・ 毎年の接続料変更認可申請時期に、実績収入及び実績費

用と予測値との乖離状況の開示。 

・ 新たな年度の実績値が明らかになった際、更新した適用

単金・予測単金の適用。 

・ 大規模な設備更改が見込まれる場合、認可申請時期に更

改内容と接続料原価の増加の見込額及び予測単金の開

再意見25  

■ 収容局ルータ及びＳＩＰサーバの大規模な設備更改

が見込まれることから、複数年度で接続料を平準化す

る接続料規則第８条第２項第２号に該当する将来原価

方式にて接続料を算定し、予見性を担保。今後も、大

規模な設備更改等が見込まれる場合は、丁寧な説明

をする考え。 

■ これまでも光ＩＰ電話接続機能(県内ＮＧＮ)について、

予測値との乖離の状況を開示しており、今後も同様に

情報提供を行う考え。 

考え方25  
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示。 

● 令和８年度以降も組合せ適用接続機能の予測値の開示が

必要不可欠。予測値を正確化するためセットアップ単金およ

び秒単金の情報開示を要望。 

■ 今回申請においては、新料金認可後に遡及精算す

ること等を踏まえて、新料金認可申請前に予測値を開

示。2026年度以降の申請においては、第４四半期を目

途に接続料の認可申請を行い、その際に１通信ごと及

び１秒ごとの単金を開示する考え。 

 

● 賛同意見（１者）。 

〇 今回申請された NGN の県内通信設備に係る接続料は、

収容局ルータ及び SIP サーバについて令和 7 年から令和

10 年度頃にかけて大幅な更改が予定されていることから、

4 年 3 ヶ月（令和 7 年 1 月～令和 11 年 3 月）の複数年度

の将来原価方式により算定されています。前回の令和 3 年

の申請では算定期間は 3 年 9 ヶ月となっていましたが、こ

れよりも長い期間となっており、通信トラヒック及び報酬算

定に用いるリスクフリーレートや自己資本利益率等の変動

によっては大幅な乖離額が生じる可能性があるため、接続

事業者への予見性を向上させるためにNTT東西殿におい

て以下の 3 点を実施いただくことを要望いたします。 

① 毎年の接続料に係る変更認可申請時期等において、

2024年度実績から実績収入及び実績費用と予測値と

の乖離の状況について開示すること。 

② 新たな年度に関する実績値が明らかになった際に、

第二種指定電気通信設備設置事業者が現在行って

いるように、NTT 東西殿においても 4 年 3 ヶ月の残余

期間に関する適用単金・予測単金を更新し更新後の

料金を適用すること。 

③ 今回のように、複数年度の将来原価方式による算定

が必要となるような大規模な設備更改が見込まれる場

合は、毎年の接続料に係る変更認可申請時期等に

おいて、当該更改の内容と増加が見込まれる接続料

原価の額及び予測単金について開示すること。 

〇 令和７年度の組合せ適用接続機能について、令和 6 年

12 月末に NTT 東西殿から接続事業者向けに予測値（3 分

〇 当期算定期間において、収容局ルータ及びＳＩＰサ

ーバの大規模な設備更改が見込まれることから、単

年度での接続料設定では接続料の変動が大きいこ

とが想定されるため、複数年度で接続料を平準化す

る接続料規則第８条第２項第２号に該当する将来原

価方式にて接続料算定することにより、接続料の大

幅な変動を抑制するとともに、接続事業者様への予

見性を担保しております。 

〇 今後も、大規模な設備更改等が見込まれる場合

は、接続料認可申請時における事業者説明会等の

場を通じて接続事業者様へ丁寧な説明をしていく考

えです。 

〇 なお、接続事業者様の予見性確保の観点から、こ

れまでも光ＩＰ電話接続機能(県内ＮＧＮ)について、

乖離額調整に係る実績収入と実績費用における予

測値との乖離の状況を開示してきたところですが、

今後も同様に、毎年度の接続料認可申請時におけ

る事業者説明会等の場において自主的に情報提供

を行う考えです。 

〇 また、今回の申請においては、「ＩＰ網への移行後

の音声接続料の在り方答申」（令和６年６月１７日情

報通信審議会）にて、２０２５年１月から同年３月まで

の間、暫定的に旧料金を適用後、新料金認可後に

遡及精算することが整理されたこと等を踏まえて、新

料金認可申請前の２０２４年１２月時点において予測

値を開示したところです。２０２６年度以降の申請に

○ 予測接続料等の情報開示について

は、ＮＴＴ東日本・西日本において、接続

事業者の意見も踏まえつつ、必要な対

応を検討することが適当であると考えま

す。 

○ 音声接続料の予測値については、考

え方22のとおりです。 

無 
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当たりの料金）が開示されましたが、令和 8 年度以降の同

機能についても、接続事業者の予見性確保の観点から、

予測値の開示が必要不可欠と考えております。 

〇 なお、以下の表の改定率で示したとおり、3 分当たりの料

金のみでは実際の平均通話時間（例として 100 秒の場合

を記載）との間に一定の差分が生じます。 

〇 事業者の事業計画等にとって予測値をより有用で正確な

ものとするため、当該開示の際には 3 分当たりの料金のみ

でなく、セットアップ単金および秒単金の各料金額につい

て開示いただくことを要望いたします。 

 
 

 
※NTT 東西殿の料金の平均値で試算 

（ソフトバンク株式会社） 

おいては、適用年度の前年度末までに適用年度の

接続料を認可いただけるように、第４四半期を目途

に接続料の認可申請を行い、その際に、１通信ごと

及び１秒ごとの単金を開示する考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 （再意見22のとおり。） 

（KDDI株式会社） 

 

〇 左記意見のとおり、透明性確保の観点から、毎年

度の接続料認可甲請時に、実績収入及び実績費用

と予測値との乖離額を開示いただくことに加えて、今

回のように、複数年度の将来原価方式による算定が

必要となる程の大規模な設備更改が見込まれる場

合は、当該更改の内容と接続料等への影響額を開

示いただくことを要望いたします。 

（KDDI株式会社） 

意見26 

● SIPサーバの保守維持限界に伴う更改投資によるコストの

増加によって光IP電話接続機能の接続料が上昇しているが、

NGNに依存せざるを得ない接続事業者も存在するため、更

改投資の詳細とNGNの高度化に関するNTT東日本・西日本

のグランドデザインについて説明を要望。 

● NGN県間設備の調達に関する入札の詳細について情報開

示が必要。 

再意見26 

■ ＳＩＰサーバについては、２０２５年度以降に保守限界

を迎えることから新装置の設置及び旧装置を撤去する

予定。 

■ 今後も大規模な設備更改等が見込まれる場合接続

事業者へ説明を行う考え。 

■ 当社がＮＧＮ県間設備として他社設備を調達する際

は当社ホームページにて広く公募を行っており、必要

な情報は開示済み。 

考え方26  

〇 今般の接続約款の変更認可申請において光IP電話接続

機能の接続料が上昇しています。これは「平成20年のNGN

構築の際に設置を行ったSIPサーバが保守維持限界を迎

えることに伴う更改投資により、コストが増加したこと」（「東

日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の

〇 ＳＩＰサーバについては、２０２５年度以降に保守限

界を迎えることから、２０２５年度から２０２８年度頃に

かけて、順次、新装置の設置及び旧装置の撤去を

進める予定です。 

〇 今後も、大規模な設備更改等が見込まれる場合

〇 ＮＴＴ東日本・西日本においては、設備

更改のスケジュール等の方針について、

関係する接続事業者に対して丁寧に説

明することが適当であると考えます。 

 

無 
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第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の認

可申請に関する説明」（以下「申請概要」）P11）によるものと

説明されているところ、NGNに依存せざるを得ない接続事

業者も存在することから、当該更改投資の詳細についてご

説明頂きたく存じます。また、NGNの更なる高度化に関す

るNTT東西殿のグランドデザインについてもご教示頂きたく

存じます。 

〇 なお、NGN県間設備に関する調達では入札が行われて

いるものと推察しますが、その詳細について接続事業者で

は把握が困難であるため、入札の有無を含め、当該調達

について情報開示が行われるべきであると考えます。 

（楽天モバイル株式会社） 

は、接続料認可申請時における事業者説明会等の

場を通じて接続事業者様へ丁寧に説明を行う考え

です。 

〇 ＮＧＮ県間設備に係る調達における情報開示に関

するご意見については、当社がＮＧＮ県間設備とし

て他社設備を調達する際は当社ホームページにて

広く公募を行っており、必要な情報は開示しておりま

す。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇（再意見25のとおり。） 

（KDDI株式会社） 

意見27 

● 関門系ルータ交換機能網終端装置（PPPoE接続）の接続料

が間接的に光コラボ卸料金に影響することを懸念。 

● 公平性・透明性のもとでの情報開示を要望。 

再意見27 

■ 関門系ルータ交換機能網終端装置（ＰＰＰｏＥ接続）に

係る費用は、当社利用部門のみが負担。 

■ 光サービス卸料金は市場・競争環境を総合的に勘案

して設定。コラボ事業者が継続して利用できるよう、中

長期で安定的・サステナブルな設定とする考え。 

考え方27  

〇 本件については ISP 事業者が利用する装置ではないとの

認識ですが、接続料は東日本 49.2％増、西日本 88.7％増

と大きく増加しており、今後間接的に光コラボ卸料金への

影響が生じる事を懸念します。PPPoE 接続料は網終端装

置数の減少により、接続料は上昇したものの容量単位では

コストが下がるものと理解していますが、これが正しいかどう

かご確認いただければと思います。また、接続料等の算定

に関する研究会におきまして当協会より要望しております

が、公平性・透明性のもと情報の開示を要望いたします。 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

〇 ご認識のとおり、関門系ルータ交換機能網終端装

置（ＰＰＰｏＥ接続）に係る費用は、当社利用部門の

みが負担しております。 

〇 光サービス卸は中長期の需要で設備投資を回収

するビジネスモデルであることから、その料金は、本

機能の接続料も含めた現在のコストのみならず、市

場環境や競争環境を総合的に勘案して設定してい

るところです。 

〇 本機能の接続料は、今回の算定期間において電

気料高騰や設備更改等の影響を受けて上昇してお

りますが、コラボ事業者様に継続してご利用いただ

けるよう、中長期で安定的・サステナブルな設定とす

る考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

〇 「サービス卸」の卸料金との関係につい

ては、 考え方５のとおりです。 

 

無 

60



意見28 

● 光IP電話接続機能の接続料について透明性確保の観点か

ら、毎年度の接続料認可申請時に乖離額を開示することを要

望。 

● 乖離額が大きくなることが見込まれる場合、接続料の大幅

な変動を抑制するため、複数年度に分けて調整することを要

望。 

再意見28 

■ これまでも光ＩＰ電話接続機能(県内ＮＧＮ)について、

予測値との乖離の状況を開示しており、今後も同様に

情報提供を行う考え。 

■ 乖離額調整の実施にあたり、接続事業者への過度

な負担が生じる場合は繰延べ等の必要な対応を検討

する考え。 

考え方28  

〇 光 IP 電話接続機能に係る乖離額調整について 

〇 光 IP 電話接続機能の接続料については、令和 7 年 1 月

から令和 10 年 3 月までの 4 年 3 か月間の将来原価方式

により算定され、現行算定期間中に生じた実績収入と実績

原価の差分（乖離額）は、次期算定期間（令和 10 年度以

降）で調整されることとなります。 

〇 透明性確保の観点から、現行算定期間において発生し

た乖離額については毎年度の接続料認可申請時に開示

いただくとともに、乖離額が大きくなることが見込まれる場

合は、次期算定期間において単年度の接続料で調整する

と、接続料の大幅な変動が起こることが想定されることか

ら、複数年度に分けて調整いただく等の対応を要望いたし

ます。 

（KDDI株式会社） 

〇 接続事業者様の予見性確保の観点から、 これま

でも光ＩＰ電話接続機能(県内ＮＧＮ)について、乖離

額調整に係る実績収入と実績費用における予測値

との乖離の状況を開示してきたところですが、今後も

同様に、毎年度の接続料認可申請時における事業

者説明会等の場において自主的に情報提供を行う

考えです。 

〇 現行接続料の設定期間（２０２５年１月から２０２９年

３月までの４年３か月間）の乖離額については、２０２

９年度以降の次期接続料にて調整する考えであり、

今般の認可申請においても接続料規則第３条に基

づく許可申請を実施したところですが、乖離額調整

の実施にあたり、接続事業者様への過度な負担が

生じる場合においては、複数年度に分けて乖離額

を調整する等の必要な対応を検討する考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

〇 意見中に指摘があるように、接続料が

大幅に変動するような場合には、調整額

の繰延べ等による措置等が考えられます

が、具体的な方法については、その時点

での様々な状況や、関係事業者の意見

を踏まえつつ、必要に応じ、検討を行うこ

とが必要と考えます。 

 

無 

意見29 

● 通話時間当たりの接続料について、回数当たりの単金が上

昇し、秒数当たりの単金が下落した要因であるSIPサーバの

保守維持限界に伴う更改投資は今般の申請のみに限定した

特殊要因か。 

● 今般の接続約款の変更認可申請において、NTT東日本・西

日本間で接続料に差異が生じた理由についての説明を要

望。 

再意見29 

■ 音声接続に係る組合せ適用接続機能の回数比例単

金が上昇した要因は以下の通り。 

・ 組合せ適用接続機能は、メタルＩＰ電話接続機能と

光ＩＰ電話接続機能を組み合わせて設定。 

・ メタルＩＰ電話接続機能は時間比例コストが大宗を占    

める一方で、光ＩＰ電話接続機能は回数比例コストが

大宗を占める。  

  ・ ＳＩＰサーバ更改の影響による光ＩＰ電話接続機能の

考え方29  
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回数比例単金の上昇。 

■ 光ＩＰ電話のトラヒック比率は高まる想定であり、従来

と比較して、回数比例単金が上回り、時間比例単金が

下回る状態が継続する考え。 

■ 音声接続に係る組合せ適用接続機能の東西差につ

いては、「ＩＰ網への移行後の音声接続料の在り方 答

申」での整理の結果として生じるもの。 

(1) 音声接続料の推移について 

〇 今般の接続約款の変更認可申請における音声接続料に

ついて、次のグラフのとおり、令和７年度の通話時間当たり

の接続料は回数当たりの単金（切片）が上昇し、秒数当た

りの単金（傾き）が下落するという形となっています。その背

景として「平成 20 年の NGN 構築の際に設置を行った SIP

サーバが保守維持限界を迎えることに伴う更改投資によ

り、コストが増加したこと」（申請概要 P11）が挙げられていま

すが、これは今般の申請のみに限定して係る特殊要因と

考えてよろしいでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 東西格差について 

〇 「ＩＰ網への移行後の音声接続料の在り方 答申」（令和６

年６月 17 日情報通信審議会電気通信事業政策部会）に

おいては、「東西別接続料とした場合には、接続事業者を

含めて大きな影響が生じるおそれがあることから、現行制

度の趣旨も踏まえ（略）メタルＩＰ電話固有部分について東

西均一接続料を継続することが適当」（P29）とされていま

す。他方、今般の接続約款の変更認可申請においても、

〇 従来の加入電話・メタルＩＰ電話接続機能に比べ

て、音声接続に係る組合せ適用接続機能の回数比

例単金が上昇した主な要因は以下の通りです。 

✓組合せ適用接続機能は、メタルＩＰ電話接続機

能と光ＩＰ電話接続機能を組み合わせて設定し

ていること 

   ✓メタルＩＰ電話接続機能はメタル回線収容装置

や伝送路といった時間比例コストが大宗を占め

る一方で、光ＩＰ電話接続機能はＳＩＰサーバと

いった回数比例コストが大宗を占めること 

  ✓当期算定期間においてはＳＩＰサーバ更改等の 

影響を受けて光ＩＰ電話接続機能の回数比例

単金が上昇していること 

〇 今後の音声接続に係る組合せ適用接続機能につ

いては、光ＩＰ電話のトラヒック比率が高まることが想

定されるため、従来の加入電話・メタルＩＰ電話接続

機能と比較して、回数比例単金が上回り、時間比例

単金が下回る状態が継続するものと考えます。 

〇 また、音声接続に係る組合せ適用接続機能に係る

東西差に関するご意見については、「ＩＰ網への移行

後の音声接続料の在り方 答申」（令和６年６月１７日

情報通信審議会）において、メタルＩＰ電話接続機能

は長期増分費用方式にて東西均一接続料を算定

すること、光ＩＰ電話接続機能は実際費用方式にて

東西別の接続料を算定することと整理されており、ま

た、これらの接続料を各接続機能のトラヒック割合に

○ (1)音声接続料の推移とその要因につ

いては、ＮＴＴ東日本・西日本において、

接続事業者等の求めに応じて適切に説

明することが適当であると考えます。 

〇 (2)東西格差については、ＮＴＴ東日

本・西日本の各々の業務区域における

第一種指定電気通信設備との接続に関

する接続料は、個別に算定・設定される

ことが原則である一方、これまで、加入電

話／メタルＩＰ電話の接続料においては、

利用者料金の地域格差が生じることへの

懸念から東西均一接続料の維持に係る

社会的要請があるとして、ＮＴＴ東日本と

ＮＴＴ西日本の接続料について同額とす

る扱いが採られてきたものです。 

○ 「ＩＰ網への移行後の音声接続料の在り

方」（令和６年６月答申）では、ＩＰ網への

移行完了後の接続料に係る今般の検討

においても、現行制度の趣旨も踏まえ、

今般検討した接続料算定方法の適用期

間においては、メタルＩＰ電話固有部分に

ついて東西均一接続料を継続すること

が適当であり、光ＩＰ電話については、引

き続き東西別接続料としたものです。 

無 
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組合せ適用機能を適用した結果、NTT 東西殿の間で接続

料に依然として差異（東西格差）が生じる形となっていると

認識しておりますが、このような差異が引き続き生じること

になった理由についてご教示頂きたいと存じます。 

（楽天モバイル株式会社） 

て加重平均することにより音声接続に係る組合せ適

用接続機能を算出することとされていることから、音

声接続に係る組合せ適用接続機能の東西差につい

ては、そういった整理の結果として生じるものです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

意見30 

● 今回の接続約款の変更案について、通話時間の短い利用

において大幅な値上げとなり、料金体系における公平性が欠

如している。 

● このため、中小・零細企業の事業や経済の活性化にマイナ

スの影響を与える可能性がある。したがって、料金変更の段

階的な実施を求める。 

● 同旨意見（４者）。 

 

再意見30  

■ 利用者料金に関する意見と認識。利用者料金の設

定の一般的な考え方としては下記の通り。 

・ 市場環境や競争環境を総合的に勘案して設定してい

ると想定されること  

・ 課金単位は一般的に３分ごとの料金であり、必ずしも

接続料と連動しないこと 

■ 接続料の単金構造の変化は、「ＩＰ網への移行後の音

声接続料の在り方 答申」に基づく算定によるもの。 

 

● 賛同意見（５者）。 

考え方30   

【概要】 

〇 今回の接続約款の変更案については、料金面において

公平性がなく、通話時間の短い利用において大幅な値上

となります。よって中小・零細企業の事業、ひいては経済の

活性化にマイナスインパクトを与える為、料金変更の段階

的な実施を求めたく意見申し上げます。 

 

【詳細説明】 

〇 今回申請された内容は、「音声接続料は組合せ適用接

続機能」として設定されることになっています。令和 6 年度

の加重平均値と比較すると、1 回あたりの通話にかかるセッ

トアップ料金が 2 倍以上、通話秒数に応じた秒課金料金は

3 分の 2 程度になっています。 

これは従来に比べて、短い通話秒数の料金は高くなり、逆

に長い通話秒数の料金が安くなるという構造の料金体系

です。 

〇 いただいたご意見は、利用者料金に関するもので

あり、今般申請の接続料の認可申請に関するもので

はないと認識しておりますが、利用者料金の設定の

考え方として、一般的には以下のような観点が考慮

されるのではないかと考えます。 

✓利用者料金は、各サービス提供事業者が、コスト

のみならず、市場環境や競争環境を総合的に勘

案して設定していると想定されること  

✓利用者料金の課金単位については、接続料のよ

うに1通信ごと及び1秒ごとの設定ではなく、一般

的に３分ごとの料金が設定されており、必ずしも接

続料と連動するものではないこと 

〇 なお、ご指摘いただきました接続料の単金構造の

変化は、「ＩＰ網への移行後の音声接続料の在り方 

答申」（令和６年６月１７日情報通信審議会）に基づ

き、組合せ適用接続機能を光ＩＰ電話接続機能とメタ

○ 今回申請された接続料については、能

率的な経営の下における適正な原価に

適正な利潤を加えたものとして算定され

ているものと認められることから、令和７

年１月から同年３月までの接続料につい

ては、令和６年４月から同年 12 月まで

に適用される接続料を暫定的に適用し

た上で、令和７年度の接続料の改定と合

わせて、令和７年１月から令和８年３月ま

での１年３か月分の接続料を算定し、令

和７年１月から同年３月までの分は遡及

精算することが適当であると考えます。な

お、接続料の単金構造の変化は、「ＩＰ網

への移行後の音声接続料の在り方 答

申」（令和６年６月１７日情報通信審議

会）に基づき、組合せ適用接続機能を光

無 
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〇 この接続料が、NTT 東西以外の通信事業者の卸価格に

反映されることを踏まえると、通話が短い利用やサービスで

は大幅な値上げ、通話が長い利用やサービスでは値下げ

という不公平な料金体系となり、一部のサービス利用者に

とっては急激なコスト増加となり、一般消費者においても不

公平感を与えるものになります。 

 

〇 通話秒数が短いサービスを扱っている事業者（例：当社

は FAX 配信事業で 1 枚当たり５８秒程度）にとっては、通

信コストの上昇に伴い顧客に料金転嫁せざるを得ない状

況となり、中小・零細企業での利用が根強いＦＡＸという情

報インフラを直撃し経済の活性化にマイナスインパクトを与

えかねません。加えて、値上げ遡及精算も認可されるとな

るとその影響は計り知れません。 

〇 よって遡及清算を加味した料金変更の段階的な実施を

検討頂き、料金変更によるマイナスインパクトの緩和と、公

平性のある対応が必要と考えています。 

以上 

（日本テレネット株式会社） 

 

１．意見の概要 

〇 別紙１内の『令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に

係る接続料の改定等』の中の『令和７年度の音声接続料に

ついて』、および『接続約款の変更認可申請に係る申請日

等』の中の『４．実施予定期日』に関する意見です。 

 

〇 今回の接続約款の変更は、FAX送信をはじめとした情報

通信インフラの発展、ひいては経済の活性化を阻害するも

のであり、料金変更の段階的な実施を求めます。 

 

2．理由 

ルＩＰ電話接続機能の加重平均により算定したことに

よるものです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 今回のNTT東西の接続約款変更の認可申請で

は、音声接続料は通話秒数が短い利用は高くなり、

通話秒数が長い利用は安くなる料金体系です。 

〇 これにより、通話秒数が短いFAX送信における料

金が大幅に値上げされることが示されています。 

〇 弊社は、FAX配信業務を通して日本の中小企業

様の支援を生業としております。 

〇 弊社のみならず、各種補助金や助成金にまつわる

情報（申請方法、条件、関連ニュースなど）を求める

日本の中小企業様を支援するために、音声接続料

の段階的な変更の実施を求めるネクスウェイに賛同

します。 

（東京中央経営株式会社） 

 

〇 ネクスウェイ殿、日本テレネット殿、ファーストストラ

テジー殿、トランザクト殿のご意見に賛同します。 

（個人E） 

 

〇 ネクスウェイ殿、日本テレネット殿、ファーストストラ

テジー殿、トランザクト殿のご意見に賛同します。 

（個人F） 

 

【文書案１】 

〇 ネクスウェイ殿、日本テレネット殿、ファーストストラ

テジー殿、トランザクト殿のご意見に賛同します。 

 

【文章案２】 

〇 日本テレネット殿、ネクスウェイ殿、他のご意見に

賛同します。 

ＩＰ電話接続機能とメタルＩＰ電話接続機

能の加重平均により算定したことによるも

のです。 
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〇 今回より音声接続料は組合せ適用接続機能として新た

に設定されることとなりましたが、同様の加重平均計算をし

た令和６年度の値に比較し、１回あたりの通話にかかる料

金（セットアップ料金）が２倍以上に、通話秒数に応じた料

金（秒課金料金）は３分の２程度になっています。これは前

年度に比べて、通話秒数が短い利用は高くなり、通話秒数

が長い利用は安くなる料金体系です。 

 

〇 今回の約款変更後の接続料が、NTT以外の通信事業者

の卸料金に反映されることを踏まえると、通話が短い利用

やサービスでは大きな値上げ、通話が長い利用やサービ

スでは大きな値下げという非常にアンバランスな料金体系

に経過措置なく急に変わることとなり、一部のサービス利用

者には直ちに大きなコスト負担を与え、消費者に不公平感

を与えかねないものとなっています。 

〇 特に、通話秒数が短いサービスでビジネスをしているサ

ービス事業者にとっては、音声接続料の負担が大幅に増

えるため、顧客にそれに応じた料金を求めることになりま

す。この大幅な値上げは顧客のビジネスに甚大な影響を

与えかねません。 

〇 また、値上げ遡及精算も認可されると、サービス事業者

および顧客の事業計画にも大きな影響が発生することが

懸念されます。 

〇 このように、非常に大きな変更になっていますので、料金

変更の段階的な実施をして、遡及精算による影響も含めた

影響全体の緩和が必要と考えています。 

以上 

（株式会社ネクスウェイ） 

 

● 意見の概要 

〇 今回の接続約款の変更は、FAX送信をはじめとする情報

通信インフラの発展、ひいては経済の活性化を阻害する

可能性があります。 

〇 このような大幅かつ不公平な料金体系の変更は反

対です。少なくとも最低限の対応として、数年間の据

え置き措置、もしくは段階的な値上げ措置等の経過

措置は必要だと考えます。 

 

【文章案３】 

〇 日本テレネット殿、ネクスウェイ殿、ファーストストラ

テジー殿、トランザクト殿のご意見に賛同します。 

〇 当社は、パソコンが社員1人1台ないような中小零

細企業をはじめとした、様々な取引先とのやり取りに

FAXを利用しています。 

〇 これはインターネットに置き換えられるものではあり

ません。 

〇 今回の接続約款の変更は、中小零細企業の発展

を妨げるものになりかねません。 

〇 以上をふまえ、総務省殿にはこのような影響を考

慮の上、ご検討いただけることを要望します。 

（個人G） 

 

〇 日本テレネット殿、ネクスウェイ殿、ファーストストラ

テジー殿、トランザクト殿のご意見に賛同します。 

（株式会社エデンレッドジャパン） 
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〇 特に、FAX送信を通常業務に活用している（活用せざる

をえない）業種においては大きな費用面の負担を強いられ

ることが予見されています。 

〇 そのため、料金変更を行わなくてはいけない場合、数年

間の据え置き措置など段階的に実施するよう求めます。 

 

● 理由 

〇 今回の改定により、音声接続料が「組合せ適用接続機

能」として新設されました。しかし、令和6年度の加重平均

計算と比較すると、 

1回の通話にかかる「セットアップ料金」は2倍以上に増加 

通話秒数に応じた「秒課金料金」は約3分の2に減少 

この結果、短い通話は割高になり、長い通話は割安にな

る料金体系となります。 

 

〇 この変更がNTT以外の通信事業者の卸料金に反映され

ることで、 

短時間の通話を利用するサービスでは大幅な値上げ 

長時間の通話を利用するサービスでは大幅な値下げ 

と、極端な料金変動が生じます。 

 

〇 経過措置なしに急激な変更を行うと、一部のサービス利

用者に多大なコスト負担を強いるだけでなく、消費者の公

平感を損なう恐れがあります。 

〇 現在、FAX送信を軸に事業を行っていた企業は短時間

の通話を前提とするビジネスを展開しております。 

〇 こららの事業者にとっては、音声接続料の負担が大幅に

増加し、それに伴う顧客負担の増加が避けられません。 

〇 この値上げは、顧客のビジネスにも深刻な影響を与えか

ねません。 

〇 インターネットを活用することで効率化するものでもなく、

今回の変更によりただ費用負担の増加を受け入れるという

ことになります。 
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〇 さらに、値上げの遡及精算が認可されると、事業の継続と

いうことにおいても大きな影響を及ぼしてしまいます。 

 

〇 このように、今回の変更は影響が非常に大きいと感じて

おります。 

〇 料金変更をせざるを得ないという場合は数年間の据え置

き措置を含め、段階的に実施し、遡及精算の影響を含め、

負担の緩和措置を講じるべきと考えます。 

（株式会社ファーストストラテジー） 

 

〇 今回の接続料の変更は、FAX送受信を生業とする当社

だけでなく、ひいては、その施行により情報通信インフラの

発展、経済界に与える影響が大きく、発展を阻害する恐れ

があります。 

 

〇 そのため、別記理由により1月1日にさかのぼっての施行・

適用に反対します。 

 

別記 

 

〇 接続料の変更が実行された場合、NTT以外の通信業者

の卸売価格に反映されることは確実であり、経過措置なく

実行に移されると当社のようなFAX専用業者にとっては直

ちにその回避措置を講ずる事が困難なため、経営を圧迫

することは間違いない。 

 

〇 特に企業が取り扱う膨大な量の非構造化データの受発

信業務を担うFAXの通信業者は、大企業ではなく我々のよ

うな零細のベンチャー企業が生業としているため、料金改

定の影響を直接、強く受け、直ちに経営が圧迫されるリスク

と常に隣り合わせでいる。 
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〇 この改定が施行されると、大手通信業者の先端に置かれ

ている我々のような零細なFAX業者は顧客に価格転嫁す

ることが難しく、大手通信業者と顧客との板挟みに合って、

ビジネスの継続が困難となりかねない。 

 

〇 また、トランプ２．０の混沌とした政治情勢の中に巻き込ま

れた我が国経済においても、その経済成長を下支える中

小・零細企業は絶対に必要な存在であり、変化への対応

が鈍いという理由だけで、切り捨て、見捨てることは避ける

べきである 

以上 

（株式会社トランザクト） 

意見31 

▲ 意見30と同旨。 

再意見31 考え方31  

1．意見の概要 

〇 今回の接続約款の変更につきまして、コロナ禍後の経済

回復を阻害するものであり、中小企業経営へのダメージが

大きく、料金変更の段階的な実施を希望します。 

2．理由 

〇 今回より音声接続料の組合せ適用接続機能が新たに設

定されることとなりましたが、既存値と比較し、１回の通話料

金が２倍以上に、通話秒数に応じた通話料は 3 分の 2 程

度の変更となっております。 

 

〇 今回の約款変更後の接続料が、NTT 以外の通信事業者

の卸料金に反映されることを踏まえると、通話が短い利用

やサービスでは大きな値上げ、通話が長い利用やサービ

スでは大きな値下げという非常にアンバランスな料金体系

に経過措置なく急に変わることとなり、一部のサービス利用

者には直ちに大きなコスト負担を与え、消費者に不公平感

を与えかねないものとなっています。 

 

 

○ 音声接続料については、考え方30のと

おりです。 

無 
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〇 特に、通話秒数が短いサービスでビジネスをしているサ

ービス事業者にとっては、音声接続料の負担が大幅に増

えるため、顧客にそれに応じた料金を求めることになりま

す。この大幅な値上げは顧客のビジネスに甚大な影響を

与えかねません。 

〇 また、値上げ遡及精算も認可されると、サービス事業者

および顧客の事業計画にも大きな影響が発生することが

懸念されます。 

〇 このように、非常に大きな変更になっていますので、料金

変更の段階的な実施をして、遡及精算による影響も含めた

影響全体の緩和が必要と考えています。 

（個人B） 

意見32 

▲ FAXを衰退させるような値上げに反対。 

再意見32 考え方32  

〇 3.11 の東日本大震災の際には、FAX が大活躍しました。 

〇 それは携帯やメールが送受信不能になったからです。 

〇 このように FAX は非常時に重要な役割を果たす為、これ

を衰退させるような大幅な値上げを行うべきではありませ

ん。 

〇 加えて、日本独自の送信手段であるため、傍受やハッカ

ーなどの被害にあいにくいことも、FAX を存続させるべき理

由です。 

（個人C） 

 ○ 音声接続料については、考え方30のと

おりです。 

無 

意見33 

▲ 意見30と同旨 

再意見33 考え方33  

〇 今回の接続約款の変更に、以下の理由から反対します。 

1. 短時間通話利用者への不当な負担増 

〇 短時間通話の料金が大幅に上昇することになります。こ

れは、特に短時間の通話を頻繁に利用する高齢者や低所

得者にとって大きな負担となります。通話は依然として重要

な通信手段であり、これを一方的に高額化することは社会

的に不公平です。 

 ○ 音声接続料については、考え方30のと

おりです。 

無 

69



2. 公共インフラとしての責任 

〇 日本の通信インフラの中心的な役割を担っており、その

サービスは全国民にとって不可欠です。通信事業者として

の社会的責任を考慮するならば、特定のユーザー層に過

度な負担を強いる料金体系の改定は容認できません。 

3. 競争環境の阻害 

〇 接続料の値上げにより、他の通信事業者が提供するサ

ービスのコストも上昇し、結果として消費者に転嫁される可

能性があります。これは市場の競争を阻害し、消費者にと

って不利益をもたらす結果となります。 

以上 

（個人D） 

意見34 

 

再意見34 

● 認可申請前における回数当たり単金及び秒数当たり

単金に関する情報開示を要望。 

考え方34  

 〇 弊社以外の事業者や個人の方からの意見（別紙

２：PP.21-33）にもあるとおり、今般の接続約款の変

更認可申請においては、通話時間当たりの音声接

続料について、回数当たりの単金が上昇し、秒数当

たりの単金が下落するという形となっているところ、

事業予見性確保の観点から、来年度以降において

も、引き続き認可申請前における予測単金、回数当

たり単金及び秒数当たり単金に関する情報を開示し

て頂きたく存じます。 

（楽天モバイル株式会社） 

○ 音声接続料については、考え方22及

び考え方30のとおりです。 

無 

意見35 再意見35 

● 意見30と同旨 

考え方35  

 〇 1．意見の概要 

  今回の接続約款の変更は、FAX送信をはじめとし

た情報通信インフラの発展、ひいては経済の活性化

を阻害するものであり、料金変更の段階的な実施を

求めます。 

 無 

70



 

〇 2．理由 

 今回より音声接続料は組合せ適用接続機能として新

たに設定されることとなりましたが、同様の加重平均

計算をした令和６年度の値に比較し、１回あたりの通

話にかかる料金（セットアップ料金）が２倍以上に、

通話秒数に応じた料金（秒課金料金）は３分の２程

度になっています。これは前年度に比べて、通話秒

数が短い利用は高くなり、通話秒数が長い利用は安

くなる料金体系です。 

 

〇 今回の約款変更後の接続料が、NTT以外の通信

事業者の卸料金に反映されることを踏まえると、通

話が短い利用やサービスでは大きな値上げ、通話

が長い利用やサービスでは大きな値下げという非常

にアンバランスな料金体系に経過措置なく急に変わ

ることとなり、一部のサービス利用者には直ちに大き

なコスト負担を与え、消費者に不公平感を与えかね

ないものとなっています。 

〇 特に、通話秒数が短いサービスでビジネスをして

いるサービス事業者にとっては、音声接続料の負担

が大幅に増えるため、顧客にそれに応じた料金を求

めることになります。この大幅な値上げは顧客のビジ

ネスに甚大な影響を与えかねません。 

〇 また、値上げ遡及精算も認可されると、サービス事

業者および顧客の事業計画にも大きな影響が発生

することが懸念されます。 

〇 このように、非常に大きな変更になっていますの

で、料金変更の段階的な実施をして、遡及精算によ

る影響も含めた影響全体の緩和が必要と考えていま

す。 

以上 

（オープンテキスト株式会社） 
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３ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 

意見36 

● ドライカッパ回線の需要の減少傾向は継続すると予想され

るため、利用見込みが無くなった資産については毎年度検討

し、速やかに減損処理を実施すべき。 

● NTT東日本・西日本のメタルサービス廃止について、具体

的な計画とドライカッパ・加入光ファイバ接続料への影響を開

示すべき。 

再意見36 

■ メタルケーブルの減損処理については、財務会計の

適正化の観点から、必要に応じた対応を検討。 

■ 段階的に、移転等の申込を契機とした移行勧奨～エリ

ア単位での移行を実施する考え。 

■ 具体的計画や影響や代替サービスは現在検討中であ

り適時公表説明する考え。 

考え方36  

〇 平成 30 年以降、NTT 東西殿によるドライカッパの減損処

理は実施されておりませんが、ドライカッパ回線の需要は

前年度と比べて NTT 東日本殿は-6%、NTT 西日本殿は-

9%と継続して減少しております。この傾向は今後も継続す

ると想定されることから、利用見込みが無くなった資産につ

いては NTT 東西殿において毎年度検討の上、すみやか

に減損処理を実施すべきと考えます。 

〇 また、NTT 東西殿から 2035 年目途にメタルサービスを廃

止することが既に公表されており、ドライカッパ接続料や加

入光ファイバ接続料への影響を与えるおそれがあるため、

その具体的な計画を開示するとともに、ドライカッパ接続料

や加入光ファイバ接続料への影響についても合わせて開

示すべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

〇 今後のメタルケーブルの減損処理については、メタ

ルケーブルの利用状況等を踏まえつつ、財務会計の

適正化の観点から、当社として必要に応じて対応を検

討する考えです。 

〇 メタル設備の縮退にあたっては、加入電話をご利用

中のお客様にご不便をおかけしないよう、短時間で急

速な移行を行うのではなく、段階的に、移転等の申込

を契機とした移行勧奨～エリア単位での移行を実施

する考えです。 

〇 メタルの維持限界への対応に向けた具体的計画や

影響、代替サービス（現時点では光回線電話、モバイ

ル網を利用した固定電話等を想定）については、「市

場環境の変化に対応した通信政策の在り方」（令和５

年諮問第２８号）に関する情報通信審議会からの最終

答申も踏まえつつ、現在検討中であり、お示しできる

タイミングで公表するとともに、接続事業者様に対して

も、丁寧な説明を実施する考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

〇 ＮＴＴ東日本・西日本において、引き続き、

メタル回線の費用削減・効率化に努めること

が適当であると考えます。 

〇 メタル回線の縮退に係る計画や影響につ

いては、考え方９のとおりです。 

無 

意見37 

● 中継光ファイバの大幅な接続料上昇について、今後の傾向

に関する説明を要望。 

● 令和７年度接続料の大幅な上昇は主に報酬部分の増加

によるものとの考え。報酬額の影響で接続料が大きく増減

することがない制度を要望。 

再意見37 

■ 中継光ファイバ接続料が上昇は接続事業者の需要増

加が一巡したこと等が要因。接続事業者の需要の影響

を大きく受けるため、今後の見通しを正確に予測するこ

とは困難。 

■ 接続料原価に見込んでいる報酬は会計実績に基づき

考え方37  
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織り込まれるべきものであり、接続料の低廉化を目的に

見直すべきではない。 

■ 予見確保のため、接続料の変動に大きく影響する施

策を実施する等の場合には、10月の事前の情報開示よ

り早期に行う等の取組を行う考え。 

 

● 賛同意見（３者）。 

● 早急に報酬の在り方について議論すべき。 

〇 2024 年度まで中継光ファイバの接続料は緩やかな下落

傾向で推移してきたところ、2025 年度に大きく上昇しており

ます。今回限りの一時的な事象なのか、継続的に上昇して

いく傾向となるのか、接続事業者の予見性が高まるご説明

を希望します。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

 

〇 NTT東西殿は、接続料改定の説明会において「需要増

加に伴いコストも増加した」と説明されましたが、指定設備

管理運営費は大きくは増加していないと認識しておりま

す。従って、2025年度接続料が大幅に上昇した原因は主

に報酬部分の増加にあると考えられ、電気通信事業法第

33条4項2号における規定「接続料が能率的な経営の下に

おける適正な原価に適正な利潤を加えた金額を算定する

ものとして総務省令で定める方法により算定された金額に

照らし公正妥当なものであること」の主旨から鑑みて、適正

な姿と言えるのか疑問が残ります。原価の増減がない中

で、報酬額が影響し、接続料が大きく増減することがない

制度となるよう検討されることを要望致します。 

（アルテリア・ネットワークス株式会社） 

 

〇 ２０２５年度適用（２０２３年度実績ベース）の中継光フ

ァイバの接続料が上昇した主な要因は、２０２２年度に

おいて、５Ｇ需要等に伴う接続事業者様の需要増が

あり、調整額がマイナス（東日本：▲２９.５億円 西日

本：▲２.２億円）となっていたところ、２０２３年度におい

ては、接続事業者様の需要増加の一巡等により調整

額がプラス（東日本：６.０億円 西日本：１５.７億円）に

転じたことによるものです。 

〇 中継光ファイバ接続料水準は接続事業者様の需要

の影響も大きく受けるため、今後の見通しを正確に予

測することは困難であり、仮に将来の接続料水準を一

定の前提を置いて推計しても、予測と実態に乖離が

発生することは避けられず、かえって接続事業者様の

混乱を招くおそれがある等、コストに見合う便益は得ら

れないと考えます。 

〇 また、接続料原価に見込んでいる報酬は、電気通

信設備を構築・維持・運営し、役務や機能を安定的に

提供するための資本コストであることから、資金調達の

実態を反映した会計実績に基づき適正に織り込まれ

るべきものであり、接続料の低廉化を目的に見直しを

検討するべきものではないと考えます。 

〇 なお、接続事業者様の予見性を高める観点から、こ

れまで行っている原価・需要等の毎年度１０月末（再

計算報告時）の事前の情報開示に加え、接続料の変

動に大きく影響する施策を実施する等の場合には、

○ 通信路設定伝送機能等のレガシー系設

備に係る接続料に関する情報の事前開示

については、毎年10月末に翌年度適用接

続料の見込みが開示されているところと承

知しています。 

○ また、通常予想される傾向と全く異なる金

額の変動が生じる可能性がある場合には、

接続事業者に対し、例えば申請接続料に

係る事業者向け説明会の機会を捉えて予

想される将来変動に関する補足説明を行う

などの方法により、できる限り早期の情報開

示が行われることが望ましいことから、総務

省からＮＴＴ東日本・西日本に対してその旨

の要請(※)がなされたものと承知していま

す。 

○ ＮＴＴ東日本・西日本においては、中継ダ

ークファイバの需要に係る今後の見通しに

ついて、これまでの要請の趣旨を踏まえ、接

続料の変動に大きく影響する施策を実施す

る場合などには、10月末（再計算報告時）の

事前開示を待たず情報提供を行うなどでき

る限り早期の情報開示を行うことが適当であ

ると考えます。 

〇 なお、報酬については、考え方 12 のとおり

無 
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当該事前の情報開示を待たずに情報提供を行う等、

可能な限り早期の情報開示を行っていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 アルテリア・ネットワークス殿の意見に賛同します。中

継光ファイバ接続料について適正性・予見性を確保

いただくことが必要と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 アルテリア殿意見の通り、中継ダークファイバ原価の

うち、報酬が増加傾向にあり、NTT東日本殿で前年度

比+26.9%、NTT西日本殿は前年度比＋29.7%と報酬

が上昇しており、令和６年度接続料から10％以上単金

が上昇しています。中継ダークファイバ以外でも、ドラ

イカッパではNTT東日本殿は前年度比+18.9%、NTT

西日本殿は前年度比＋19.7%、加入光ファイバ接続

料においても、令和7年度認可申請における乖離額

調整によりNTT東日本殿で＋39億円、NTT西日本殿

で＋50億円報酬分として原価が加算されており、NTT

東西殿の第一種指定電気通信設備の接続料全体に

影響が生じている状況にあります。そのため、次年度

の接続料算定に向けて、早急に報酬の在り方につい

て議論すべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 (再意見12のとおり。） 

（KDDI株式会社） 

です。 

 
※「令和元年度の接続料の改定等に関して講ずべき措置

について（要請）」（令和元年６月21日総基料第38号）記

１ 

 

意見38 

● 工事費・手続費の算定に用いる作業単金が人件費の増

加等の影響により上昇。開通時の手続の見直しにより、コ

スト効率化を図ることが適当。 

● 作業単金・工事費増加の影響を可視化・極小化するため

に、その要因及び増加額の情報開示を要望。 

再意見38 

■ 今年度の労務費上昇要因は賃金引上げであり、今

後も料金変動の要因等の説明に努めていく考え。 

■ シェアドアクセスにおける無派遣開通工事等のコス

ト効率化を引き続き検討。 

 

考え方38  
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● 賛同意見（２者）。 

〇 令和７年度における接続に係る業務に関する工事費・手

続費について、その算定に用いる作業単金が人件費の増

加等の影響により上昇しているところ、無派遣工事など開

通時の手続の見直しにより、コスト効率化を図ることが適当

と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 今後も様々な理由により作業単金・工事費の増加が見込

まれるところ、その影響を可視化・極小化するためにも、実

際にこうした増加が生じる場合には、その要因及び増加額

について情報開示が行われるべきであると考えます。 

（楽天モバイル株式会社） 

〇 当社はこれまでも、毎年の認可申請において作業

単金を構成する労務費・物件費等の内訳毎の原価を

算定根拠にて開示するとともに、接続約款変更の認

可申請に関する事業者説明会にて変動要因の説明

を実施してきたところです。今年度においては、賃金

引上げが要因となり労務費が増加しておりますが、今

後も接続事業者様に料金変動の要因等をご理解いた

だけるよう丁寧な説明に努めていく考えです。 

〇 接続事業者様からのご要望も踏まえ、加入光ファイ

バのシェアドアクセスにおける無派遣開通工事を含め

たコスト効率化を引き続き検討していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 楽天モバイル殿の意見に賛同します。工事費・手続

費の上昇について、NTT東西殿におかれては、要因

及び増加額について情報開示いただいた上で、無派

遣工事など開通時の手続の見直しにより、コスト効率

化を図ることが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 SNC殿意見の通り、昨今の人件費の増加している状

況を鑑みれば、無派遣工事の導入や範囲の拡大、そ

の他作業内容の見直しや効率化を図ることにより、工

事費等の削減を行うべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

〇 ＮＴＴ東日本・西日本において、引き続き

効率化及び費用削減の取組を進めるととも

に、接続料の変動要因について、接続事業

者に丁寧に説明することが適当であると考

えます。 

 

無 
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４ その他の事項 

意見39 

● ＩＰｏＥのゲートウェイルータ（以下「ＧＷＲ」という。）の利用中

止費の扱いは、あくまで過渡的な措置として例外的に許容さ

れているに過ぎない。 

● 本申請において、NTT西日本で単県ＰＯＩの増設が完了した

ため、本則通り計算すべき。 

● ＰＯＩの増設等は日常的な作業であり、各事業者が利用した

期間に比例した接続料を支払うことにするのが公平。 

● また、IPoE方式の利用ポート数は増加が見込まれること、

転用は容易であることから本則に戻しても、他事業者に不当

な負担を強いることはない考え。 

再意見39 

■ ＧＷＲについては接続事業者への影響を踏まえて、毎

年度附則６項許可を申請してきた。 

■ 接続研で示された考え方から状況の変化はない認

識。 

考え方39  

〇 IPoEのゲートウェイルータの利用中止費の扱いについて

は、網使用料化後も「当分の間」の措置として網改造料に

準ずる扱いが認められていますが（接続料規則平成30年2

月26日附則6項）、すでに当協会が再三主張している通り、

あくまで過渡的な措置であることに留意すべきです。今回

申請があったIPoEのゲートウェイルータについては、速や

かに本則通り計算すべきです。 

〇 接続料の算定等に関する研究会 第六次報告書では、

「ＮＴＴ東日本・西日本による単県ＰＯＩの増設が現在も続

いている状況であり、それに伴い、ＶＮＥ事業者が利用す

るＰＯＩの種別やポート数も変動しており、また、各社の戦略

に応じてＰＯＩの利用形態が多様化している状況。このよう

な変動期において、原則（網使用料での算定）に戻すこと

は、ＶＮＥ事業者の経営に与える影響が大きく、現時点に

おいて直ちに原則に戻すことは適当ではない。」とされて

いますが、今回の申請においては、ＮＴＴ西日本において

は単県ＰＯＩの増設が完了したことをふまえ、第六次報告書

にもありますとおり、「（全略）現時点において、当該増設が

落ち着くものと想定される2025年を目途に、改めて利用中

止費の経過措置を維持すべき事情があるかについて研究

〇 関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方式で接続する場

合）（以下、ＧＷＲといいます）は省令改正（平成３０年

総務省令第６号）を踏まえて、網改造料から網使用料

に変更したものですが、当該機能の利用が始まったと

きからの前提である、利用を停止したことに伴う費用を

当該事業者に個別負担いただくという方法を変更す

ると、接続事業者様への影響が大きいことから、従前

どおりの負担方法とする必要があるため、毎年度附則

第６項の規定に基づく附則許可を頂いてきたところで

す。 

〇 また、「接続料の算定等に関する研究会」第六次報

告書においても、「各社の戦略に応じてＰＯＩの利用形

態が多様化している変動期において、原則（網使用

料での算定）に戻すことは、ＶＮＥ事業者の経営に与

える影響が大きく、現時点において直ちに原則に戻

すことは適当ではない。これらの状況はＮＴＴ東日本・

西日本による単県ＰＯＩの増設が続く間は継続するも

のと想定される」との考え方が示されており、現時点に

おいてもこの状況に変化はないと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

〇 本件接続料は、網使用料として設定する

形が原則です。 

〇 現状の取扱いについては接続研における

所要の議論を踏まえたものであり、当面の間

の経過措置である限りにおいて、法令の規

定・趣旨に照らしても適切なものと考えま

す。 

〇 なお、経過措置を維持すべき特段の事情

があるかについては、ＮＴＴ東日本・西日本

による単県ＰＯＩの増設状況及び御意見の

観点も踏まえつつ、改めて関係事業者の意

見を踏まえて、令和７年をめどに検討するこ

とが適当であると考えます。 

〇 ＮＴＴ東日本・西日本及びＶＮＥ事業者等

においては、将来的には利用中止費の扱

いが原則に戻ることを念頭に置き、必要な

対応を検討していくことが適当であると考え

ます。 
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会において検討し、特段の事情が認められない限り、その

時点で原則に戻すことが適当。」とありますとおり、原則に

戻すべきと考えます。また、トラフィックが年々増大している

今日、ＰＯＩの増設、種別変更、ポート数の変動は例外的な

ものではなく、日常的な作業と考えられるべきで、その点で

も利用中止費の経過措置は特段の事情とは言えず、廃止

し各事業者が利用した期間に比例した接続料を支払うこと

にするのが公平です。また、IPoE方式の利用ポート数は今

後も増えることが見込まれることと、そもそも複数の事業者

で共用することを最初から前提にして設置された装置であ

るので、退出した事業者があっても転用は容易です。現行

の経過措置は新規参入の障壁になりますが、これを廃止し

て本則に戻しても、他の事業者に不当な負担を強いること

はありません。 

（一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会） 

意見40 

● 本申請において、能登半島地震に伴う特別損失への対処

が行われているが、大規模災害の発生により事業者に過度

な負担が生じることの配慮を要望。 

再意見40 

■ 適正な接続料原価及び接続料を算定するために、災

害に伴う特別損失を接続料原価に算入することが適

当。接続事業者様の予見性に資する情報開示を早期に

行うように努める考え。 

考え方40  

〇 NTT西日本殿の申請において、能登半島地震に伴う特

別損失への対処が令和７年度（令和７年１月から令和８年３

月までの1年3か月）の接続料に反映する形が取られていま

す。その負担はサービス提供事業者に帰結するところ、南

海トラフ地震等の大規模災害の発生の可能性が指摘され

る中、短期間での多額の処理など、当該事業者に過度な

負担が生じることのないよう配慮頂きたく存じます。 

（楽天モバイル株式会社） 

〇 災害に伴う特別損失は、被災した電気通信役務に

係る設備の除却損・撤去費用・応急復旧・原状回復費

用及び復旧に係る人的・物的支援に係る費用等であ

り、第一種指定電気通信設備の維持・運営に係る費

用そのものであることから、適正な接続料原価及び接

続料を算定するためには、災害に伴う特別損失を接

続料原価に算入することが適当であると考えます。 

（NTT東日本・西日本） 

〇 なお、接続事業者様の予見性確保のため、２０２４年

１０月の再計算報告時には特別損失の影響を開示し

たところですが、今後も引き続き接続事業者様の予見

性に資する情報開示を早期に行うように努める考えで

〇 災害特別損失を計上する場合において、

３条許可を受けて接続料原価に算入すると

きについては、総務省から接続会計の公表

の際の開示に加え、予見性の確保の観点

から、災害特別損失の接続料原価への算

入状況に係る情報を接続料の認可申請より

も可能な限り早い時期に関係事業者に開示

することについて検討することの要請（※）が

されているところであり、今後もこれによるこ

とが必要と考えます。 

〇 本件認可申請において接続料原価に算

入されている能登半島地震に伴う災害特別
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す。 

（ＮＴＴ西日本） 

損失については、その内容について、当該

特別損失は被災した第一種指定電気通信

設備の維持・運営に係る営業費用に相当す

るものであることから、当該特別損失を接続

料原価に算入することが適当と認められるも

のと考えます。 

 
※ 「実際原価方式に基づく平成26年度の接続料の改定

等に関して講ずるべき措置について（要請）」（平成26年

３月31日総基料第58号）記２ 

意見41 

● メタル回線設備の撤退時期やサービス移行に関する具体

的な情報の開示を要望。 

● また、上記詳細の検討に当たっては、公共の場においての

実施を要望。 

再意見41 

■ メタル回線設備の縮退にあたっては段階的に、移転等

の申込を契機とした移行勧奨～エリア単位での移行を

実施する考え。 

■ メタルの維持限界への対応に向けた具体的計画や影

響、代替サービスは現在検討中であり、適時公表・説明

する。 

 

● 賛同意見（３者）。 

考え方41  

〇 「メタル回線設備の縮退が、NTT東西のメタル固定電話

の利用者だけでなく、競争事業者を含めて多様な関係者

に影響を与える可能性がある」（「市場環境の変化に体操

した通信政策の在り方 最終答申」（令和７年２月３日情報

通信審議会）P24）ことから、NTT東西殿における現時点で

のメタル回線設備の撤退時期及び既存利用者のサービス

移行に関する具体的な情報を可及的速やかに開示頂きた

く存じます。 

〇 また、今後その詳細を検討する際には、「PSTNマイグレ

ーション」について情報通信審議会の電気通信事業政策

部会に設けられた電話網移行委員会で議論されたように、

公共の場において議論を行い、競争事業者を含む多様な

関係者の意見を組み入れて頂きたく存じます。 

（楽天モバイル株式会社） 

〇 当社としては、メタル設備を用いた固定電話の利用

の減少等を踏まえれば、将来にわたってメタル設備を

用いた固定電話を継続することは現実的ではないた

め、２０３５年度を目途に縮退する考えであり、縮退に

あたっては、加入電話をご利用中のお客様にご不便

をおかけしないよう、短時間で急速な移行を行うので

はなく、段階的に、移転等の申込を契機とした移行勧

奨～エリア単位での移行を実施する考えです。 

〇 メタルの維持限界への対応に向けた具体的計画や

影響、代替サービス（現時点では光回線電話、モバイ

ル網を利用した固定電話等を想定）については、「市

場環境の変化に対応した通信政策の在り方」（令和５

年諮問第２８号）に関する情報通信審議会からの最終

答申も踏まえつつ、現在検討中であり、お示しできる

○ メタル回線設備の縮退は、加入光ファイバ

等の接続料への影響を含め、多様な関係

者に影響を与える可能性があると考えます。 

〇 このため、ＮＴＴにおいて、メタル回線設備

の縮退等に関する具体的な移行計画を早

急に策定した上で、 総務省においては、有

識者や関係事業者等の意見も聴きながら、

検証することが適当であると考えます。 
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タイミングで公表するとともに、接続事業者様に対して

も、丁寧な説明を実施する考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

〇 楽天モバイル殿の意見に賛同します。NTT東西殿

における現時点でのメタル回線設備の縮退時期及び

既存利用者のサービス移行に関する具体的な情報を

可及的速やかに開示いただくとともに、今後その詳細

を検討する際には競争事業者を含む多様な関係者

の意見を反映していただくことが適当と考えます。ま

た、メタル回線設備の売却益については、適切な会

計処理を行っていただいた上で、メタル固定電話の

既存利用者の移行に要する費用への充当等のほか、

メタル回線設備の縮退によりコスト上昇が想定される

加入光ファイバ接続料の低廉化を図るために活用す

ることが適当と考えます。 

（ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社） 

 

〇 （再意見21のとおり。） 

（ソフトバンク株式会社） 

 

〇 （再意見９のとおり。） 

（KDDI株式会社） 

意見42 

▲ 利益率が低い都道府県で他の通信会社との競争が価格競

争ができていない等の状況についても考慮してほしい。 

再意見42 考え方42  

〇 利益率が低い都道府県は、行政職員や経済界等への広

報が出来ておらず、都道府県民も不要と考えている方が多

いケースと他の通信会社との競争が価格競争ができてい

ないことが結論としてあると思います。 

〇 10Gpbsがどれだけ生活を便利で豊かにしてくれるのか理

解する方々が少ないと契約を引かないですし、他の通信

 〇 意見については、本意見募集の対象外で

す。 
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会社の方が価格帯が安いためNTTを使わないというのが

正直あると考えます。 

〇 利益率を上げる努力をされながら費用を上げないと同じ

ように利益率が悪くなってしまいます。 

〇 そのような所も考慮して頂きたいです。 

（個人A） 

意見43 

▲ 光回線市場の健全な競争環境の構築・地方における高

速通信インフラの普及促進のために、競争環境の整備・

地方自治体への啓発活動・国民への情報提供を要望。 

再意見43 考え方43  

〇 光回線市場の独占的状況と価格競争の不足 

〇 光回線市場は、主要なインフラを保有する事業者が限ら

れており、特にNTT東日本・西日本が大きなシェアを占め

ています。このような市場構造は、価格競争の不足やサー

ビス多様化の遅れを招く可能性があります。実際、過去に

はNTT東日本がFTTHサービス「Bフレッツ・ニューファミリ

ータイプ」の料金設定において、独占禁止法違反と認定さ

れた事例もありました。 

 

〇 地方における10Gbps光回線の優位性と生活へのメリット

の理解不足 

〇 地方の行政、経済界、国民の間では10Gbps光回線の優

位性や生活へのメリットが十分に理解されていません。高

速・大容量の通信インフラは、テレワークの推進、オンライ

ン教育の充実、医療サービスの遠隔提供など、地域の活

性化や住民の生活向上に直結します。しかし、その重要性

が十分に伝わっておらず、結果としてインフラ整備の遅れ

や利用促進の障壁となっています。 

 

改善に向けた提案 

 

〇 競争環境の整備 

 〇 意見については、本意見募集の対象外で

す。 

無 

80



〇 公正取引委員会と総務省が連携し、電気通信事業分野

における競争の促進に関する指針を策定しています。この

指針を基に、事業者間の公正な競争を促進し、価格競争

を活性化させる取り組みが必要です。 

 

〇 地方自治体への啓発活動 

〇 総務省の「ブロードバンド基盤の在り方に関する研究会 

最終収めりまとめ」では、高速回線の必要性を地方自治体

に理解してもらうための制度設計が求められています。地

方自治体や経済団体に対し、10Gbps光回線の実装による

地域振興や住民サービス向上の具体的事例を共有し、理

解を深めるためのセミナーやワークショップの開催を提案し

ます。 

 

〇 国民への情報提供 

〇 高速通信インフラの利便性や生活へのメリットを国民に広

く伝えるため、政府や関連団体が主催となり、広報活動や

教育プログラムを展開することが重要です。 

 

〇 これらの取り組みにより、光回線市場の健全な競争環境

の構築と、地方における高速通信インフラの普及促進が期

待されます。 

（個人A） 

意見44 

 

再意見44 

▲ 「フレッツ・クロス」においても、網内折り返し機能につ

いて、利用者の申出によってその機能をNTT側で無効

化することができるよう要望。 

考え方44  

 〇 意見募集対象とは少し離れた意見となるが、国民と

しては、現在NTT東西が提供している「フレッツ・クロ

ス」について、IPoE通信において用いられる網内折り

返し機能について、「フレッツ・ネクスト」までと同様に

利用者の側で申出によりNTT側において扱いをオフ

〇 意見については、本意見募集の対象外で

す。 
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と出来ない事について、不満かつ不安である。 

〇 通信については必ずどこかかしらにログイン（PPP等

による）を行ってから行うべきと考え・ポリシーの者にと

って不都合であるとともに、セキュリティに関しての問

題が増えうる部分があると思われるのであるが（法的な

保護・罰則の弱化なども含む）、国・NTT東西には、

「フレッツ・クロス」においても、網内折り返し機能につ

いて、利用者の申出によってその機能を（利用者の使

用する手元の機器ではなく）NTT側で無効化する事

が出来るように改めていただきたい。 

（個人H） 

 

以上 
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情 郵 審 第 ※ 号  

令和７年※月※日 

 

総 務 大 臣 

村 上 誠 一 郎 殿 

 

 

 

 

情報通信行政・郵政行政審議会 

会 長  相 田  仁 

 

 

 

 

答 申 書（案） 

 

 

令和７年１月21日付け諮問第3191号をもって諮問された事案について、審議の結果、下

記のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本・西

日本」という。）の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の認可（令和７年度

の接続料の改定等）については、諮問のとおり認可することが適当と認められる。 

 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当審議会の考え方は、別添のとおりであり、総

務省においては、以下の措置が講じられることを要望する（括弧内は別添において対応す

る当審議会の考え方）。 

 

ＮＴＴ東日本・西日本に対し、令和６年度の加入光ファイバ等の提供遅延及びその改善

の状況について、総務省に報告すること。（考え方 19） 

 

以上 

印 
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東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の
第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の

認可申請に関する説明
（令和７年度の接続料の改定等）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等

② 令和７年度の次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等に係る接続料の改定等

 ③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等

令和７年１月
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11接続約款の変更認可申請に係る申請日等

１．申請者

東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）

代表取締役社長 澁谷 直樹

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）

代表取締役社長 北村 亮太
（以下「ＮＴＴ東日本」及び「ＮＴＴ西日本」を｢ＮＴＴ東日本・西日本｣という。）

２．申請年月日

令和７年１月17日(金)

３．主旨

例年の会計整理・再計算の結果等を踏まえ、
① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等
② 令和７年度の次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等に係る接続料の改定等
③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等
④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等
を行うため、接続約款の変更を行うもの。

４．実施予定期日

認可後、令和７年４月１日（火）より適用
※一部の次世代ネットワーク（ＮＧＮ）に係る機能等については、令和７年１月１日（水）に遡って適用
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22接続約款の変更認可申請の全体像

接続料改定等に際して必要となる行政手続 主な接続料の算定方法・期間

接続約款変更の認可（電気通信事業法第33条第２項）
接続料規則第３条(※)に基づく

許可等
R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度

【今次申請】加入光ファイバに係る接続料の改定等
（シェアドアクセス方式、シングルスター方式の接続料 等）

・乖離額調整 等

【今次申請】ＮＧＮに係る接続料の改定等
（光ＩＰ電話の接続料、ＩＰｏＥ方式に係る県間接続料 等）

・乖離額調整 等

【今次申請】実績原価方式に基づく接続料の改定等
（ドライカッパ、メタル専用線の接続料、工事費・手続費 等）

・特設公衆電話に係る費用の扱い

・IPoEのＧＷルータの利用中止費 等

【今次申請】LRIC方式に基づく接続料の改定等
（メタルＩＰ電話の接続料の一部機能 等）

-

※ 接続料は、第一種指定電気通信設備接続料規則（以下「接続料規則」という。）に定める方法により算定された原価及び利潤に照らし公正妥当なものであることが求められるが、「特
別の理由」がある場合には、接続料規則第３条ただし書の規定に基づき、総務大臣の許可を受けて別の算定方法を採用することが可能（３条許可）。

実績
原価

接続約款の認可申請に併せて行われる報告 ・接続料と利用者料金の関係の検証（スタックテスト）

○ 今回、実際費用方式（将来原価方式及び実績原価方式）、長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式に基づく令和７年度の接続料の改定等につい
て申請があったもの。

実績
原価

LRICLRIC

将来原価（３年）

（県内等）将来原価

（３年９ヶ月）

（10Gb/sインタフェース）

将来原価（５年）

（県間）将来原価

（１年７ヶ月）

実績
原価

LRIC

（10Gb/sインタフェース）
将来原価（５年）

（県間）将来原価
（４年３ヶ月）

（県内等）将来原価
（４年３ヶ月）
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主な変更・報告内容等
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44

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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55加入光ファイバ接続料の将来原価方式での算定範囲 

シェアドアクセス方式※１

ＮＴＴ局舎から局外スプリッタまでの光ファイバに係るコストを需要（光ファイバの総芯線数）で除して算定。

シングルスター方式

ＮＴＴ局舎から集合住宅等の終端盤までの光ファイバに係るコストを需要（光ファイバの総芯線数）で除して算定。

※１ シェアドアクセス方式に係る光ファイバのコストについては、シングルスター方式における光ファイバの総コストのうち、引込線（分岐端末回線）以外の部分を算定。
※２ 主配線盤（ＦＴＭ）の１芯当たり単価は、シングルスター方式、シェアドアクセス方式ともに、ＦＴＭに係るコストを、ＦＴＭを使用する光ファイバの総芯線数で除して算定。
※３ 接続約款上は、シェアドアクセス方式は主端末回線のほか局外スプリッタ、施設設置負担加算料を含んだ額を接続料として規定。シングルスター方式の接続料は、契約時に施設設

置負担金を一括して支払うサービス（ＩＮＳネット1500、高速ディジタル伝送サービス）においても適用されるため、施設設置負担加算料と加入光ファイバの接続料を別々に規定。

ＮＴＴ局舎

ケーブル 電柱

主配線盤
（ＦＴＭ）

屋外
キャビネット 局外スプリッタ（８分岐）

【実績原価方式】 ＮＴＴ局舎

クロージャ
電柱 主配線盤

（ＦＴＭ）

加入光ファイバ
(分岐端末回線)

戸建住宅等

集合住宅
モバイル基地局 等

加入光ファイバ
(主端末回線)

シングルスター方式

シェアドアクセス方式

加入光ファイバ
(シングルスター方式)

光屋内配線

ONU

光コンセント

【赤字・赤線が将来原価方式での算定範囲】

施設設置負担加算料

施設設置負担加算料
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6

2,675円

2,490円

2,278円

1,802円

1,769円

1,656円

1,476円

1,779円

1,812円

1,833円

3,163円

2,953円

2,764円

2,256円

2,244円

2,153円

1,942円

2,162円 2,208円

2,254円

2,679円

2,553円

2,360円

1,794円

1,758円

1,617円 1,510円

1,773円

1,796円

1,818円

3,302円

3,159円

2,978円

2,372円

2,361円

2,195円

2,053円

2,271円
2,306円 2,366円

1,200円

1,300円

1,400円

1,500円

1,600円

1,700円

1,800円

1,900円

2,000円

2,100円

2,200円

2,300円

2,400円

2,500円

2,600円

2,700円

2,800円

2,900円

3,000円

3,100円

3,200円

3,300円

3,400円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

（▲11円） 

（▲606円） 

（▲181円） 

（▲143円） 

（+220円） 

（▲211円） （▲91円） 

（▲12円） 

（▲508円） 

（▲189円） 

（▲210円） 

（+33円） 

（+303円） 

（▲180円） 

（▲113円） 

（▲33円） 

（▲476円） 

（▲212円） 

（▲185円） 

（+23円） 

（+263円） （▲107円） 
（▲141円） 

（▲36円） 

（▲566円） 

（▲193円） 

（▲126円） 

（▲268円） 

（▲254円） 

（▲185円） 

（▲51円） 

加入光ファイバの接続料の推移

○ 加入光ファイバについては、今後も新規かつ相当の需要を見込まれるサービスであること及び接続事業者の予見性を確保する必要があ
ることから、令和５年度の接続料の改定（令和５年５月26日諮問、７月31日答申・認可）において、令和５年度から令和７年度までの３年間について年
度ごとのコストと需要を予測して算定する将来原価方式（第１号将来原価方式）により算定され、認可済み。

○ 今回、当該認可済接続料について、３条許可に基づいて乖離額調整を行い、令和５年度の収入と接続料原価の差額に係る見込み値と実
績値の差額を接続料原価に加えて再算定したところ、令和７年度の適用接続料は、認可済接続料から＋87円～＋121円程度上昇。

●ＮＴＴ東日本
（シングルスター方式）
●ＮＴＴ西日本
（シングルスター方式）
※点線は各算定期間当初申請
における申請接続料

■ＮＴＴ東日本（シェアドアクセス方式）
■ＮＴＴ西日本（シェアドアクセス方式）
※点線は各算定期間当初申請における申請接続料

前々算定期間
（平成28年度～令和元年度）

前算定期間
（令和２年度～令和４年度）

今次算定期間
（令和５年度～令和７年度）

（+35円） 
（+218円） 

（▲142円） 

（▲166円） 

（+46円） 

令和元年度適用接続料については、乖
離額調整のほか、同年度期首に行った
光ファイバの耐用年数の見直しを反映
したもの。

（+22円）

（+21円）

（+46円）

（+60円）

シェアドアクセス シングルスター

ＮＴＴ
東日本

1,746円→1,833円
（対認可済+87円）

2,148円→2,254円
（対認可済+106円）

ＮＴＴ
西日本

1,730円→1,818円
（対認可済+88円）

2,245円→2,366円
（対認可済+121円）

（かっこ内は対前年度増減）

＜主な増加要因（対予測値）＞  【東】設備管理運営費（道路占用料等）＋７億、報酬等＋39億円 【西】特別損失（能登地震）＋14億円、報酬等＋50億円
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ＮＴＴ東日本（令和５年度） ＮＴＴ西日本（令和５年度）
予測値 実績値 増減額 予測値 実績値 増減額

（①） （②） （②）-（①） （①） （②） （②）-（①）

接続料原価（億円） 1,048 1,100 52 844 892 48
設備管理運営費 1,166 1,173 ７ 1,057 1,038 ▲19
特別損失 0 0 0 0 14 14
報酬 603 642 39 405 455 50
控除額 ▲704 ▲698 ６ ▲632 ▲629 ３
乖離額 ▲17 ▲17 0 14 14 0

自己資本利益率
5.07% 5.35% 0.28% 5.07% 5.35% 0.28%

リスクフリーレート 0.09% 0.62% 0.53% 0.09% 0.62% 0.53%

自己資本比率 75.3% 74.5% ▲0.8% 51.8% 53.4% 1.6%

収入（億円） 1,048 1,048 ▲1 844 845 １

調整額（接続料原価－収入）（億円） 0 53 53 0 47 47

芯線数（万芯） 455 455 0 364 365 1

加入光ファイバ接続料（将来原価方式）の乖離額調整

○ 接続料規則においては、第１号将来原価方式による接続料算定で生じた調整額については０と規定（第12条の２第１項）とされており、現行
制度上、実績費用と実績収入の差額（乖離額）を接続料原価に算入することは、原則として認められていない。

○ しかし、前算定期間における加入光ファイバ接続料については、３条許可（令和５年７月31日付け総基料第161号）により、（第１号将来原価方式で算定されて

いるものの）特例的に各年度における乖離額を翌々年度以降の接続料原価に算入することが認められている。

○ 今回、令和５年度に係る実績が確定したため、実績収入と実績原価の差額（実績差額）を令和７年度の接続料原価に算入する旨の３条
許可申請が行われている（令和７年１月17日付け東相制第000200000524号及び相制第155500000432号）。

○ 令和５年度の実績差額は、予測値と比較して、収入においてはほとんど差分が生じなかったものの、接続料原価において、

・ 設備管理運営費については、ＮＴＴ東日本・西日本双方において費用の効率化等による負の差分があった一方で、ＮＴＴ東日本に
おいて東京都内の道路占用料の上昇等のコストの増加があり、結果としてＮＴＴ東日本で＋７億円、ＮＴＴ西日本で▲19億円の差分

・ 報酬においては、国債利回りの上昇による自己資本利益率及び他人資本利子率の上昇等の影響により、ＮＴＴ東日本で＋39億円、
ＮＴＴ西日本で＋50億円の差分

が生じており、合計すると、ＮＴＴ東日本で＋53億円、ＮＴＴ西日本で＋47億円の正の差分が生じている。

○ 本乖離額を令和７年度予測芯線数（ＮＴＴ東日本：467万芯線、ＮＴＴ西日本：378万芯線）で除した額が令和７年度接続料に反映される。
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8シェアドアクセス方式に係る接続料（令和７年度申請接続料）

局外スプリッタ(8分岐)
ＮＴＴ局舎
収容ビル

クロージャ
電柱 ＦＴＭ

戸建住宅等

ONU

光コンセント

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する加入光ファイバ（シェアドアクセス方式）の各種設備（光屋内配線から主端末回線まで）を、他の電
気通信事業者が接続ルールに従って利用する場合に支払うべき接続料は、次のとおり。

〇 光信号主端末回線は芯線単位で利用するため、芯線の収容率が上がると１収容あたりの接続料負担が低減していく構造となっている。

〇 例えば、主端末回線に１芯線あたり４ユーザ収容した場合には、ＮＴＴ東日本ではユーザ当たり1,114円、ＮＴＴ西日本では1,228円で
ＮＴＴ局舎からユーザ宅までのシェアドアクセス方式の接続が利用可能。

光屋内配線加算額※２ 光信号分岐端末回線※３ 回線管理運営費 光信号主端末回線

ＮＴＴ東日本
209円(196円)

/分岐端末回線

407円（367円）

/分岐端末回線

40円（43円）

/分岐端末回線

1,833円（1,812円）

/主端末回線

ＮＴＴ西日本
201円（187円）

/分岐端末回線

500円（468円）

/分岐端末回線

72円（75円）

/分岐端末回線

1,818円（1,796円）

/主端末回線

※１ 光屋内配線加算額、光信号分岐端末回線、回線管理運営費は実績原価方式により算定。光信号主端末回線は将来原価方式により算定。
※２ 光屋内配線加算額は、引込線と一体として設置される場合にのみ適用される。
※３ ＮＴＴ東日本・西日本の屋内配線を引込線と一体として設置する場合に適用される分岐端末回線の接続料。
※４ 令和５年能登半島地震に起因する災害特別損失を接続料原価に算入した令和７年度接続料。
※５ 括弧内は令和６年度適用接続料。

収容数 1 2 3 4 5 6 7 8

ＮＴＴ東日本 2,489円 1,573円 1,267円 1,114円 1,023円 962円 918円 885円

ＮＴＴ西日本 2,591円 1,682円 1,379円 1,228円 1,137円 1,076円 1,033円 1000円

収容数ごとの１収容（ユーザ）あたり接続料

接続事業者網
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① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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1010

機能名 接続料設定単位
令和７年１月～令和10年度

申請接続料
令和３年度～令和６年12月

適用接続料
令和７年１月～令和10年度

申請接続料
令和３年度～令和６年12月

適用接続料

端末系ルータ
交換機能

１Gbit/sタイプ

下記以外
１装置（収容ルータ）ごと・
月額

46.3万円（＋13.8%） 40.7万円 48.0万円（＋11.1%） 43.2万円

専らIP電話の提供の
用に供するもの

１装置（SNIルータ（IP電
話））ごと・月額

49.0.万円（▲17.6%） 59.5万円 33.1万円（▲34.6%） 50.6万円

10Gbit/sタイプ
１装置（収容ルータ）ごと・
月額

99.6万円（＋41.3%） 70.5万円 93.3万円（＋34.2%） 69.5万円

一般収容ルータ
優先パケット識別
機能

１Gbit/sタイプ
10Gbit/sタイ
プ

SIPサーバを用いて
制御するもの

１chごと・月額 3.01円（＋40.7%） 2.14円 2.41円（＋17.0%） 2.06円

優先クラスを
識別するもの

契約数ごと・月額 2.92円（＋20.2%） 2.43円 2.39円（＋5.3%） 2.27円

上記以外 １装置（収容ルータ）ごと・月額 11,917円（＋44.2%） 8,267円 11,478円（＋37.4%） 8,354円

関門系ルータ
交換機能

網終端装置（PPPoE接続）（※） １装置（網終端装置）ごと・月額 36.1万円（＋49.2%） 24.2万円 53.6万円（＋88.7%） 28.4万円

ゲートウェイルータ（IPoE接続） １ポートごと・月額 資料37頁参照 資料37頁参照 資料37頁参照 資料37頁参照

ゲートウェイルータ（ＩＰ音声接続） １秒ごと 0.000007753円（▲51.0%） 0.000015833円 0.000010547円（▲42.0%） 0.000018197円

SIPサーバ機能
専ら光IP電話の提供の用に供するもの １通信ごと 1.24059円（+59.3%）

0.77885円
1.13176円（+67.2%）

0.67708円
上記以外の場合 １通信ごと 0.46312円（▲40.5%） 0.37153円（▲45.1%）

SIP信号変換機能 １通信ごと 0.030195円（▲40.6%） 0.050835円 0.030820円（▲48.9%） 0.060322円

番号管理機能 １通信ごと 0.034153円（＋27.0%） 0.026894円 0.034563円（＋4.9%） 0.032936円

ドメイン名管理機能 １通信ごと 0.017413円（▲47.2%） 0.032998円 0.014327円（▲58.4%） 0.034415円

一般中継系ルー
タ交換伝送機能

一般中継局
ルータ・伝送
路

ベストエフォート

１Mbitごと・月額

0.000026010円（▲47.9%） 0.000049946円 0.000030759円（▲57.5%） 0.000072345円

優先クラス 0.000024938円（▲57.3%） 0.000058437円 0.000022132円（▲73.6%） 0.000083919円

高優先クラス 0.000032720円（▲47.6%） 0.000062433円 0.000038725円（▲57.2%） 0.000090431円

最優先クラス 0.000032877円（▲47.8%） 0.000062933円 0.000038848円（▲57.4%） 0.000091155円

ＮＧＮの県内通信用設備に係る法定機能接続料について

※ 網改造料により負担されているものを除く。
※ 端末系ルータ交換機能（10Gbit/sタイプ）、一般収容局ルータ優先パケット識別機能（10Gbit/sタイプ）は令和２年度～令和６年12月 適用料金。
※ 一般収容ルータ優先パケット識別機能（1Gbit/sタイプ・10Gbit/sタイプ）のうち優先クラスを識別するもの、一般中継系ルータ交換伝送機能（優先クラス）については、現行算定期間に生じた乖離額調整後の接続料。

（括弧内は前期適用接続料比）

○ ＮＴＴ東日本・西日本の令和７年１月以降のＮＧＮに係る法定機能の接続料は、以下のとおり。

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本
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11

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

令和７年１月～
令和10年度

申請接続料※４

令和３年度～
令和６年12月
適用接続料

令和７年１月～
令和10年度

申請接続料※４

令和３年度～
令和６年12月
適用接続料

一般収容局ルータ接続
ルーティング伝送機能

<ＮＴＴ東日本・西日本のみ>

1G
１装置ごと・月額

102.0万円 (＋6.9%) 95.4万円 101.6万円 (＋1.0%) 100.6万円

10G 192.9万円 - - 226.7万円 - -

光ＩＰ電話接続機能※２ ３分当たり 2.14円 (＋56.2%) 1.37円 1.76円 (＋20.5%) 1.46円

一般収容ルータ
優先パケット識別機能

（優先クラスを識別するもの）

１契約ごと・月額 2.92円 (＋20.2%) 2.43円 2.39円 (＋5.3%) 2.27円

一般中継系ルータ
交換伝送機能※３

（優先クラス）

１Ｍｂｉｔごと・月額 0.000024938円 (▲57.3%) 0.000058437円 0.000022132円 (▲73.6%) 0.000083919円

ＮＧＮの県内通信用設備に係る法定機能接続料

■ 前算定期間の接続料との比較

組合せ適用対象の法定機能

一般収容局ルータ接続
ルーティング伝送機能

（収容局接続）

端末系ルータ交換機能（SNIルータ（IP電話）以外）、一般収容ルータ優先パケット識別機能（注）、関門系ルータ交換機能（網終端装置（ＩＳＰ））、一般中継系
ルータ交換伝送機能（ベストエフォートクラス） 注：ＳＩＰサーバを用いて制御するもの及び優先クラスを識別するもの以外

光ＩＰ電話接続機能※１

端末系ルータ交換機能（SNIルータ（IP電話））、一般収容ルータ優先パケット識別機能（SIPサーバを用いて制御するもの）、SIPサーバ機能（専ら光IP電話の提

供の用に供するもの）、ＳＩＰ信号変換機能、番号管理機能、ドメイン名管理機能、一般中継系ルータ交換伝送機能（最優先クラス・高優先クラス）、関門系ルー
タ交換機能（ゲートウェイルータ（東西間接続）、ゲートウェイルータ（IP音声接続））

■ 法定機能の組合せ

※１ IP通信網県間区間伝送機能を含む。

〇 一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能（10Gbit/sタイプ）について、一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能（1Gbit/sタ
イプ）と同様の組合せに対応できることとなったことから、新たに設定。

○ 光IP電話接続機能について、ＮＴＴ東日本・西日本において前算定期間の適用額と比べて上昇している主な理由は、平成20年のNGN構築の際
に設置を行ったSIPサーバが保守維持限界を迎えることに伴う更改投資により、コストが増加したことによるもの。

○ その他の機能については、収容ルータの更改投資など高速制御部に係る一部コストの増加により、ＮＴＴ東日本・西日本において、一
般収容ルータ優先パケット識別機能の接続料額が上昇。一般中継系ルータ交換伝送機能（優先クラス）は、保守業務等の内部効率化等の
コスト削減や需要増加等により、前算定期間の適用額と比べて低減。

※２ 令和３年度～令和６年12月の適用接続料は、光ＩＰ電話接続機能の接続料に中継交換機能（３分当たり）とIP通信網県間区間伝送機能（３分当たり）を加算したもの。
 令和７年１月～令和10年度の申請接続料は、光ＩＰ電話接続機能の接続料にIP通信網県間区間伝送機能（３分当たり）を加算したもの。

※３ 接続点のない網内折返し通信は、接続機能にならない。
※４ 現行の算定期間に生じた乖離額調整後の接続料。
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1212ＮＧＮの県内通信用設備に係る接続料（ＮＧＮ県内接続料）の概要

○ ＮＧＮについては、ＮＴＴ東日本・西日本が提供するＦＴＴＨアクセスサービスであるフレッツ光（光サービス卸を含む）やひかり電話、優先転送サービ
ス（他社利用分を含む）等のために利用されている。

○ これまで、令和３年４月～令和６年12月におけるＮＧＮの県内通信用設備に係る接続料の算定については、令和７年１月までの間に固定電話網を
PSTN（公衆交換電話網）からIP網に移行することを踏まえて、当該IP接続への切替の開始から完了までの接続料の急激な変動を緩和するため、接続
料規則第８条第２項第２号に基づき、３年９ヶ月の複数年度の将来原価方式により算定が行われた。

○ 今回申請のあった、令和７年以降のＮＧＮの県内通信用設備に係る接続料については、収容局ルータ及びSIPサーバについて保守限界を迎えるこ
とから、令和７年から令和10年度頃にかけて当該設備の大幅更改を予定しており、接続料の急激な変動を緩和するため、接続料規則第８条第２項第
２号に基づき、４年３ヶ月（令和７年１月～令和11年３月）の複数年度の将来原価方式により算定。

○ フレッツ光の契約数について、令和６年度の事業計画見込み値、及び販売状況等を踏まえ、ＮＴＴ東日本は▲３万契約純減、ＮＴＴ西日本は▲２万
契約純減と予測。

○ ひかり電話のチャネル数については、令和６年度の事業計画見込み値、及び販売状況等を踏まえ、ＮＴＴ東日本は▲23万契約純減、ＮＴＴ西日本
は▲21万契約純減と予測。

○ 優先転送サービスについては、令和５年度実績をもとに、令和７年１月以降の需要を＋２～３千契約と予測。

○ 投資については、これらの需要等に対応するために必要となる最小限の設備量を見込む。施設保全費等については、令和５年度実績をもとに、取
得固定資産価額の伸び率に効率化率を加味して算定。効率化率については、企業努力によるコスト効率化を見込み、▲３％／年と設定。

■ ＮＧＮに係る需要予測
令和５年度末

実績
令和６年度末

見込み
令和７年度末

予測
令和８年度末

予測
令和９年度末

予測
令和10年度末

予測

東
日
本

フレッツ光 【万契約】 1,326 1,323 1,320 1,317 1,314 1,311
（前年度比） ― （▲3） （▲3） （▲3） （▲3） （▲3）

ひかり電話 【万ｃｈ】 992 969 945 922 899 875
（前年度比） ― （▲23） （▲23） （▲23） （▲23） （▲23）

優先転送サービス 【千契約】 18 20 23 25 28 30
（前年度比） ― （＋2） （＋2） （＋2） （＋2） （＋2）

西
日
本

フレッツ光 【万契約】 1,024 1,022 1,020 1,018 1,016 1,014
（前年度比） ― （▲2） （▲2） （▲2） （▲2） （▲2）

ひかり電話 【万ｃｈ】 858 837 816 794 773 752
（前年度比） ― （▲21） （▲21） （▲21） （▲21） （▲21）

優先転送サービス 【千契約】 11 14 16 19 21 24
（前年度比） ― （＋3） （＋3） （＋3） （＋3） （＋3）96



13ＮＧＮの県間通信用設備に係る接続料（ＮＧＮ県間接続料）の概要
○ ＮＧＮの県間通信用設備については、電気通信事業法の一部を改正する法律(令和４年法律第70号)及び関連省令等（いずれも令和５年６

月16日施行）を踏まえ、第一種指定電気通信設備として適正原価・適正利潤の原則に基づき接続料を設定している。
○ これまで、IPoE接続、IP音声接続、及び優先パケット転送機能に係る県間接続料は、ＮＧＮ県内接続料の算定にあわせて、PSTN網からIP

網の移行を踏まえ、接続料規則第８条第２項第２号に基づき、令和６年12月までの複数年度の将来原価方式により算定が行われてきた。
○ 今回申請のあった、令和７年以降のＮＧＮの県間通信用設備に係る接続料については、全国集約ＰＯＩ及びブロックＰＯＩから単県ＰＯ

Ｉへの移行等が見込まれていることから、接続料の急激な変動を緩和するため、接続料規則第８条第２項第２号に基づき、４年３ヶ月（令
和７年４月～令和１１年３月）の複数年度の将来原価方式により算定。

○ ＩＰｏＥ接続に係る県間接続料については、現行の適用料金と比較して
全国集約ＰＯＩでＮＴＴ東日本▲9万円／ポートごと月額（▲1.3％）、ＮＴＴ西日本▲189万円／ポートごと月額（▲29.2％）、
ブロックＰＯＩでＮＴＴ東日本▲119万円／ポートごと月額（▲30.9％）、ＮＴＴ西日本▲143万円／ポートごと月額（▲26.6％）の低減となる。

○ ＩＰ音声接続及び優先パケットに係る県間接続料については、現行の適用料金と比較して
ＩＰ音声接続県間接続は、ＮＴＴ東日本で▲0.00124092円／３分あたり（▲26.0％）、ＮＴＴ西日本で▲0.00053028円／３分あたり（▲12.0％）の低減。

 優先パケット県間接続は、ＮＴＴ東日本で▲0.000100758円／１Mbitごと※（▲71.2％）、ＮＴＴ西日本で▲0.000119966円／１Mbitごと（▲92.0％）の低減。

※ ＮＴＴ東日本においては、優先パケット接続に係るトラヒック量の実績が予測を大きく上回ったことから、令和３年４月から令和６年12月において生じた乖離額を算入した場合、マイナスの乖離額が接続料
原価を上回り接続料が負の値となるため、当該期間に生じた乖離額を接続事業者と個別精算する旨を接続約款の附則に記載する旨の申請があった。これに伴い、当該個別精算に伴う影響については、令和６年
度接続料において行う。

■ ＩＰ音声県間接続に係る接続料金

■ 優先パケット県間接続に係る接続料金

令和６年度
予測

令和７年度
予測

令和８年度
予測

令和９年度
予測

令和10年
度予測

適用料金
４年３か月４Ｑ

ＮＴＴ東日本

コスト（百万円） 26 7 23 18 15 12 74

需要（千時間） 315,417 78,854 316,912 288,836 262,887 238,904 1,186,393
接続料金

（３分当たり）
0.00414 0.00369 0.00315 0.002772 0.002412 0.003528※

ＮＴＴ西日本

コスト（百万円） 24 ６ 22 19 16 14 77

需要（千時間） 290,281 72,570 294,985 270,965 248,226 226,808 1,113,554
接続料金

（３分当たり）
0.004086 0.003816 0.003546 0.003258 0.002988 0.003906※

令和６年度
予測

令和７年度
予測

令和８年度
予測

令和９年度
予測

令和10年
度予測

適用料金
４年３か月４Ｑ

ＮＴＴ東日本

コスト（百万円） 40 10 34 28 24 20 116

需要（Tbit） 651,320 162,830 658,747 666,219 673,740 681,312 2,842,849
接続料金

（円/bit当たり）
0.000062151 0.000051

401
0.000042

343
0.000035

667
0.000028

841
0.000040

762

ＮＴＴ西日本

コスト（百万円） 52 13 45 42 38 35 174

需要（Tbit） 783,766 195,942 777,788 771,814 765,845 759,880 3,271,269
接続料金

（円/bit当たり）
0.000066385 0.000058

101
0.000054

210
0.000050

075
0.000046

284
0.000010

424※

■ ＩＰｏＥ県間接続に係る接続料金

（ブロックＰＯＩ）

令和６年度
予測

令和７年度
予測

令和８年度
予測

令和９年度
予測

令和10年度
予測

適用期間
４年３か月４Ｑ

ＮＴＴ東日本

コスト（百万円） 959 240 914 868 834 779 3635

需要（ポート数） 10 ３ 11 10 11 13 48
接続料金

（円/ポート・月）
7,991,667 6,924,242 7,233,333 6,318,182 4,993,590 6,923,611※

ＮＴＴ西日本

コスト（百万円） 1,244 311 1,088 988 956 1,000 4,343

需要（ポート数） 19 5 19 18 17 19 78
接続料金

（円/ポート・月）
5,456,140 4,771,930 4,574,074 4,686,275 4,385,965 4,573,718※

令和６年度
予測

令和７年度
予測

令和８年度
予測

令和９年度
予測

令和10年度
予測

適用期間
４年３か月４Ｑ

ＮＴＴ東日本

コスト（百万円） 3,190 798 2,704 2,248 2,160 1,980 9,890

需要（ポート数） 69 17 75 71 80 89 332
接続料金

（円/ポート・月）
3,852,657 3,004,444 2,638,498 2,250,000 1,853,933 2,655,371※

ＮＴＴ西日本

コスト（百万円） 1,480 370 1,376 1,412 1,437 1,467 6,062

需要（ポート数） 25 6 26 29 31 35 127
接続料金

（円/ポート・月）
4,933,333 4,410,256 4,057,471 3,862,903 3,492,857 3,946,194※

（全国集約ＰＯＩ）

※ 現行算定期間に生じた乖離額調整後の接続料
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1410Gbit/sインタフェースに対応する設備の接続機能

○  ＮＴＴ東日本・西日本は、令和２年度４月よりを開始した最大概ね10Gbps のFTTHアクセスサービス※の提供にあたって、
10Gbit/sインタフェースに対応した光信号伝送装置・局内４分岐スプリッタを導入したことに伴い、これら設備に係る接続料
を新たに令和２年度接続料改定の際に、令和２年度から令和６年度までの５年間、年度ごとのコストと需要を予測して算定す
る将来原価方式（第１号将来原価方式）により設定した。

○ 今回申請のあった改定案における接続料は、今後も新規かつ相当の需要の増加が見込まれるサービスであることから、５年
間（令和７年度～令和11年度）の第１号将来原価方式にて算定され、併せて、各年度の実績収入と実績原価の差額を調整する
ための第一種指定電気通信設備接続料規則第３条による許可申請があった。

※ ＮＴＴ東日本・西日本より「フレッツ 光クロス」として令和２年４月１日（水）よりサービス提供を開始

設備 局内4分岐スプリッタ 光信号伝送装置 収容局ルータ

接続機能
(接続約款)

光信号多重分離機能
端末回線伝送機能
（光信号伝送装置）

端末系ルータ交換機能

一般収容局ルータ
優先パケット識別機能

（SIPサーバを用いて制御するもの及
び優先クラスを識別するもの以外）

接続
料金

設定単位 1局内スプリッタあたり
1光信号伝送装置あたり

＋1OSUあたり
1収容局ルータあたり 1収容局ルータあたり

料金額
(タイプ1-2)

・東日本：419円（423円）/月
・西日本：408円（415円）/月

・東日本：
80,759円(72,025円)/月[基本部]
10,992円(15,189円)/月[OSU]
12,151円(12,491円)/月[保守用OSU]

・西日本：
77.499円(76,996円)/月[基本部]
10,727円(15,185円)/月[OSU]
11,587円(13,440円)/月[保守用OSU]

・東日本：996,225円（705,208円)/月
 ・西日本：933,424円（694,904円)/月

・東日本：11,917円/月
・西日本：11,478円/月

※ 現行算定期間に応じた乖離額調整後の接続料（端末系ルータ交換機能及び一般収容局ルータ優先パケット識別機能（SIPサーバを用いて制御するもの及び優先クラスを識別するもの以外）は調整前単金）。
※ 括弧内は令和2年度から令和6年度適用接続料。
※ 収容局ルータについては、NGN県内設備として4年3カ月の第２号長期将来原価方式にて申請（資料10頁参照）。

【ＮＴＴビル】

新
局
内
4
分
岐

ス
プ
リ
ッ
タ

【ユーザ宅】

主端末回線
ＮＧＮ

分岐端末
回線

新
光
信
号
伝
送
装
置

８分岐

OSU

回
線
終
端

装
置

新
収
容
局

ル
ー
タ

4分岐

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

ル
ー
タ

・
・
・

保守用
OSU
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15令和７年度の音声接続料について

○ ＩＰ網への移行後、組合せ適用接続機能の接続料を新たに設定。メタルIP電話、ワイヤレス固定電話及び光IP電話
を同一の接続料とし、相互接続トラヒックにおける割合に基づいて加重平均を行い算出。

○ 将来原価方式により算定している光IP電話固有設備（③）及び共通設備（④）については、SIPサーバの更改やメ
ディアゲートウェイの廃止等の影響により、NTT西日本と比べてNTT東日本の接続料が上回っている。

○ 長期増分費用方式により算定しているメタルIP電話固有設備（①）については、NTT東日本と比べてNTT西日本の接
続料が上回っている。

将来原価
方式により
原価算定ＬＲＩＣ

方式により
原価算定

メタルIP電話
と仮定して
原価算定

メタルIP電話
と仮定して
原価算定

＋

将来原価
方式により
原価算定

＋

単金※ ３分当たり

組合せ適用接続機能

東日本：1.61650円/回
西日本：1.35534円/回 東日本：4.14円

西日本：3.88円東日本：0.0139976円/秒
西日本：0.0140327円/秒

単金※ ３分当たり

光IP電話

東日本：1.97404円/回
西日本：1.67132円/回 東日本：2.14円

西日本：1.76円東日本：0.0009319円/秒
西日本：0.0004984円/秒

単金※ ３分当たり

メタルIP電話及び
ワイヤレス固定電話
(将来原価方式による
算定部分を含む)

東日本：0.54240円/回
西日本：0.44909円/回

東日本：9.55円
西日本：9.46円
①のみ
東日本：8.97円
西日本：8.97円

東日本：0.0500259円/秒
西日本：0.0500561円/秒

① ② ③

④’ ④’’ ④’’’

④’

①
②

③

④’’
④’’’

※現行の算定期間に生じた乖離額等調整後の接続料

■音声接続料
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1616

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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1,272 

1,298 
1,357 1,328 

1,280 

1,438 

1,629 

1,586 
1,485 

1,459 

1,572 
1,543 

1,557 

1,717 
1,872 

1,343 
1,354 

1,391 
1,369 

1,334 

1,453 
1,598 

1,605 

1,466 

1,522 

1,540 1,539 

1,574 

1,696 

1,881 

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

(＋3.8%)
(▲0.1%)

(▲1.8%)

(＋0.9%)

(＋2.3%)

(＋7.8%)

(＋10.3%)
(＋9.3%)

(＋10.9%)

ドライカッパの接続料の推移

○ ドライカッパ接続料の算定における需要であるメタルサービス（加入電話・直収電話やＤＳＬサービス等）に係る回線数は、光サービス等への
需要移行等により継続的に減少。

○ 今回の改定案におけるドライカッパの令和７年度接続料について、ＮＴＴ東日本・西日本とも、費用の効率化等による接続料原価の
減少はあったものの、需要の減少トレンドが継続している中で、令和６年度と比べて上昇。

（単位：円／回線・月）

(＋13.3%)

(＋10.0%)

(＋8.9%)

(＋12.3%)
(▲2.6%)

(▲3.6%)

(▲1.6%)

(▲2.1%)

(＋2.7%)

(＋4.5%)

(＋0.8%)

(＋2.0%)

(▲2.6%)

(＋0.4%)

※１ 回線管理運営費を含む。
※２ 各年度の４月１日時点での適用料金（令和７年度接続料は現在申請中のもの）。
※３ 災害特別損失を接続料原価（本資料では報酬（利潤）を含む。以下同じ。）に算入したのは、ＮＴＴ東日本の平成24年度から平成26年度までの接続料（東日本大震災に起因する災害特別損失。平成25年度接続料については、災害特別損失の

一部を控除して算定し、控除された額と同額を平成26年度接続料に加算）、ＮＴＴ西日本の平成30年度の接続料（平成28年熊本地震に起因する災害特別損失）及び令和７年度の接続料（令和５年能登半島地震に起因する災害特別損失） 。

(▲6.4%)

(▲8.7%) (▲1.8%)

(＋1.2%)

(＋7.7%)

●ＮＴＴ東日本
●ＮＴＴ西日本
※点線は調整額加算前の１芯あたりコスト
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回
線
数
（

回
線
）

原
価
（
百

万
円
）

設備管理運営費（減価償却費を除く。） 減価償却費 報酬 回線数

1,529 
1,435 1,367 1,306 

1,218 
1,139 1,142 1,081 1,040 1,010 942 

335 

337 
335 
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214 
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179 

171 
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350 

350 

327 286 
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線
数
（

回
線
）

原
価
（
百

万
円
）

設備管理運営費（減価償却費を除く。） 減価償却費 報酬 回線数

ドライカッパの接続料に係る需要及び原価

○ ドライカッパ接続料については、加入者回線設備のうち、ドライカッパとして利用することができる「メタル設備のみを用いる加入
者回線」のコスト等を基礎として算定される（※１）ところ、当該加入者回線に係る需要及び原価については、次のとおり。

○ メタルサービスの需要の減少やそれに伴う設備の効率化等により、令和５年度においては、令和４年度と比較すると、
・ 需要については、ＮＴＴ東日本で▲６％、ＮＴＴ西日本で▲９％の減少
・ 原価については、ＮＴＴ東日本で▲３％、ＮＴＴ西日本で▲３％の減少 となっている。

メタル設備のみを用いる加入者回線の原価・需要
（ＮＴＴ東日本）

メタル設備のみを用いる加入者回線の原価・需要
（ＮＴＴ西日本）

2,233
2,216

2,135

1,871

1,785

1,686

1,595

1,483

1,397
1,327

2,142
2,107

2,079

1,900

1,781

1,658
1,606

1,480

1,412 1,372

※１ メタル回線の接続料の算定においては、①その全区間がメタル設備のものと、②地下区間（上部区間）に光ファイバ設備を用いて局外ＲＴ（※２）に収容されているものにコストを分計した上で、①に含まれる未利用芯線コストのうち、
局外ＲＴ収容回線相当のもの（上部区間の未利用芯線コストを局外ＲＴ収容回線比で按分したもの）を除いた額をドライカッパ接続料の原価とし、その残額をメタル専用線（加入電話等に使用）接続料の原価としている。

※２ 遠隔収容装置（ＲＴ：Remote Terminal）は、複数のメタル回線を光ファイバに多重化し、局内設備に接続する装置。

1,336

1,285
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1919工事費・手続費

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

Ｒ７

申請

Ｒ６

適用

Ｒ７

申請

Ｒ６

適用

15,455円

（+573円）

14,882円

（+326円）

15,001円

（+615円）

14,386円

（+278円）

光屋内配線に係る工事費
（屋内配線を新設する場合）

○ ＮＴＴ東日本・西日本が行う接続に係る業務に関する工事費・手続費については、実績原価方式により毎年度改定。

○ 工事費・手続費の算定に用いる作業単金については、令和７年度において、人件費の増加等の影響を受けた労務費単金（※１）、管理共
通費の増加に伴い、ＮＴＴ東日本・西日本とも上昇した。

作業単金（ＮＴＴ東日本・平日昼間（※２）） 作業単金（ＮＴＴ西日本・平日昼間（※２） ）

※１ ＮＴＴ東日本・西日本の施設保全部門の労務費（超過勤務手当・雑給・退職給与金を除く。）について労務費削減率（実際の接続事業者向け作業の多くを子会社において実施することで効率化を図って
いる業務実態を反映し、退職・再雇用による労務費の削減を考慮するもの）を考慮した上で、当該部門における稼働要員数・年間実労働予定時間（225日×7.5時間）で除して算定。

※２ 平日昼間以外の作業単金については、平日昼間の労務費単金のうち基礎給与分にＮＴＴ東日本・西日本における労務費割増率（平日夜間：0.35 平日深夜：0.75 土日祝昼夜間：0.45 土日祝深夜：
0.85）を乗じた労務費単金を用いて算定。

■ 光屋内配線に係る工事費

・ 光屋内配線に係る工事費について、屋内配線を収容する配管の有無が作業時間に影響を与
えていることが想定される（平成26年度に実施した再計測。工事を行う建造物に屋内配線を収容するための配管が設

置されている場合は、設置されていない場合と比較して、作業時間が約１／３であることが判明。）ため、平成27年度の接続
料の改定等に係る審議会での議論を踏まえて、総務省は、毎年度配管の有無を調査し、その
結果に有意な差が認められる場合には接続料に反映するよう要請（平成27年３月31日付け総基料第63号）。

・ 今回、ＮＴＴ東日本・西日本において作業時間を調査したところ、その比率は平成26年度
と令和６年度で有意な差が認められなかったことから、光屋内配線を新設する場合の作業時
間は、平成26年度再計測時と同等と設定。

・ 物品費及び作業単金の上昇により、ＮＴＴ東日本・西日本ともに当該工事費は上昇。 （１件あたり。かっこ内は対前年度増減額）
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2020

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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2121固定電話のIP網移行に伴う対応（報告） 

○ 固定電話のIP網移行については令和６年12月に移行を完了。

○ なお、IP網移行期間中に一部のモバイル事業者（KDDI、ソフトバンク）※とNTT東西の間で認識の齟齬が生じ、IP網移行前にモバイル
網において具備していた、緊急通報呼における「切断遅延機能」がIP網移行後に実装されていないことが判明したため、当該モバイル
事業者側で機能開発が完了するまで当該モバイル事業者発緊急通報呼について暫定的にSTM-POIを利用中（個別に相互接続協定を締結）。

※ドコモは当該機能を実装済であり、既にIP網へ切替済。楽天モバイルは、既にIP網へ切替済であり、今後機能具備すべく開発時期等調整している状況。

（情報通信審議会 電話網移行円滑化委員会（第43回R6.9.26）NTT説明資料から抜粋）
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2222

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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2323

１．接続料規則第３条に基づく許可申請

項目 新規/継続 申請の概要

１
組合せ適用機能（組合せ適用対象となる一般法定
機能）に係る調整額の取り扱いについて

継続
光IP電話接続機能及び一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能について、前期算定期間(令和３年４月～令和６年12月)における実績収入と
実績原価の差額※を、当期算定期間(令和７年１月～令和11年３月)の接続料原価に組合せ適用機能の単位で算入すること

※令和６年４月から同年12月は見込み値の差額

２ 継続
当該機能について、前期算定期間における令和６年４月から同年12月までの収入と原価の差額に係る見込み値と実績値の差額及び当期算定期間
(令和７年１月～令和11年３月)の間に生じる実績収入と実績原価の差額を、次期算定期間(令和11年度以降)の接続料原価に組合せ適用機能の単
位で算入すること

３ 廃止機能に係る調整額の扱い 継続
特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能において令和３年４月～令和５年12月の間に生じた実績原価及び調整額と実績収入との差額を、後
継機能である一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能の接続料原価に算入すること

４ 端末系ルータ交換機能及び一般収容ルータ優先パ
ケット識別機能のうち10Git/sタイプに係る機能
の調整額の扱い

継続

端末系ルータ交換機能及び一般収容ルータ優先パケット識別機能(優先クラスを識別するものを除く)のうち10Git/s タイプに係る機能について、
第１号将来原価方式で算定した前期算定期間(令和２年度～令和６年度)における実績収入と実績原価の差額※を、第２号長期将来原価方式で算
定する当期算定期間(令和７年１月～令和11年３月)の接続料原価に組合せ適用機能の単位で算入すること

※令和６年４月から同年12月は見込み値の差額

５ 継続
当該機能について、前期算定期間における令和６年４月から同年12月までの収入と原価の差額に係る見込み値と実績値の差額及び当期算定期間
(令和７年１月～令和11年３月)の間に生じる実績収入と実績原価の差額を、次期算定期間(令和11年度以降)の接続料原価に組合せ適用機能の単
位で算入すること

６
光信号分離機能及びその他端末回線伝送機能のう
ち10Git/sタイプに係る機能の調整額の扱い

継続
光信号分離機能及びその他端末回線伝送機能のうち10Git/s タイプに係る機能について、第１号将来原価方式で算定した前期算定期間(令和２年
度～令和６年度)における実績収入と実績原価の差額※を、同方式で算定する当期算定期間(令和７年度～令和11年年度)の接続料原価に算入する
こと                                                                                                            ※令和６年度は見込み乖離額

７ 継続
当該機能について、第１号将来原価方式で算定した前期算定期間における令和６年度の収入と原価の差額に係る見込み値と実績値の差額及び同
方式で算定する当期算定期間(令和７年度～令和11年年度)の間に生じる実績収入と実績原価の差額を、次期算定期間(令和12年度以降)の接続料
原価に算入すること

８
一般県間中継系ルータ交換伝送機能に係る調整額
の扱い

継続
一般県間中継系ルータ交換伝送機能（県間優先転送接続機能及び県間IP音声接続機能に係る機能に限る）について、前期算定期間(令和３年４
月～令和６年12月)における実績収入と実績原価の差額※を、当期算定期間(令和７年１月～令和11年３月)の接続料原価に算入すること

※令和６年４月から同年12月は見込み値の差額

９ 継続
当該機能について、前期算定期間における令和６年４月から同年12月までの収入と原価の差額に係る見込み値と実績値の差額を、次期算定期間
(令和11年度以降)の接続料原価に算入すること

１０
加入光ファイバに係る調整額の扱い（令和５年度
の乖離額の調整）

継続
加入光ファイバに係る接続機能（光信号端末回線伝送機能）について、令和５年度の収入と原価の差額に係る見込値と実績値の差額を、令和７
年度の接続料原価に算入することを求めるもの

１１
固定電話のIP網移行に伴う旧PSTN設備の除却費の
扱い

継続
固定電話のIP網への移行に伴い不要となる設備の除却損・撤去費について、後継機能である光IP電話接続機能・メタルIP電話接続機能の接続料
原価に適用機能ごとに加算すること

１２
令和５年度能登半島地震に伴う災害特別損失の扱い
【ＮＴＴ西日本のみ】

新規
今回申請する全ての機能について、電気通信事業会計規則（昭和60年郵政省令第26号）別表第二様式第二（損益計算書）の問区別損失に計上し
た災害特別損失のうち、第一種指定電気通信設備に係る費用を含めて接続料原価を算定することを求めるもの。

１３
実績需要が無かった機能の接続料の扱い
【ＮＴＴ東日本のみ】

継続
通信路設定伝送機能（高速ディジタル伝送に係るもの）の6.144Mbit/sの符号伝送が可能なものであって、エコノミークラスのもののうち、単位
料金区域を跨ぐ場合の「専用線ノード装置～専用線ノード装置伝送路」及び「専用線ノード装置～相互接続点伝送路」に係る接続料について、
令和５年度の実績需要が０となり、令和７年度接続料が算定できないため、令和６年度適用接続料における料金を準用することを求めるもの。

１４ 特設公衆電話に係る費用の扱い 継続 特設公衆電話に係る端末回線コスト等を公衆電話発信機能の接続料原価に含めて算定することを求めるもの。

１５ ワイヤレス固定電話接続機能の接続料の扱い 継続
ワイヤレス固定電話交換機能及びワイヤレス固定電話用制御等機能は、総務省令に基づきメタルIP電話接続機能と仮定して接続料を算定するた
め、接続約款の料金表に接続料を規定しないこと。

接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要①

２．電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（平成30年総務省令第６号）附則第６項に基づく許可申請

項目 新規/継続 申請の概要

１ 関門系ルータ交換機能の一部に係る利用中止費の扱い 継続
第一種指定電気通信設備接続料規則第４条の表５の項に規定する関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方式でインターネットへの接
続を可能とする電気通信役務の提供に当たって用いられるものに限る。）に係る接続料に相当する金額を当該機能の利用を停止
した他の電気通信事業者から取得すると共に当該年度に係る金額を当該年度の接続料から減額することを求めるもの。

※項番1,2,4,5については、一般法定機能を組み合わせた適用機能の単位で乖離額の調整を行うものを含む。
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2424能登半島地震に伴う特別損失の扱いについて

○ ＮＴＴ西日本においては、能登半島地震に伴う災害特別損失のうち、第一種指定電気通信設備に係る費用を含めて接続料原価を算定
することについて、３条許可申請が行われている。

１２．接続料規則第７条（原価算定に用いる資産及び費用）関連
申請する全ての機能について、電気通信事業会計規則別表第二様式第二（損益計算書）の特別損失に計上した災害特別損失のうち、第一

種指定電気通信設備に係る費用を含めて接続料原価を算定すること。

（理由）
２０２３年度に発生した能登半島地震に伴う今回の災害特別損失は、被災した電気通信役務に係る設備の除却損・撤去費用・応急復旧・原
状回復費用及び復旧に係る人的・物的支援に係る費用等であり、これらは第一種指定電気通信設備の適切な維持・運営にあたって当然生じ
る費用であり、また、接続料原価に算入しなければ実際に要した費用から乖離することとなるため、接続料の算定にあたっては、当該費用
を原価に含めることにより、第一種指定電気通信設備に係る費用の総額を適正に反映することとなり、もって接続料の適正な算定に資する
ことが可能となるため。

2025年度に適用する接続料申請に用いる設備区分別費用

電気通信

事業 管理部門 利用部門
NGN・ひか

り電話網

端末系

伝送路

（メタル）

主配線盤

（メタル）

端末系

伝送路

（光）

主配線盤

（光）

通話料

対応設備

（LRIC）

データ系

設備

番号案内

設備

公衆電話

設備

専用線

設備

網改造料

等

営業費用

（①）
1,015,823 475,531 94,239 111,551 3,698 103,375 2,225 55,750 29,192 1,738 3,784 12,898 57,062 540,292

特別損失

（②）
3,962 3,588 271 1,160 49 1,379 10 321 107 1 0 76 213 374

合計

（①＋②）
1,019,785 479,119 94,509 112,711 3,747 104,754 2,236 56,091 29,299 1,739 3,784 12,974 52,275 540,666

■ ＮＴＴ西日本からの許可申請内容（抜粋）

（単位：百万円）
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その他の変更・報告内容等
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26

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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27分岐端末回線の接続料

○ 分岐端末回線の接続料については、実績原価方式により毎年度算定されている。

○ 加入光ファイバ全体のコストのうち分岐端末回線に係る部分を把握することができないことから、１回線あたりの創設費等を基礎とし
て、網改造料の算定式に準じて算定されている。

○ 令和７年度においては、設備管理運営費比率の上昇や電柱の取得固定資産価額の上昇により、ＮＴＴ東日本で＋40円の増、ＮＴＴ西日
本で＋33円の増。

○ なお、接続料の算定に関する研究会第一次報告書（平成29年９月８日公表）で示された考え方を踏まえて、分岐端末回線における償却済み比
率を平均的に反映して算定（※５）されているところ、今次申請における償却済み比率（令和５年度実績値）は、ＮＴＴ東日本で0.3%、ＮＴＴ
西日本で0.5%となっている。

※１ 減価償却費相当の算定にあたっては、工事費として回収する部分に関する創設費は除く。具体的には、ＮＴＴ東日本においてはクロージャ内接続及びキャビネットを除くほか、
単芯ケーブルについては、平日以外の日に設置する場合と平日設置の場合の差額を工事費として回収するため、平日設置の場合の創設費を用いている。

※２ 網改造料の算定式においては、除却費を個別に支払うものとそれ以外で別の設備管理運営費比率を適用しているところ、分岐端末回線については、少芯区間の保守運営費相当
についてのみ除却費を個別に支払う場合以外の比率を用いている。

※３ 引込線に係る電柱設備の取得固定資産価額（サンプル調査によって引込線に係る電柱数の比率を算定し、全電柱設備の取得固定資産価額に乗じることで算定）を引込線の総数
で除して求める。

※４ 自己資本利益率について、除却費を個別に支払う部分（単芯区間）については網改造料で用いる値、それ以外は網使用料で用いる値。
※５ 単芯ケーブル部分の減価償却費相当から当該比率分を除いている。

接続料 ＝ 分岐端末回線の創設費（※１） ÷ 耐用年数  ＋ 分岐端末回線の創設費 × 設備管理運営費比率（※２）

 ＋ １回線あたり電柱創設費相当（※３）÷ 耐用年数  ＋ １回線あたり電柱創設費相当（※３） × 設備管理運営費比率

 ＋ 利潤（他人資本費用、自己資本費用、利益対応税）（※４） ＋ 調整額

引込線
コスト

電柱
コスト

減価償却費相当 保守運営費相当

■ 接続料（ＮＴＴ東日本・西日本の屋内配線設備を用いず、接続事業者のキャビネットを用いる場合）

ＮＴＴ東日本（円／回線・月）

Ｒ３適用 Ｒ４適用 Ｒ５適用 Ｒ６適用 Ｒ７申請

１回線あたりコスト 383 373 345 360 376

調整額 ▲ 28 ▲ 44 ▲ 18 ７ 31

分岐端末回線接続料 355 329 327 367 407

ＮＴＴ西日本（円／回線・月）

Ｒ３適用 Ｒ４適用 Ｒ５適用 Ｒ６適用 Ｒ７申請

１回線あたりコスト 485 467 455 458 477

調整額 ▲ 23 ▲ 54 ▲ 12 ８ 22

分岐端末回線接続料 462 413 443 466 499
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16,112 16,173 16,192 16,218 16,283 16,302
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29加入光ファイバ接続料に係るコスト効率化・削減の取組

①企業努力による更なる効率化・費用削減
• 局内・局外・お客様宅内の業務複合化による生産性向上による効率化
• 保守業務の内製化の推進による作業委託費の削減
• 請負工事会社とのシステム連携強化による保全・開通業務・施工管理業務の効率化
• 光開通支援業務、故障受付業務、工事の設計業務の広域集約による作業委託費の削減
• 電柱・土木等設備の点検方法の見直し等による作業委託費の削減 等

②加入光ファイバの耐用年数見直し（令和5年度に行った見直しによる効果）

■令和５年度の加入光ファイバの費用削減

費用削減等に係る取組の影響額（※1）（単位：億円） ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

①企業努力による更なる効率化・費用削減 ▲13 ▲51

施設保全費 ▲22 ▲38

管理・共通費 ＋10（※２） ▲11

試験研究費 ▲０ ▲２

②光ファイバの耐用年数見直し ▲53 ▲42

合計 ▲66 ▲93

※１ 費用削減の取組を行わなかった場合に想定される各年度の設備管理運営費（令和3年度の設備管理運営費に取得固定資産価額の伸び率を乗じることで推計）との差額。
※２ 管理・共通費（ＮＴＴ東日本のみ）については「業務の全体最適化を志向した組織再編に伴う体制整備等による費用の増加」により、「結果的に費用が増加した」との報告があった

○ 「加入光ファイバに係る接続制度の在り方について」（平成27年９月14日情報通信審議会答申）を踏まえ、ＮＴＴ東日本・西日本において、接続
料の低廉化に向け①企業努力による更なる効率化・費用削減、②償却方法の定額法への移行、③コスト把握の精緻化を進め、前々算定期
間（平成28年度から令和元年度）でＮＴＴ東日本では▲630億円、ＮＴＴ西日本では▲537億円削減。

〇 その後、令和３年度の接続料改定の際の審議会の考え方を踏まえ、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に対し、令和２年度から令和４年
度までの費用や投資の効率化の実施内容、効果等について、各年度の会計実績が取りまとまる年度において、遅くとも各報告年度の次年
度の接続約款の変更認可申請を行うまでに報告することを要請（令和３年５月28日付け総基料第124号）。令和２年度から令和４年度の
接続料改定においては、平成30年度のコスト実績をもとに、更なるコスト効率化・削減に取り組むこととし、固定資産の増加はあったも
のの、施設保全費等の効率化、後年度費用の軽減施策（設備補修の前倒し）等を行い、これらの取組による原価低廉化の効果を接続料に
も反映したところ、ＮＴＴ東日本では▲518億円、ＮＴＴ西日本では▲568億円削減。

○ 今次算定期間（令和５年度から令和７年度まで）についても、将来原価方式に基づく令和５年度の接続料の改定等に際し同旨の要請を
実施（令和５年７月31日付け総基料第162号）を踏まえ、今般の申請において、令和５年度には、ＮＴＴ東日本で▲66億円、ＮＴＴ西日
本で▲93億円の費用削減があった旨、報告があった。

○ なお、令和４年度の接続料改定の際の審議会の考え方（令和４年３月28日情報通信行政・郵政行政審議会答申）を踏まえて、電気通信事業会計規則に定め
る業務区分毎の費目に分計して報告がなされている。

■令和５年度の費用削減実績
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※１ 平日昼間以外に分岐端末回線の設置工事を行うことを希望する場合については個別の負担を要する（光信号分岐端末回線設置等加算工事費）。 ※２ 屋外キャビネットの利用がない場合は不要。
※３ 調査により当該工事に係る作業委託費を把握し算定。 ※４ その他、利用事業者の変更がなく、光コンセントの位置を移動するために必要な工事を行う場合の工事費（工事費(27)-2 イ）が設定。

光屋内配線工事費（光屋内配線を新たに設置する場合） 屋外キャビネット
設置工事費（※２、３）

光信号分岐端末回線
接続工事費（※３）作業費 物品費

ＮＴＴ東日本 15,455円（14,882円）/件 13,077円（12,566円）/件 2,378円（2,136円）/件 1,345円（1,326円）/件 4,994円（4,885円）/件

ＮＴＴ西日本 15,001円（14,386円）/件 12.608円（12,040円）/件 2,393円（2,346円）/件 1,411円（1,377円）/件 4,446円（4,339円）/件

（参考）シェアドアクセス方式に係る工事費

○ シェアドアクセス方式の加入光ファイバの利用に際しては、ＮＴＴ東日本・西日本が種々の工事を行う必要があるが、主端末回線・分
岐端末回線の設置工事に係るコストについては、それぞれの網使用料に含まれている（※１）。

○ そのため、主端末回線・分岐端末回線以外の設備に係る工事費についてのみ個別の負担を要することとなるが、分岐端末回線を新設す
る際の主要な工事費については、労務費・物件費・作業委託費の上昇により、令和７年度においてはいずれも上昇。

屋外
キャビネット

局外スプリッタ（８分岐）

ＮＴＴ局舎

クロージャ

電柱
主配線盤
（ＦＴＭ）

加入光ファイバ
(分岐端末回線)

戸建住宅等

加入光ファイバ
(主端末回線)

■ シェアドアクセス方式に係る令和７年度工事費

光屋内配線

ONU

光コンセント

（いずれも平日昼間の場合。かっこ内は令和６年度工事費。）

光屋内配線工事費 屋外キャビネット設置工事費 光信号分岐端末回線
接続工事費

既存の光屋内回線を転用する場合については、作業内容及び必要な物品に応じて、低廉な工事費が設定されている（※４）。

光コンセントも含めて転用できる場合 光コンセントを新設する必要がある場合

ＮＴＴ東日本 897円（開通試験を実施しない場合）6,041円（実施する場合） 4,997円

ＮＴＴ西日本 4,432円（回線終端装置の撤去を同時に行う場合）6,463円（行わない場合） 5,492円（回線終端装置の撤去を同時に行う場合）7,524円（行わない場合）
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資本構成比の算定方法

○ ＮＴＴ東日本・西日本はレートベースの構成資産に基づく資本構成比を算定するに当たって、「レートベースが接続機能の提供に真に
必要な範囲での資産に限定されていることから、貸借対照表の数値を圧縮してレートベースの価額と貸借対照表の総額を一致させて算
定」（接続料の算定に関する研究会第４回会合 ＮＴＴ東日本・西日本資料）している。

○ 具体的には、ＮＴＴ東日本・西日本の財務会計における貸借対照表の簿価について、レートベースに含まれない流動資産等を、
・ 「投資その他の資産」のうち繰延税金資産（※１）については、自己資本から、
・ それ以外（繰延税金資産以外の「投資その他の資産」、流動資産）については、他人資本のうち「有利子負債以外の負債」から、
圧縮して資本構成比を算定している。

※１ 接続料の算定に関する研究会第一次報告書（平成29年９月８日公表）において「『繰延税金資産』については、税効果会計の適用により『繰延税金資産』を計上することによって、自己資本比率が上
昇することになるから、『繰延税金資産』は自己資本から圧縮することが適当」との考え方が示されたことを踏まえ、他人資本（のうち有利子負債以外の負債）から圧縮していた扱いを見直した。

左：会社の資本構成、右：圧縮後の資本構成
（ＮＴＴ東日本）

左：会社の資本構成、右：圧縮後の資本構成
（ＮＴＴ西日本）

Ｈ26  Ｈ27  Ｈ28  Ｈ29  Ｈ30  Ｒ元  Ｒ２  Ｒ３  Ｒ４  Ｒ５

繰延税金資産の
扱い見直し

繰延税金資産の
扱い見直し

Ｈ26  Ｈ27  Ｈ28  Ｈ29  Ｈ30  Ｒ元  Ｒ２  Ｒ３  Ｒ４  Ｒ５

115



32

Ｈ31・Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

主要企業の自己資本利益率（①＋②） 7.15（※２） 5.04（※２） 8.89 9.00 9.72

リスクフリーレート（①）
（10年ものの国債利回り）

0.00（※３） 0.04 0.09 0.30 0.62

リスクプレミアム（②）
（Ｒ３以降：イボットソン社データ（※１））

7.15 5.00 8.80 8.70 9.10

期待自己資本利益率（①＋②×β）
（β＝0.566）

- 2.87 5.07 5.22 5.77

自己資本利益率の算定

■ 自己資本利益率の算出方法

■第一種指定電気通信設備接続料規則（抄）
（自己資本費用）

第12条 一般法定機能に係る自己資本費用の額は、次に掲げる式により計算する。
自己資本費用＝当該一般法定機能に係るレートベース×自己資本比率×自己資本利益率

２ （略）
３ 第一項の自己資本利益率は、次に掲げる式により計算される期待自己資本利益率の過去三年間（リスク（通常の予測を超えて発生し得る危険をいう。以下この条において同じ。）の低い金融商品の平均金利

が、主要企業平均自己資本利益率に比して高い年度を除く。）の平均値又は主要企業の平均自己資本利益率の過去五年間の平均値のいずれか低い方を上限とした合理的な値とする。
期待自己資本利益率＝リスクの低い金融商品の平均金利＋β×（主要企業の平均自己資本利益率－リスクの低い金融商品の平均金利）

４ 前項のβは、主要企業の実績自己資本利益率の変動に対する事業者の実績自己資本利益率の変動により計測された数値を基礎とし、他産業における同様の値を勘案した合理的な値とする。ただし、実績自己
資本利益率に代えて株式価格を採用することを妨げない。

５ （略）

逆算 逆算 7.96％

5.35％

５年間の平均値

３年間の平均値

いずれか
低い方を採用 5.35％

Ｒ７適用値

※１ Copyright © 2024 Ibbotson Associates Japan, Inc. イボットソンの事前の書面による承諾のない利用、複製等は、全部または一部を問わず、損害賠償、著作権法の罰則の対象となります
※２ ＮＥＥＤＳ（株式会社日本経済新聞社デジタル事業 情報サービスユニットの総合経済データバンク）の財務データより、全国４証券取引所に上場しており、７期連続で決算データを取得が可能な単体決算

開示企業（金融業及び外国企業を除く。）の平均値を使用。
※３ 日本銀行の金融政策の影響により、令和元年度４月期～３月期の当該国債の金利がマイナス金利となり、年間の平均値はマイナスの値となるが、これまでの申請では「0.00％」とされている。

逆算

○ 今次申請に用いる自己資本利益率は、リスクフリーレート（前年度＋0.32）とリスクプレミアム（前年度＋0.4）の上昇により増加。

〇 また、令和３年度以降の主要企業の平均自己資本利益率の算定に当たって、長期安定的な指標であるイボットソン社の長期投資用エク
イティ・リスク・プレミアムを採用したことに加え、期待自己資本利益率の算定にあたりコロナ禍の影響を受けていた令和２年の算定値
2.87％が、算定対象期間から抜けたことも変動の要因となっている。
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○ 今般、「接続料の算定等に関する研究会」第八次報告書の内容を踏まえ、接続事業者間の適切な運用の確保・円滑
な事業者間協議を制度的に裏付ける等の観点から、接続約款において具体的に定めることが適当とされた次の事項に
ついて、ＮＴＴ東日本・西日本から、所要の規定を追加する申請があった。

  ・接続関連システム経費に関する情報開示手続、開示する情報

  ・加入光ファイバ等の提供遅延に係る改善策として、エリア毎の納期回答逼迫状況開示手続きや中間回答（コロケー
ションに必要な電源設備や空調設備の提供予定日の回答が申込みから１月を超える場合に、当該時点で回答可能な内
容（回答時期の目途等）を伝える通知）に係る手続き

「接続料の算定等に関する研究会第八次報告書」を踏まえた規定の追加 ①

第16章 雑則
（指定電気通信設備に関連する情報システムに係る情報の提供）
第99条の15 当社は協定事業者に対し、当社が主催する接続関連システム（協定事業者が当社の指定電気通信設備と協定事業者の設置する電気通信設備を

接続する際に利用するシステムであって、当社が改修及び運用するものをいいます。以下同じとします。）に係る意見交換の場において、接続関連シス
テムの開発に関し次の各号に規定する情報を提供します。

(1) 開発を予定する機能の数並びに当該機能の必須及び付加の別

(2) 機能ごとの想定費用並びに接続料等への影響額及び影響期間

(3) 前号に規定する費用の確定額

(4) 開発規模に関する情報

附 則（令和７年１月17日東相制第000200000524号及び相制第155500000432号） 
（実施時期）  
この改正規定は、認可を受けた後、令和７年４月１日から実施します。

第一種指定電気通信設備に係る接続関連システム経費の適正性の向上

・ 第一種指定電気通信設備の接続料原価に含まれるシステム関連経費の透明性の確保の在り方について、実態を確認したうえで検討。

⇒ ＮＴＴ東日本・西日本の指定設備接続約款において、接続関連システム経費に関する情報開示手続（開示の時期・契機を含む。）、開示する情報
（開発・改修する想定、機能数及び必須／付加の別、機能毎の想定費用及び接続料（コロケーション料金・手続費等を含む。）への想定影響額／影響
期間等）を具体的に規定することが適当。

青字：追加規定箇所
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第14章 相互接続点を通信用建物等に設置する場合の取扱い
（接続に必要な装置等の設置に係る標準的期間）
第95条の４ 第10条の３（相互接続点の調査及び設置申込み）第５項又は第６項の規定により、相互接続点を設置可能と回答した通信用建物等に相互接続点を設置するとき
は、当社は、次の各号に規定する期間内に準備を整えます。ただし、接続に必要な装置等の設置にあたってその接続に必要な装置等に対して電気を供給することにより既
存の電源設備、蓄電池設備又は受発電設備の許容量を超えるために電源設備、蓄電池設備又は受発電設備の設置又は改修が必要となるとき、当社と建設請負契約を締結す
る場合であってその工事の規模が著しく大きいとき（その相互接続点における建設請負契約に基づく負担額のうち委託工事費が500万円以上となる場合をいいます。）等
特別な工事が必要となるとき又は緊急の対応を要する事象が生じたときは、次の各号に規定する期間を超えることがあります。
(1) 当社が第10条の３第５項又は第６項に規定する回答を行った日から接続に必要な装置等の設置に着手する日までの期間

ア 当社と建設請負契約を締結しない場合
(ｱ) その接続に必要な装置等又はそれに付帯する接続申込者の設備を、接続申込者が当該装置等を既に設置している場所に設置する場合であって、接続申込者が利用可能な周

辺設備等の設置又は改修が必要でないとき。
２週間以内

(ｲ) (ｱ)(ｳ)以外の場合
１ヶ月以内

(ｳ) その接続に必要な装置等又はそれに付帯する接続申込者の設備を設置する場所において、その接続申込者からの要望等の事由により二重床の設置又は改修を行うとき。
１ヶ月半以内

イ ア以外の場合
２ヶ月以内

(2) 建設請負契約に基づき当社が接続申込者から請け負った工事に着手した日からその工事を完了する日までの期間
ア 通信用建物において工事を実施する場合

(ｱ) その接続に必要な装置等が第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第１－２欄に定める箇所で接続される場合
１ヶ月以内

(ｲ) (ｱ)以外の場合
１ヶ月半以内

イ ア以外の場合
３ヶ月以内

２ （略）
３ 第１項ただし書きの場合（当社と建設請負契約を締結しない場合に限ります。）において、当社は当社設備の提供可能時期を接続申込者へ通知することとします。また、
通知までの期間が、当社が第10条の３第５項又は第６項に規定する回答を行った日から１か月を超える場合（前項に規定する事由により経過した期間については含まない
ものとします。）は、当社は事前にその理由、設置又は改修が必要となる設備及び回答予定時期について、接続申込者に通知（その時点で当社が把握可能な情報に限りま
す。）することとします。

第16章 雑則
（光回線設備との接続に係るその他の情報の提供）
第99条の７ 当社は、次の各号に規定する情報を接続申込者が電気通信回線設備を通じて閲覧できるようにします。この場合において、この情報の閲覧については、費用
の支払は要しません。ただし、閲覧できる情報のうち空き情報その他調査時期により状況に変動が生じる情報については、現状との相違が含まれることがあります。

(1)～(8) （略）
(9) 都道県府県の区域ごとにおける光信号端末回線（光信号分岐端末回線においては光信号端末回線の工事日仮予約を行ったものを除きます。）の納期回答状況

加入光ファイバ等の提供遅延の改善
・ ＮＴＴ東日本・西日本の加入光ファイバの提供遅延の改善策について、実態等を確認したうえで検討。
⇒ 提供遅延の状況には改善が見られるものの、一部エリアの遅延を始め、依然として改善を要する点も存するため、ＮＴＴ東日本・西日本は、個別事象と

いう説明にとどまらず、原因を具体的に特定し、必要な対策を講じることが適当。また、ＮＴＴ東日本・西日本は、エリア毎の納期回答の逼迫状況開示手
続を接続約款で定めたうえで、要因分析の結果に応じて所要の対策を講じるとともに、コロケーションに必要な電源設備や空調設備の提供予定日の回
答が申込みから１月を超える場合に、当該時点で回答可能な内容（回答時期の目途等）を伝える中間回答手続を接続約款で定めることが適当。

「接続料の算定等に関する研究会第八次報告書」を踏まえた規定の追加 ②

青字：追加規定箇所

118



35光ファイバ整備の円滑化のための収容空間情報等の開示

〇  総務省主催の「光ファイバ整備の円滑化のための収容空間情報等の開示の在り方に関する検討会」における議論
等を踏まえ、「異経路構成等による一般光信号中継回線の提供に係る情報調査費」の対象について、現行の「中継光
ファイバ」に加えて、「加入光ファイバ」についても新たに追加するもの。

〇 あわせて、協定事業者が自社の保有する光ファイバの経路情報等を提示した場合には、ＮＴＴ東日本・西日本が保
有する光ファイバの経路と協定事業者が提示する経路の重複有無に加え、重複する場合はその重複箇所(クロスポイ
ント)を協定事業者に対し回答する旨を規定するもの。

■クロスポイント調査イメージ

同一ビル収容エリア

調査対象ルート
（事業者様自営ルート等）

区間B

区間A

クロスポイント区間

調査対象ルート

クロスポイント区間

拠点B

119



36

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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37
ＮＧＮの県内通信用設備に係る法定機能接続料 （関門系ルータ交換機能）
○ ＮＴＴ東日本・西日本の令和７年１月以降のＮＧＮに係る法定機能の接続料については、以下のとおり。

○ 接続事業者が支払う接続料は、ゲートウェイルータ（以下「ＧＷルータ」という。）の料金をポート数比で按分した値が適用されることから、ポート数の増加に伴い、
１ポートあたり月額料は減少傾向。

○ 東京都に所在するＧＷルータは、令和６年９月まで東日本集約・東京ＰＯＩとして東日本集約ＰＯＩ（東日本全域を接続対象地域とするＰＯＩ）及び東京ＰＯＩ（東京都
を接続対象地域とするＰＯＩ）の双方を兼ねて利用されていたところ、装置上限に達する見込みであることを踏まえ、令和６年10月から東京ＰＯＩとして利用する新
たなＧＷルータを増設し、当該更改に伴う移行が行われた。

○ また、群馬県、新潟県、宮城県、福島県においては、接続事業者からの要望を受け、新たに単県POIが2025年度に開設されるため、当該POIについて、関門系
ルータ交換機能の網使用料を接続約款に追加する申請があったもの。

○ なお、徳島県及び高知県は、ベンダのサポート終了を迎える一部物品の更改を2024年度内に予定（他の単県POIにおいても2025年度以降に順次更改を予定）
しており、それぞれ2.5％、2.6％増加。

POI名
2025年度申請※2

１ポートあたり月額
(参考)

2024年4月1日時点
1ポートあたり月額

ポート数
2025年
4月1日

2024年
4月1日対前年度増減率

西日本集約
関西1POI・大阪POI 168,113 ▲5.0% 176,938 48 47

関西2POI・兵庫POI 246,382 ▲12.1% 280,407 19 17
東海POI・愛知POI 206,683 ▲12.5% 236,112 26 23
中四国POI・広島POI 274,083 ▲8.6% 299,849 17 16
九州POI・福岡POI 220,490 ▲7.4% 238,156 24 23
京都POI 297,717 ▲19.4% 369,286 10 7
静岡POI 446,046 ▲4.2% 465,823 9 8
岐阜POI 414,653 ▲16.8% 498,467 6 5
三重POI 586,500 ▲1.9% 597,708 4 4

熊本POI 489,900 ▲1.9% 499,533 5 5

鹿児島POI 489,967 ▲18.2% 599,083 5 4

岡山POI 415,417 ▲1.9% 423,597 6 6

長崎POI 768,806 ▲33.4% 1,154,208 3 2

山口POI 489,967 ▲18.2% 599,083 5 4

滋賀POI 587,771 ▲1.9% 599,083 4 4

石川POI 490,067 ▲57.5% 1,153,792 5 2

富山POI 1,132,458 ▲1.8% 1,153,792 2 2

奈良POI 769,417 ▲33.3% 1,153,792 3 2

愛媛POI 769,417 ▲33.3% 1,153,792 3 2

香川POI 1,132,458 ▲1.8% 1,153,792 2 2

佐賀POI 1,132,458 ▲1.8% 1,153,792 2 2
沖縄POI 587,833 ▲1.8% 598,875 4 4
大分POI 1,132,958 ▲1.1% 1,145,042 2 2

和歌山POI 1,132,958 ▲1.1% 1,145,042 2 2

宮崎POI 1,132,958 ▲1.1% 1,145,042 2 2

福井POI 769,722 ▲1.1% 778,056 3 3

徳島POI 1,173,708 2.5% 1,145,042 2 2

島根POI 1,132,958 ▲1.1% 1,145,042 2 2

鳥取POI 1,132,958 ▲1.1% 1,145,042 2 2

高知POI 1,175,167 2.6% 1,145,042 2 2

POI名
2025年度申請※2

１ポートあたり月額
(参考)

2024年4月1日時点
1ポートあたり月額

ポート数
2025年
4月1日

2024年
4月1日対前年度増減率

東日本集約POI 458,271 - 158,146
8 64

東京POI 169,501 62
千葉POI 194,018 ▲6.8% 208,207 23 23
埼玉POI 178,086 ▲9.1% 195,907 28 27
神奈川POI 167,782 ▲3.2% 173,414 34 32
北関東ブロックPOI 621,967 ▲24.5% 824,208 5 4
北海道POI 199,432 ▲20.9% 252,197 22 19
東北ブロックPOI 164,207 ▲15.8% 195,089 31 29
北関東・甲信越ブロックPOI 184,934 ▲21.2% 234,639 24 21
茨城POI 317,908 ▲5.7% 337,050 10 10
栃木POI 392,702 ▲6.1% 418,060 7 7
群馬POI※3 1,066,083 - - 3 -
新潟POI※3 1,585,042 - - 2 -
宮城POI※4 806,625 - - 4 -
福島POI※4 1,585,042 - - 2 -

※1:網改造料の算定に係る2025年度適用の諸比率を用いて算定
※2:2025年4月1日時点の利用見込(個別建設申込み受領済みのもの) に基づき算定
※3:群馬POI及び新潟POIの月額料金及びポート数は、開設を予定している4月末日の利用見込に基づき算定
※4:宮城POI及び福島POIの月額料金及びポート数は、開設を予定している5月末日の利用見込に基づき算定

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本
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ＮＧＮ県間接続料の算定方法（算定方法、需要の予測）

○ ＮＧＮの県間接続料については、全国集約ＰＯＩ及びブロックＰＯＩから単県ＰＯＩへの移行等が見込まれていることを踏まえ、接続
料の急激な変動を緩和するため、４年３ヶ月（令和７年１月～令和10年３月）を算定期間とする将来原価方式（第２号長期将来原価方式）により算定す
る（これにより算定期間中におけるＧＷＲの利用ポート数の変動の影響も平準化される。）。

○ 需要（ポート実績トラヒック及びＧＷＲのポート数）については令和５年度までの契約数・トラヒック量等を基礎、原価については令和５年度接続
会計を基礎として需要に応じた必要最小限の投資を見込むことで、将来の原価・需要を予測。原価をポート実績トラヒック等を用いて各
機能に按分したうえ、ＩＰｏＥ接続に係る原価をＧＷＲのポート数で除して接続料を算定。

（１）需要の予測

① ＧＷルータのポート数

期末ポート数（ＮＴＴ東日本） 期末ポート数（ＮＴＴ西日本）

・ ＶＮＥ事業者毎にピークトラヒックの予測を行い、直近の
ポート容量に対する利用率からポート数を予測。

・ 単県ＰＯＩ等への移行動向が判明している分は個別に考慮。

② ポート実績トラヒック比

・ フレッツ光の最新の需要動向を反映してポート実績トラ
ヒックを予測。

ポート実績トラヒック比
（ＮＴＴ東日本）

ポート実績トラヒック比
（ＮＴＴ西日本）
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ＮＧＮ県間接続料の算定方法（原価の分計）

○ ＮＧＮ県間接続料（IPoE接続）の原価範囲は、県間中継ルータ（関門系ルータを除く。以下同じ。）及び県間伝送路であるところ、県間伝送路
のうち一部（県間中継ルータ～関門系ルータ）については各機能で占有されるため直課し、他機能についてはポート実績トラヒック比で按分。

○ 県間伝送路の占有区間と共用区間の分計については、芯線長比をコストドライバとして按分。

ＧＷルータ
（ブロック）

ＧＷルータ
（全国集約）

他機能に係る
関門系ルータ

（PPPoE、IP音声等）

県間中継ルータ

県内中継ルータ 県内中継ルータ

（２）原価の予測
※GWルータは県間接続料の対象外

（関門系ルータ交換機能の原価範囲）

①占有区間（ＧＷルータ～県間中継ルータ間の県間伝送路）

①占有区間

（県内接続料の原価範囲）

②共用区間

※ ＮＴＴ東日本においては他社設備、ブロックＰＯＩ占有区間に
係るコストは発生していない。

占有区間の費用（ＮＴＴ東日本） 占有区間の費用（ＮＴＴ西日本）

②共用区間（県間中継ルータ、県間中継ルータ～県内中継ルータ間の県間伝送路）

県間中継ルータ

共用区間の費用（ＮＴＴ東日本） 共用区間の費用（ＮＴＴ西日本）
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40中間配線架について

○ 令和３年１月14日公布の省令改正（令和３年総務省令第１号）により、県間通信用設備（ＩＰ音声県間接続及び優先パケット県間接続）と同様に指
定設備である県内設備と一体的に利用される中間配線架（パッチパネル）についても、「第一種指定電気通信設備との接続を円滑に行うために必
要なもの」と位置づけられ、接続料に準じた負担及び条件等の設定を求められることとなった。

○ 中間配線架は、光ＩＰ電話接続機能を利用するために用いられるものであることから、IP網への移行期間におけるその他ＮＧＮ接続料と同様にＮＧ
Ｎに係る接続料の算定に準じ、３年９ヶ月（令和３年４月～令和６年12月）の複数年度で将来原価方式に準じた算定を行ってきたところ。

○ 令和６年度内に各接続事業者の需要が終局となることに加えて、今後の追加投資も予定されていないことから、令和７年１月から令和８年３月まで
の適用接続料は令和５年度の実績費用を基に実績原価方式にて算定。

○ 各設備ごと（架、ポートパネル、ジャンパ）の必要設備量合計と調達物品単価を基に、網改造料の算定方式により創設費・年経費を算定。

○ 現行接続料の算定期間のうち、令和３年度～令和５年度における予測と実績の差分については、今回乖離額調整による対応を行うこととし、令和６
年度の予測と実績の差分等は令和８年度適用接続料にて調整

○ なお、中間配線架は事業者間における意識合わせを踏まえ、東京に２架※１、大阪に２架※１設置し、各者１架当たり32ポート※２ずつ割り当て（ＮＴＴ東
日本・西日本を含めた10者それぞれに東京、大阪それぞれ64ポート割り当て）。共用Ｌ２ＳＷ利用事業者（全15者）は１事業者分のポートを全者で共有。

※１ 設備の冗長化。

※２ 冗長化の観点から他事業者（共用L２SW含む）１者当たり2ポートの割り当て（10者×2ポート＝20ポート）及び今後新規参入をする事業者が現れた場合の予備ポート（12ポート（６者分））。

令和７年１月～令和８年度
申請接続料※

令和３年度～令和６年12月
申請接続料

ＮＴＴ東日本

コスト（千円） 676 1,377
需要（ポート） 640 2,448

接続料金（円/ポート・月） 88 47

ＮＴＴ西日本

コスト（千円） 665 1,380
需要（ポート） 640 2,448

接続料金（円/ポート・月） 87 47

■ 中間配線架に係る接続料金

NTT東西ユーザ 接続事業者ユーザ

Ｇ
Ｗ
Ｒ 接続事業者電話網

Ｇ
Ｗ
Ｒ
等

◎

中間配線架
（パッチパネル）

◎

■設備イメージ

NTT東西 IP網（NGN）

※ 現行算定期間に生じた乖離額調整後の接続料
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① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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中継光ファイバ及び局内光ファイバの接続料

○ 中継光ファイバは通信用建物間に設置された光ファイバであり、芯線単位で利用可能（一般光信号中継伝送機能）であるほか、ＷＤＭ（波長分割多

重）装置が設置されている区間においては波長単位で利用可能（特別光信号中継伝送機能）。

○ 芯線単位で利用する場合の接続料は芯・ｍ単価で設定されており、波長単位で利用する場合は、芯線単位の接続料を当該区間における
利用波長数で除した料額（にＷＤＭ装置のコストを網改造料の算定式に準じて算定した額を加えた額）で利用することができる。

○ 接続事業者は、接続事業者向けウェブサイトで中継光ファイバに係る情報（始点・終点、芯数、概算ケーブル長、空き情報等）を無償で閲覧可能。

中継光ファイバ

原価・需要（ＮＴＴ東日本） 原価・需要（ＮＴＴ西日本） 中継光ファイバの接続料（芯線単位利用）

○ 局内光ファイバは通信用建物内に設置された光ファイバであり、芯線単価で接続料が設定され、芯線単位で利用可能。

局内光ファイバ

ケーブル１芯あたり創設費（前年度９月末値） 芯線利用率（前年度９月末値） 局内光ファイバの接続料

網改造料の
算定式に

準じて算定

未利用芯線
コストを応分に
負担するため、
芯線利用率で割戻 （県間設備に関する費

用等を除外した設備管
理運営費比率を使用）

（局内光ファイバのうち、同一敷地内にある別の通信用建物間に設置され
たものについても、利用形態を踏まえ、中継光ファイバと同額を適用）

単位：円

（局内光ファイバの平均ケーブル長に各種類（２芯～32芯）のケーブル１ｍ当たりの物品費・取付費を乗じて算定。）
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電柱及び管路・とう道の利用に係る料金

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する電柱及び管路・とう道のうち、第一種指定電気通信設備との接続に必要不可欠な区間（義務的区間・義務的

提供）の利用に係る料金・提供条件等については、接続約款に規定されている（電気通信事業法施行規則第23条の４第２項第２号に規定する接続約款記載事項）。

○ ここで、義務的区間・義務的提供の考え方については、
・ 電柱については、通信用建物の敷地内の電柱及び電柱上にＰＯＩを設置する場合に最低限必要な１又は複数の電柱
・ 管路・とう道については、通信用建物から工事可能な最も近いＮＴＴ東日本・西日本が指定するマンホール等（第一マンホール）まで
とされている。

○ 電柱については取得固定資産価額（※１）、管路・とう道については正味固定資産価額を基礎として、接続料の算定方法に準じて料金を
定めることとされており、毎年度、改定が行われている（設備管理運営費比率については、県間設備に係る費用等を除外して算定したものを使用。）。

○ 令和７年度においては、電柱については物品費の高騰等による取得固定資産価額の上昇により値上がり、管路・とう道については資産
の減価償却が進みＮＴＴ西日本は値下がりしている一方、保全・補修等により費用が増加したＮＴＴ東日本は値上がりとなっている。

電柱使用料
（単位：円／年・使用箇所）

管路・とう道に係る料金
（都道府県の区域毎に定められている料金の平均）

（単位：円／年・条・メートル）

（単位：円／年・メートル）

管路

とう道

※１ 自立柱（立地条件等で支線を設置することができない場合に採用される高強度の電柱）以外の電柱を新設する場合の建柱費と舗装破砕復旧費の実績を基に取得固定資産価額を算定し、添架可能ポイント数
（８。平成19年度11月8日の料金改定で６から変更。）で除する。
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区分
単位

(月額)

令和７年度
（カッコ内は調整前）

令和６年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

光信号電気信号

変換機能

〔メディアコンバー

タ〕※３

100Mb

/s

非集線型

<1MCタイプ>

１回線

ごと

377円

（432円）
－

681円

（551円）
－

１Gb/s
１回線

ごと

983円

（1,138円）

410円

（556円）

1,826円

（1,452円）

614円

（689円）

光信号分離機能

〔局内スプリッタ〕

※３

局内４分岐のもの
１回線

ごと

107円

(141円)

98円

(161円)

159円

(176円)

240円

(236円)

実績原価方式に基づく主な接続料 料金表①

区分
単位

(月額)

令和７年度
（カッコ内は調整前）

令和６年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

光信号中継伝送機能
〔中継ダークファイバ〕

１回線・
１メートルごと

1.083円
（1.064円）

1.445円
(1.374円)

0.916円
（1.010円）

1.295円
(1.304円)

①端末回線伝送機能 ②光信号電気信号変換機能及び光信号分離機能

③中継伝送機能

※１ タイプ1-1（保守対応時間が、土日祝日を除く毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合。
※２ タイプ1-2（保守対応時間が、毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合。

※３ タイプ1-2（保守対応時間が、毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合。

区分
単位

（月額）

令和７年度
（カッコ内は調整前）

令和６年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

一般帯域透過端末
伝送機能

〔ドライカッパ〕※１

回線
管理
機能

１回線
ごと

58円
（46円）

86円
（64円）

46円
（40円）

68円
（55円）

回線
部分

１回線
ごと

1,814円
（1,649円）

1,795円
（1,633円）

1,671円
（1,560円）

1,628円
（1,535円）

帯域分割端末
伝送機能

〔ラインシェアリング〕
※１

回線
管理
機能

１回線
ごと

244円
(169円)

221円
(152円)

149円
(109円)

363円
（210円）

ＭＤＦ
部分

１回線
ごと

76円
（65円）

68円
（59円）

64円
（58円）

64円
（56円）

光信号伝送装置
〔ＧＥ－ＰＯN〕※２

１Gb/s 
１装置
ごと

1,031円
（1,217円）

1,012円
（1,159円）

1,372円
（1,398円）

1,269円
（1,309円）

通信路設定伝送機能を組
み合わされるもの※１

２線式
の

もの

１回線
ごと

1,764円
（1,603円）

1,722円
（1,577円）

1,625円
（1,516円）

1,583円
（1,495円）

光屋内配線を利用する
場合の加算額※２

１回線
ごと

209円
（198円）

201円
（190円）

196円
（190円）

187円
（182円）
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区分 単位

令和７年度
（カッコ内は調整前）

令和６年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

番号案内

サービス

接続機能

一般中継局ルータ接続
１案内

ごと

392円

(307円)

298円

(257円)

319円

(252円)

397円

(268円)

番号情報データベース登録機能
１番号

ごと
－

7.09円

(8.18円)
－

9.46円

(9.46円)

番号情報

データ

ベース

利用機能

一括でデータ抽出
１番号

ごと
－

3.32円

(4.43円)
－

6.54円

(6.02円)

異動データのみを

データ抽出

１番号

ごと
－

6.81円

(7.98円)
－

9.32円

(9.62円)

区分 単位

令和７年度
（カッコ内は調整前）

令和６年度
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

公衆電話発信機能 １秒ごと
4.7611円

(3.6524円)
3.7146円

(2.9545円)
4.1057円

(3.2199円)
3.3852円

(2.6664円)

⑦番号案内機能等

⑧公衆電話機能

区分
単位

(月額)

令和７年度
（カッコ内は調整前）

令和６年度
（カッコ内調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

通信
路設
定伝
送機
能

一般専用に
係るもの

〔一般専用
サービス〕

3.4
kHz

同 一 Ｍ Ａ 内 の
場合

１回線
ごと

10,900円
（10,051円）

8,912円
(8,863円)

11,037円
（9,882円）

9,261円
(9,254円)

上記以外の場合
１回線
ごと

13,470円
（12,060円）

11,332円
(10,900円)

13,159円
（11,479円）

11,529円
(11,106円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

１回線
ごと

2,710円
（1,970円）

710円
（650円）

2,070円
（1,490円）

820円
（640円）

高速デｨジ
タル伝送に
係るもの

〔ディジタル
アクセス〕

<エコノミー
クラス>※

64
kb/s

同 一 Ｍ Ａ 内 の
場合

１回線
ごと

10,326円
（9,516円）

8,455円
(8,399円)

10,440円
（9,346円）

8,766円
(8,761円)

上記以外の場合
１回線
ごと

12,752円
（11,412円）

10,738円
(10,319円)

12,440円
（10,855円）

10,904円
(10,506円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

１回線
ごと

2,560円
（1,860円）

670円
（610円）

1,950円
（1,410円）

770円
（600円）

1.536
Mb/s

同 一 Ｍ Ａ 内 の
場合

１回線
ごと

185,401円
(145,864円）

172,016円
(122,933円)

128,161円
（111,951

円）

157,461円
(115,578円)

上記以外の場合
１回線
ごと

243,625円
(191,368円）

226,808円
(169,013円)

176,161円
(148,167円）

208,773円
(157,458円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

１回線
ごと

61,440円
（44,640円）

16,080円
（14,640円）

46,800円
（33,840円）

18,480円
（14,400円）

⑥通信路設定伝送機能（主な品目のみ）

※ タイプ1-1（保守対応時間が、土日祝日を除く毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合。

実績原価方式に基づく主な接続料 料金表②

※ 番号案内機能についても、固定電話網のＩＰ網への移行に伴い、合わせてＩＰ網への移行が進められており、こ
れまでＰＳＴＮを経由して番号案内設備にアクセスされていたところ、ＩＰ網を経由してアクセスする形態への移行
が、
・ 令和４年５月～ ＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話発の移行
・ 令和５年８月～ 接続事業者発の移行
・ 令和５年９月～ ＮＴＴ東日本・西日本の固定電話発の移行
と進められ、令和７年１月に移行完了。
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③個別負担の接続料（網改造料）等の算定に用いる諸比率の改定

（ⅰ）取得固定資産価額相当額の算定に係る比率

（ⅱ）年額料金の算定に係る比率

（ⅲ）電力設備に係る取付費比率及び設備管理運営費比率

個別負担の接続料（網改造料）については、取得固定資産価額が個別に把握できない場合に、
物品費及び設備区分ごとの諸比率を用いて取得固定資産価額相当額を算出（※２）した上で、設
備管理運営費を算出（※３）している。

※２ 取得固定資産価額相当額＝物品費＋取付費(物品費×取付費比率）＋諸掛費((物品費＋取付費）×諸
掛費比率）＋共通割掛費((物品費＋取付費＋諸掛費）×共通割掛費比率）

※３ 設備管理運営費＝保守運営費(取得固定資産価額相当額×設備管理運営費比率)＋減価償却費(取得
固定資産価額相当額を基に算定)

区分
単位
（年額）

令和７年度平均料金
（カッコ内は調整前）

令和６年度平均料金
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

管路
1条当たり

1メートルごと
280円

（269円）
206円

（200円）
254円

（256円）
208円

（202円）

とう道 1メートルごと
53,619円

（52,173円）
43,722円

（42,313円）
49,244円

（49,781円）
43,935円

（42,786円）

土地
1平方メートル

ごと
1,341円

（1,231円）
713円

（667円）
1,199円

（1,159円）
668円

（635円）

建物
1平方メートル

ごと
30,055円

（30,476円）
24,899円

（23,951円）
33,022円

（32,466円）
24,609円

（24,071円）

区分
単位

（年額）

令和７年度料金
（カッコ内は調整前）

令和６年度料金
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

電柱使用料 １使用箇所数ごと
1,398円

（1,114円）

1,331円

（1,038円）

1,113円

（951円）

1,023円

（869円）

①工事費・手続費の算定に用いられる作業単金の改定

②管路・とう道等の料金の改定

(ⅰ)管路・とう道、土地・通信用建物の料金の改定

（ⅱ）電柱使用料の改定

※４ 網改造料の算定対象設備に係る除却費が網改造料に含まれる場合。

主な工事費・手続費・コロケーション料金等 料金表

区分
令和７年度数値 令和６年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

取付費比率

交換機械設備 0.279 0.329 0.273 0.319
電力設備 0.977 0.870 0.949 0.814

伝送機械設備 0.162 0.249 0.161 0.244
無線機械設備 0.703 0.265 0.703 0.265

諸掛費比率
土地及び通信用建物 0.113 0.090 0.089 0.093

土地及び通信用建物以外 0.002 0.002 0.004 0.002
共通割掛費比率 0.045 0.094 0.052 0.099

区分
令和７年度数値 令和６年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

取付費比率

受電設備 1.354 1.168 1.379 1.103
発電設備 0.656 1.086 1.671 1.041

電源設備及び

蓄電池設備
0.926 0.019 0.918 0.782

空気調整設備 1.582 2.173 1.538 2.141

設備管理

運営費比率

電力設備及び

空気調整設備
0.017 0.018 0.016 0.017

単位
令和７年度単金 令和６年度単金

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

平日昼間・一人当たり・１時間ごと 6,706円 6,410円 6,444円 6,121円

平日夜間・一人当たり・１時間ごと 7,766円 7,370円 7,383円 7,067円

平日深夜・一人当たり・１時間ごと 8,979円 8,468円 8,458円 8,149円

土日祝日昼夜間・一人当たり

・１時間ごと
8,070円 7,645円 7,654円 7,337円

土日祝日深夜・一人当たり

・１時間ごと
9,282円 8,743円 8,727円 8,419円

区分
令和７年度数値 令和６年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

設備管理

運営費比率※4

端末回線伝送機能 0.025 0.023 0.027 0.024

端末系交換機能 0.047 0.045 0.051 0.048

中継系交換機能 0.040 0.038 0.042 0.043

中継伝送機能 0.047 0.042 0.043 0.045

通信料対応設備合計 0.047 0.044 0.050 0.048

データ系設備合計 0.109 0.094 0.118 0.100

※１ 「土地」「通信用建物」については、通信用建物毎の料金の平均値。
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4747ＮＴＴ西日本における令和６年度の接続料改定における手続費の算定の誤り

○ ＮＴＴ西日本の令和６年度の接続料改定（令和６年１月16日申請、１月23日諮問、３月24日答申、同日認可）において、「債権譲受
手続費」（ＮＴＴ東西が協定事業者から契約者が支払うべき料金の債権を譲り受けたときに、ＮＴＴ東西が行う利用者料金の回収業務に対する手続

費）について、同社における確認漏れにより、接続料規則の定める「適正な原価に適正な利潤を加えた額」とは異なる、

誤った料額が申請された。

○ 当該手続費に係る収入と原価・利潤を一致させるため、令和７年度の接続料改定において、接続約款（附則）に、当
該年度に請求差額が生じた場合には、令和６年度の正しい料額を用いて精算するための規定を置く旨の申請があった。

※令和６年４月１日以降、当該手続費の請求はなされていない。

■ 誤りの内容

■ 誤りの原因・再発防止策等

区分 内訳 単位
令和６年度適用料金

正しい料額 誤った料額（申請料金）

(7)
債権譲受
手続費

第80 条（ 債権譲受）

の規定により、当社
が協定事業者の役務
提供区間に関わる利
用者料金の債権をそ
の協定事業者より譲
り受けたときに、当社
が行う利用者料金の
回収業務に要する費
用

アイ以外
の場合

(ｱ)電話サービス又は

総合ディジタル通信
サービスの利用者に対

する料金請求書の料
金内訳項目を１の協定

事業者が専有する場
合であって、請求・収
納・回収を当社が行う
場合

１内訳項目ごとに

17.63

18.15

17.63

0.19

・当該手続費に係る修正を行った際、修正過程で誤った額を転記したことに気付かないまま申請が行われたことによるもの。
・約款修正の二重チェックの実施等、説明資料及び申請資料の確実な相互確認作業の徹底等により再発防止を図る。

NTT東日本 NTT西日本
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① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）
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49長期増分費用 （ＬＲＩＣ） 方式による接続料算定

○ 長期増分費用（ＬＲＩＣ：Long-Run Incremental Costs）方式は、接続料の原価算定において、事業者の非効率性を排除した

適切な原価を算定するために、平成１２年の電気通信事業法改正により導入した方式。ＮＴＴ東日本・西日本の実際のネット

ワークと同等規模のネットワークを、現時点で最も低廉で効率的な設備と技術により構築・運営した場合の費用を算定する。

 ＬＲＩＣモデルの策定・見直し

接続料原価を算定するためのＬＲＩＣモデルを策定・見直し。

 接続料算定の在り方の決定

ＬＲＩＣモデルの適用方法や適用期間等、接続料算定の在り方を

決定。

※ ２～３年毎に実施。令和７年１月１日以降からは、第９次ＩＰモデルを適用。

ＬＲＩＣモデルの策定及びその適用の決定

接続事業者

接続料の算定及び接続約款への反映

 入力値の見直し

毎年度、接続料算定に必要な需要・パラメータ（回線数、設備単

価、耐用年数等）を最新の値に見直し。

 接続約款の変更

上記のＬＲＩＣモデル及び入力値により算定した接続料について、

ＮＴＴ東日本・西日本が接続約款変更の認可を申請。

＜参考 令和６年度の認可接続料＞

加入電話・メタルＩＰ電話接続機能： 9.11円／3分

※ 毎年度実施。

接続機能・接続料原価のイメージ

電柱

管路

収容局

メタル回線収容装置

中継ルータ

相互接続点
ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本の固定電話網

メタルＩＰ電話メタルＩＰ電話

ＩＰ接続

収容ルータ

もう一方のＧＷルータへ

ＧＷルータ

中継局

相互接続局

光ＩＰ電話へ

接
続
料
原
価
対
象
設
備
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50第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにより算定した接続料等の改定額及び接続料原価

区分 単位 令和７年度 令和６年度

① メタル回線収容機能 1秒ごとに 0.0274529円 0.024394円

② 一般中継系ルータ接続伝送機能 １秒ごとに 0.0223891円 0.019520円

●接続料等の改定額

●算定根拠

主な機能/要素機能の接続料原価

○ 第９次ＩＰ-ＬＲＩＣモデルにより算定した主な機能/要素機能の接続料原価は、以下のとおり。

主な機能/要素機能 令和７年度 令和６年度 増減率

メタル回線収容機能/メタル回線収容部 23,588 24,932 ▲5.4%

一般中継系ルータ接続伝送機能

/一般中継系ルータ接続伝送部
19,237 19,950 ▲3.6%

（単位：百万円）
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51算定根拠 （ＩＰ－ＬＲＩＣモデルに入力する通信量）

（１） サービス別トラヒックの算定

○ 通信形態別に、前年度下期と当年度上期の通信量を通年化した予測通信量を算定し、その上で各通信形態別のトラヒックがIP網移

行前後で変更となることを踏まえ、IP網移行後の通信量実績の比率で配賦したものをサービス別トラヒックとする。

「令和6年度下期＋令和7年度上期」予測通信量 ＝ 「令和5年度下期＋令和6年度上期」実績通信量×（１＋対前年同期予測増減率※）

※ 対前年同期予測増減率は、①令和6年10月までの主要な通信量の対前年同期増減率及び②令和６年１1月～令和7年9月の主要な通信量の対前年同期予測増減率（当該増減率には、令和6年４月～

10月の対前年同期増減率を用いる。）を、主要な通信量における令和5年10月及び令和５年１1月～令和６年９月の構成比を用いて加重平均したもの。さらにIP網移行後の通信量実績（令和６年２月～10

月）における東西別、回数・時間別、通話形態別の区分で配賦する際の比率やIP網移行によりNTT網を経由しなくなるサービス呼の加算（令和６年11月相当の予測通信量を、同年10月の実績値及び同年12

月の予測値から算定）も加味する。

「R６下＋R７上」 予測通信量 「R5下＋R6上」 実績通信量 対前年増減率

東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本

ＺＡ内
回数 1703 794 908 1,720  814  906  ▲0.9% ▲2.5% ▲0%

時間 42 21 21 42 21  21  ▲0% ▲0% ▲0%

ＺＡ間
回数 426 212 214 444  217  227 ▲4.1% ▲2.3% ▲5.8%

時間 9 5 4 10 5 5 ▲0% 2.5% ▲2.5%

ＩＰ接続
（サービス呼以外）

回数 4,710 2,376 2,334 5555 2,788 2,767 ▲15.2% ▲14.7% ▲15.6%

時間 145 75 70 181 94 87 ▲19.9% ▲20.2% ▲19.5%

（単位：百万回、百万時間）＜ＺＡ内・ＺＡ間・ＩＰ接続（サービス呼以外）＞

（２） 機能/要素機能別トラヒックの算定

○ サービス別トラヒックに各機能/要素機能毎の経由回数を考慮して機能/要素機能別トラヒックを算定し、これを接続料算定に用

いる。

令和７年度 令和６年度 増減率

メタル回線収容機能/メタル回線収容部
回数 8,541 10,201 ▲16.3%

時間 239 284 ▲15.8%

一般中継系ルータ接続伝送機能
/一般中継系ルータ接続伝送部

時間 239 284 ▲15.8%

（単位：百万回、百万時間）

135



52

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. 27～35）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等（P. 37～40）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 42～47）

④ 長期増分費用方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 49～51）

⑤ 報告事項（スタックテスト、加入光ファイバの未利用芯線について）（P. 53～67）

主な変更・報告内容等 （P. ５～24）

その他の変更・報告内容等 （P. 27～67）

参考資料 （P. 69～82）

① 令和７年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （P. ５～８）

② 令和７年度の次世代ネットワーク（NGN）等に係る接続料の改定等（P. 10～15）

③ 実績原価方式に基づく令和７年度の接続料の改定等 （P. 17～19）

④ 固定電話のIP網移行に伴う対応（報告）（P. 21）

  ⑤ その他の事項（接続料規則等に基づく許可申請）（P. 23～24）
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5353接続料と利用者料金の関係の検証（スタックテスト）の流れ

スタックテスト不適合

不当競争性あり

不当な競争を引き起こさない
ことを示す論拠の提出

接続料又は利用者料金の変更
（接続料の変更はコストの範囲内）

両者の差分が20％未満

問題なし

（例）
・対象サービスに競合する事業者が存在しない
・早期に事態の改善が見込まれる

・対象サービスの需要が減退し小さくなっているとともに
十分代替的な機能が別に存在する 等

スタックテストの実施

両者の差分が20％以上（※２）

サービスごとに、利用者料金収入とそのサービス提供に
用いられる機能の接続料総額（※１）を比較

※１ 他社接続料も算入。
 収容率は接続料算定に用いられる予測収容率。

※２ フレッツ光ネクストファミリータイプ等の
サービスメニューごとの比較については、
利用者料金が接続料を上回ること

■固定通信分野における接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針（平成30年２月２６日策定、令和５年11月22日最終改定）
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5454スタックテストの結果①（サービスごとの検証）

○ 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本において令和５年度の接続料総額と利用者料金収入の水準を比較した結果、両社の検証対象サー
ビスでは、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相当基準額（利用者料金収入の20％）を上回ったため、価格圧搾による不当な競
争を引き起こすものとは認められなかった。

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
①

利用者
料金収入

②
接続料
総額相当

③
差分

（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

フレッツ光ネクスト 5,069億円 2,403億円
2,666億円
（52.6%）

○

ひかり電話

移動体着
含む

1,093億円 207億円
886億円

（81.1%）
○

移動体着
除く

876億円 109億円
767億円

（87.6%）
○

ひかり電話ネクスト 20億円 9億円
11億円

（55.0%）
○

ビジネスイーサワイド 412億円 305億円
107億円

（26.0%）
○

サービス
①

利用者
料金収入

②
接続料
総額相当

③
差分

（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

フレッツ光ネクスト 3,798億円 2,006億円
1,792億円
（47.2%）

○

ひかり電話

移動体着
含む

1,014億円 179億円
835億円

（82.3%）
○

移動体着
除く

798億円 94億円
704億円

（88.2%）
○

ひかり電話ネクスト 8億円 4億円
4億円

（50.0%）
○

ビジネスイーサワイド 440億円 319億円
121億円

（27.5%）
○
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※１ 利用者料金は令和６年３月31日時点（総務省要請を受け割引を考慮した後の額）
※２ フレッツ光ネクストについては、複数年将来原価方式により接続料を算定していることと合わせ、

収容数も各機能の適用期間と合わせた複数年平均を用いて接続料相当額を算定。

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ

10Gbit/sまでの符号伝送
が可能なもの

○

上記以外 ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

ミニＢ ○

プラン１Ｂ ○

プラン２Ｂ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

10Gbit/sまでの符号
伝送が可能なもの

○

上記以外のもの（ミニ） ○

上記以外のもの（プラ
ン１）

○

上記以外のもの（プラ
ン２）

○

プライオ ○

オフィスタイプ

10Gbit/sまでの符号
伝送が可能なもの

○

上記以外 ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

ひかり電話ネクスト（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

ビ ジ ネ ス
イーサワ
イド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

Interconnected WAN（MA設備まで利用す
る場合）

○

Interconnected WAN（県内設備まで利用
する場合）

○

スタックテストの結果②（サービスメニューごとの検証）

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本
（単位：月額） （単位：月額）

（単位：１アクセス回線あたり/月額）

（単位：１アクセス回線あたり/月額）

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ

10Gbit/sまでの符号伝送
が可能なもの

○

上記以外 ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

10Gbit/sまでの符号
伝送が可能なもの

○

上記以外のもの（ミニ） ○

上記以外のもの（プラ
ン１）

○

上記以外のもの（プラ
ン２）

○

オフィスタイプ

10Gbit/sまでの符号
伝送が可能なもの

○

上記以外 ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

ひかり電話ネクスト（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

ビ ジ ネ ス
イーサワ
イド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

Interconnected WAN（MA設備まで利用す
る場合）

○

Interconnected WAN（県内設備まで利用
する場合）

○

○ 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本においてサービスメニュー単位で利用者料金が接続料を上回っているか否かについて検証した結
果、全てのサービスメニューについて、利用者料金が接続料相当額を上回り、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められ
なかった。

赤枠内委員限り

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの
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●接続料の算定に関する研究会 第四次報告書（令和２年９月）

 第４章 「加入光ファイバの未利用芯線及び報酬額の算定方法」

１．加入光ファイバの未利用芯線

（３）考え方

加入光ファイバの未利用芯線については、第三次報告書において示されたとおり、今後も調査を行い時系列のデータを蓄
積することにより投資の合理性に関する検証を継続することが必要であり、そのため当該データ及び当事者による評価分析
が総務省に定期的に提供され、かつ、認可申請時などにできる限り一般公表されることが適当である。

この時系列データは、サンプル数を増やしたとしても、直ちに定量的な結論を導き出せるものではないと考えられるものの、
他方で、未利用芯線の実態をより明らかにする観点からは、より多くの事例を収集し、類似の事例を整理することで、投資の合
理性に関する検証の精度を高めることが可能になると考えられる。

したがって、NTT東日本・西日本においては、現行のNTT東日本・西日本それぞれ大規模・中規模・小規模ビルの計６ビル
における時系列データの収集に加え、更なるサンプル数の増加を検討するなど、実態把握の強化に向けた取組を継続するこ
とが適当である。

加入光ファイバの未利用芯線について

○ 加入光ファイバの未利用芯線（※１）については、「接続料の算定等に関する研究会」（※２）の議論を踏まえ、ＮＴＴ東日本・西日本に
おいて時系列の芯線利用率等に関するデータを総務省に定期的に提供し、かつ、（総務省において）認可申請時においてできる限り一般公表
することとされている。

○ これは、「能率的な経営のもとでの適正原価・適正利潤という接続料算定の考え方に照らすと、確かに、光ファイバ設備を含む事業用
資産の保有は、現用・予備を含め、事業につき真に必要なものとすることが合理的であり、またレートベースの算定に用いる正味固定資
産価額も事業全体の真実かつ有効な資産のものに限定されることが適切と考えられる」（接続料の算定に関する研究会第二次報告書）こと等を踏ま
え、未利用芯線の実態を把握するとともに、ＮＴＴ東日本・西日本の行うケーブル敷設の投資時点における需要予測等の合理性等を検証
するためのものである。

※１ ＮＴＴ東日本・西日本の加入光ファイバ（及びメタル回線）については、ケーブル単位で敷設・保守・管理されており、芯線単位で除却・撤去を行うことができないため、利
用されていない芯線が存在する。

※２ 令和元年12月に「接続料の算定に関する研究会」から名称を変更。
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57サンプルビルの選定・調査について
○ これまでサンプル調査したビル（箇所）において、令和６年10月末における芯線使用率について調査を実施。

○ 地下光ケーブルは、調査対象ビルの全数を調査。架空光ケーブルは、複雑に枝分かれしており、ルートの特定を全ての架空光ケーブル
に実施することは困難であることから、調査対象ビルの一部をサンプル調査。サンプルの選定においては、投資の合理性を確認する観点
から、複数の種別のケーブルが存在する箇所を選定。

○ ＮＴＴ東日本・西日本それぞれにおいて、地下光ケーブルに関して３ビル、架空光ケーブルに関して３箇所の調査を実施。

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

架空
光ケーブル

■調査対象箇所（ルート）

■調査実施時期
平成30年10月【ルート１】及び平成31年４月【ルート２】

（第１回）※ルート３に関しては実施せず

令和元年12月【ルート１及び２】（第２回）※同上

令和２年12月（第３回）、令和３年10月（第４回）、
令和４年10月（第５回）、令和５年10月（第６回）、
令和６年10月（第７回）

■調査対象箇所（ルート）

■調査実施時期
平成30年10月【ルート１】及び平成31年４月【ルート２】

（第１回）※ルート３に関しては実施せず

令和元年12月【ルート１及び２】（第２回）※同上

令和２年12月（第３回）、令和３年10月（第４回）、
令和４年10月（第５回）、令和５年10月（第６回）、
令和６年10月（第７回）

地下
光ケーブル

■調査対象ビル

■調査実施時期
平成30年10月（第１回）、令和元年12月（第２回）、
令和２年12月（第３回）、令和３年10月（第４回）、
令和４年10月（第５回）、令和５年10月（第６回）、
令和６年10月（第７回）

■調査対象ビル

■調査実施時期
平成30年10月【中規模及び小規模】及び平成31年４月【それ以外】

（第１回）、
令和元年12月（第２回）、令和２年12月（第３回）、
令和３年10月（第４回）、令和４年10月（第５回）、
令和５年10月（第６回）、令和６年10月（第７回）

大規模 中規模 小規模

新宿ビル
（東京都）

山形ビル
（山形県）

角館ビル
（秋田県）

大規模 中規模 小規模

大阪日本橋ビル
（大阪府）

岡山今村ビル
（岡山県）

指宿ビル
（鹿児島県）

ルート１ ルート２ ルート３

新宿ビル
（東京都）

新宿ビル
（東京県）

八戸三沢ビル
（青森県）

ルート１ ルート２ ルート３

名古屋栄ビル
（愛知県）

大阪日本橋ビル
（大阪府）

金沢松任ビル
（石川県）

141



58

○ 「最小限投資合理性」の考え方等を踏まえ、主に以下の①～③に該当するケーブルについて、個別事情を調査・分析。

① 経済的耐用年数経過後で、かつ下位ロットの収容率を下回るケーブル

② 経済的耐用年数経過前で、かつ下位ロットの収容率を下回り、芯線使用率が低下しているケーブル

③ 上記以外で、芯線使用状況が特徴的なケーブル

個別事情の調査・分析について

■ 下位ロットの収容率を下回る芯線使用率
※シェアドアクセス方式及びシングルスター方式に利用されている芯線のほか、故障予備用を含む保守用芯線等を
含め、芯線使用率を算定

（参考）接続料の算定に関する研究会 第三次報告書

第６章 加入光ファイバとの接続 ２．加入光ファイバの未利用芯線 （２）考え方
イ 令和２年度以降の加入光ファイバ接続料算定

一方で、仮に過去の投資判断が基本的には合理的であったという想定に立つのであれば、どのケーブルも、現在は芯線利用率が低いように見えたと
しても、基本的には、少なくとも経済的耐用年数が経過するまでには、より小容量のケーブルでは対応できない需要を収容するに至るはずという考え
（以下「最小限投資合理性」という。）が成り立つ。

そのため、令和２年度以降の加入光ファイバ接続料の算定に当たっては、（将来原価方式が採用される場合には）この最小限投資合理性の考え方を
踏まえ、さらに未利用芯線の実態の調査を深めるとともに、その後、それによって判明した具体的数値等を勘案して将来原価方式による需要の予測の
合理性をより高めていくという取組※を行うことが求められる。

※ 合理性の確認は最終的には総務省により認可プロセスで行われるものであるが、実態調査の方法等は必要に応じ本研究会で検討することが考えられる。

■ 経済的耐用年数
※直近の調査時点である令和５年10月に
採用していた耐用年数を用いる。

※かっこ内は経済的耐用年数を経過している
光ケーブルの敷設年度

架空光ケーブル 25年（平成13年度以前）

地下光ケーブル 30年（平成５年度以前）

（地下光ケーブルの場合）

40％
以下 50％

以下 50％
以下

1000芯 400芯 200芯 100芯

（架空光ケーブルの場合）

200芯 100芯 40芯

50％
以下 40％

以下
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架空光ケーブルに関する調査結果 （１/４）

き線点

き線点から最も近いクロージャ（接続点）
（き線点から当該クロージャまでの区間の芯線利用率を計測）

東日本ルート１：新宿ビル（東京都）

（調査対象ルート）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

（調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）200芯ケーブル（ 年敷設）（２）100芯ケーブル（ 年敷設）

（３）100芯ケーブル（ 年敷設）（４）40芯ケーブル（ 年敷設）

赤枠内委員限り
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架空光ケーブルに関する調査結果 （２/４）

東日本ルート２：新宿ビル（東京都）

（調査対象ルート） （調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（       年敷設）（２）100芯ケーブル（        年敷設）

（３）100芯ケーブル（ 年敷設）（４）40芯ケーブル（ 年敷設） （５）40芯ケーブル（ 年敷設）

赤枠内委員限り

き線点 き線点から最も近いクロージャ（接続点）
（き線点から当該クロージャまでの区間の芯線利用率を計測）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。
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架空光ケーブルに関する調査結果 （３/４）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

東日本ルート３：八戸三沢ビル（青森県）

西日本ルート１：名古屋栄ビル（愛知県）

（調査対象ルート） （調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（        年敷設）（２）100芯ケーブル（ 年敷設）（３）40芯ケーブル（        年敷設）

（調査対象ルート） （調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（ 年敷設） （２）40芯ケーブル（ 年敷設）

赤枠内委員限り

き線点 き線点から最も近いクロージャ（接続点）
（き線点から当該クロージャまでの区間の芯線利用率を計測）
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架空光ケーブルに関する調査結果 （４/４）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

西日本ルート２：大阪日本橋ビル（大阪府）

西日本ルート３：金沢松任ビル（石川県）

（調査対象ルート）

（調査対象ルート）

（調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（ 年敷設）（２）40芯ケーブル（        年敷設） （３）40芯ケーブル（        年敷設）

（調査結果） ■：利用芯線 ■：未利用芯線

（１）100芯ケーブル（ 年敷設）（２）40芯ケーブル（ 年敷設）

赤枠内委員限り

き線点 き線点から最も近いクロージャ（接続点）
（き線点から当該クロージャまでの区間の芯線利用率を計測）
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63地下光ケーブルに関する調査結果 （１/４）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

東日本・大規模：新宿ビル（東京都）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

赤枠内委員限り
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64地下光ケーブルに関する調査結果 （２/４）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

○ 個別事情の調査・分析として①に該当するケーブルはなし。

○ ②として、１方面（200芯ケーブル（平成11年敷設））において、ISDNの廃止によりに伴い芯線使用率が減少しているものがある。

○ ③として、１方面（1000芯ケーブル（平成29年敷設））において、大規模ユーザの移設及び新興住宅地の宅地造成の一時的な影響によ
り、芯線使用率が低下していたが、接続事業者のエリア拡大等に伴って上昇しているものがある。

東日本・中規模：山形ビル（山形県）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

東日本・小規模：角館ビル（秋田県）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

赤枠内委員限り
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65地下光ケーブルに関する調査結果 （３/４）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

○ 個別事情の調査・分析として①、②に該当するケーブルはなし。

○ ③芯線使用状況が特徴的なケーブルとして、

・ ３方面（いずれも100芯ケーブル（昭和63年敷設））において、撤去予定の旧規格ケーブルのため、芯線使用率が増えていないものがある。

・ １方面（100芯ケーブル（平成13年敷設））において、大手企業の需要増により

１方面（100芯ケーブル（平成31年敷設））において、大手企業のデータセンタ需要にそれぞれ起因して、芯線使用率が上昇しているものがある。

西日本・大規模：大阪日本橋ビル（大阪府）

赤枠内委員限り
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66地下光ケーブルに関する調査結果 （４/４）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

○ 個別事情の調査・分析として①に該当するケーブルはなし。
〇 ②（経済的耐用年数経過前で、かつ下位ロットの収容率を下回り、芯線使用率が低下しているケーブル）に該当するケーブルとして、
F方面（1000芯ケーブル（平成24年敷設））において、工事利用のため確保していた芯線が工事完了後芯線使用率が低下。

○ ③（芯線使用状況が特徴的なケーブル）として、下位ロットの収容率を下回る１方面（1000芯ケーブル（平成10年敷設））において、芯線使用
率に大きな変動はないが、大手企業のデータセンタ移転に起因して利用芯線が減少。

西日本・中規模：岡山今村ビル（岡山県）

○ 個別事情の調査・分析として①～③に該当するケーブルはなし。

西日本・小規模：指宿ビル（鹿児島県）

耐用年数経過後のケーブル 下位ロットの収容率を下回るケーブル凡例

赤枠内委員限り
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光配線区画の見直し等

○  「加入光ファイバに係る接続制度の在り方について」（平成27年９月14日情報通信審議会答申）において、ＮＴＴ東日本・西日本による既存の光
配線区画（加入光ファイバにおいて、主端末回線１芯線を共用することのできる地理的範囲）の統合・分割の取組の実施状況を注視することが適当であるとされた
ことを踏まえ、毎年の光配線区画の見直し等の状況を総務省に報告することを要請（平成27年９月18日付け総基料第176号）。

■ 既存の光配線区画の見直し等に関するＮＴＴ東日本・西日本の取組（ＮＴＴ東日本・西日本のこれまでの報告内容を整理）

・既存の光配線区画については、既存ユーザがおらず、カバー範囲が小さな光配線区画について、河川や鉄道を跨いでいる等の地理的条件や地下配線区間になってい
る等の物理的条件により統合できないケースを除いた上で、費用対効果等を踏まえ、隣接する光配線区画と統合する見直しを実施。

・加えて、光ケーブルの支障移転やユーザがいなくなったタイミング等を捉えて、光配線区画の見直しが可能なものは隣接する光配線区画との統合に取り組んでいる。
・また、光ケーブルの増設時や新規光エリア拡大の際には新配線方式を採用し、より広い光配線区画を設定するよう取り組んでいる（ＮＴＴ西日本のみ）。
・今後も引き続き、見直しが可能な光配線区画について同様の取り組みを継続していく考え。

光配線区画の状況（ＮＴＴ東日本） 光配線区画の状況（ＮＴＴ西日本）

第３章 加入光ファイバに係る接続制度の在り方 ３．３．光配線区画が事後的に分割・縮小される課題への対処の在り方
ＮＴＴ東西による光配線区画の分割・縮小は、様々な事情によって行われていると考えられるが、ＮＴＴ東西自身によって既存の光配線区画の統合の取組が今後と

も進められる予定であることや、「８収容」の原則が遵守されたとしても事後的に区画が分割される場合には、接続事業者の収容率に対する予見性が損なわれるおそ
れがあることに鑑み、ＮＴＴ東西において、光配線区画を分割・縮小する事例を類型化した上で、公表することが適当である。

また、ＮＴＴ東西においては、事後的に分割・縮小される光配線区画等について、接続事業者の意見も聴きつつ、接続事業者が利用する「光アンバンドルシステ
ム」の「回線原簿」上の光配線区画名を定期的に変更すること、工事の際に接続事業者の契約者を設計時とは異なる光配線区画で開通せざるを得ないことが判明した
場合にその是非について当該接続事業者に速やかに確認を行う手順を設けること、光配線区画の構成に変更があった場合に接続事業者に当該区画名を通知すること等、
接続事業者の予見性の向上や影響の緩和のための措置を検討し、総務省に報告するとともに、その内容を公表することが適当である。

総務省においては、光配線区画の分割・縮小が接続事業者の収容率や加入光ファイバの利用効率に大きな影響を与え得るものであることに鑑み、その合理的な運用
を確保する観点から、光配線区画の分割・縮小の状況やＮＴＴ東西による上記措置の実施状況について注視することが適当である。

■ 「加入光ファイバに係る接続制度の在り方について」（平成28年９月14日情報通信審議会答申）
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（参考資料）
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接続会計の整理・公表

（１年毎）
接続料を再計算

（１年毎）

網機能提供計画の
届出・公表義務

接続会計の
整理・公表義務

接続約款の作成・
公表義務（認可制）

通常の認可プロセス

接
続
約
款
変
更
認
可
申
請

（
必
要
に
応
じ
て
３
条
許
可
申
請
等
）

第一種指定電気通信設備

に関する接続関連規制

接続約款変更の認可に至る流れ

○ 第一種指定電気通信設備に関しては、電気通信事業法（以下「法」という。）第33条第４項の規定に基づき接続約款の変
更の認可をするときは、審議会への諮問が義務付けられている（法第169条）。

○ 審議会（※１）においては、接続料の算出根拠を含む申請内容を公表して意見募集を２回実施（※２）（２回目の意見
募集では、１回目の意見募集で提出された接続事業者等からの意見に対する意見を募集）。意見募集を２回実施する
ことにより、ＮＴＴ東日本・西日本の反論等の機会が設けられるとともに、１回目で提出された意見に賛同又は反対
する他の接続事業者等の意見が明らかになるなどして、論点・事実関係等がより明確化。
※１：電気通信事業法施行令第12条により情報通信行政・郵政行政審議会と定められ、同審議会議事規則により、法第169条に基づく諮問については下部に設けられ

た電気通信事業部会の専決によることとされている。

※２：接続に関する議事手続規則（平成20年９月30日電気通信事業部会決定第６号）による。

○ 意見募集及び審議の結果（答申）を踏まえ、総務省では、必要に応じ、申請内容の補正を待っての認可、ＮＴＴ東
日本・西日本に対する要請、制度上の検討などを実施。

接続料原価の算定方法

接続料原価

第一種指定設備
管理運営費

＋

自己資本費用

他人資本費用

調整額

利益対応税

＋

＋

＋

✓実績原価方式
✓将来原価方式
✓LRIC方式

算定方式
審
議
会
へ
の
諮
問

（
電
気
通
信
事
業
部
会
）

意
見
募
集
手
続
（
２
回
）

接
続
委
員
会
で
調
査
・
検
討

審
議
会
の
答
申

（
電
気
通
信
事
業
部
会
）

接
続
約
款
変
更
認
可
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事業者Ａの
利用者（a）

事業者Ｂの
利用者（b）

■ 携帯電話（音声通信）の例

下図（a）から（b）の通信の場合、事業者Ａは、事業者Ｂの携帯電話網の接続料を支払う。

○ 電気通信事業者は、他の電気通信事業者から、電気通信回線設備との接続の請求を受けたときは、原則としてこれ
に応じる義務を有する（接続応諾義務、電気通信事業法第32条）。

電気通信事業分野における接続

事業者Ａの携帯電話網 事業者Ｂの携帯電話網

接続

接続料

■ 固定ブロードバンド（データ通信）の例

事業者Ｘの
利用者（x）

下図（x）からインターネットへの通信の場合、事業者Ｘは、事業者Ｙの伝送路（加入光ファイバ等）の接続料を支払う。

事業者Ｙの伝送路
（加入光ファイバ等）

インターネット

通話料等

接続

接続料

事業者ＸのＩＰ網

通信料等
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 固定通信では、加入者回線系の設備（光ファイバ等）を経由して通信することが不可欠。
 移動通信では、高いシェアを占める事業者が、他の事業者に対し強い交渉力を保持。
 このため、電気通信事業法では、主要なネットワークを保有する特定の事業者に対して、接続料等

の公平性・透明性、接続の迅速性を担保するための規律（指定電気通信設備制度）等を課している。

加入者回線（銅線・光ファイバ）

業務区域ごとの５０％超の加入者回線シェア
⇒ ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本指定要件

固定系（第一種指定電気通信設備制度） 移動系（第二種指定電気通信設備制度）

接続約款（接続料・接続条件）の認可制
接続会計の整理義務
網機能提供計画の届出・公表義務

接続関連規制

業務区域ごとの１０％超の端末シェア
⇒ ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、
ソフトバンク、WCP、UQ

指定要件

接続約款（接続料・接続条件）※の届出制
接続会計の整理義務接続関連規制

接続 接続

接続

固定電話、光ブロードバンドサービス
等

※光ファイバ等
と

  接続するケー
スもあり

接続料 接続料

インターネット 主要携帯事業者
のネットワーク

※ＭＶＮＯとの接続の場合

インターネット 他事業者の
ネットワーク

ＮＴＴ東西の
ネットワーク

携帯電話、モバイルデータ通信サービス
等

特定移動端末設備

※ アンバンドル機能、接続料の算定方法等を省令で規定

指定電気通信設備制度の概要
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ＮＴＴ東日本・西日本の加入
者回線等を第一種指定設備
として指定（平成９年・13年）

指定要件：業務区域において50％超のシェアを占める加入者回線を有すること [第33条第1項]

対象設備：加入者回線及び当該伝送路設備を用いる電気通信役務を提供するために設置される設備であって、
他の電気通信事業者との接続が利用者の利便の向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発達に
欠くことができない電気通信設備 [同上]

接続料、接続条件（接続箇所における技術的
条件等）について接続約款を定め、総務大臣
の認可を受けること。 [第33条第2項]

第一種指定設備の機能に対応した費用等や
第一種指定設備との接続に関する収支の状
況を整理し、公表すること。 [第33条第13項]

第一種指定設備の機能を変更等する場合に
は事前に設備改修日程等の計画を届出・公表
すること。 [第36条]

【接続約款の認可の要件 [第33条第4項]】

 機能ごとの接続料、標準的な接続箇所における技術的条件等が適正・明確に定められていること。

 接続料が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた金額を算定するものとして総務省令（第一種指定電気通信設備接続料規

則）で定める方法により算定された金額に照らし公正妥当なものであること。 （総括原価方式による算定）

 接続条件が、第一種指定設備に自己の電気通信設備を接続することとした場合の条件に比して不利なものでないこと。

 特定の事業者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。

接続料は、機能ごとに当該接続料に係る収入（接続料×通信量等（需要））が、当該接続料の原価に一致するように定めなければならない。
[第一種指定電気通信設備接続料規則第14条]

第一種指定設備を設置する事業者に対する規律

①接続約款の策定・公表義務
（認可制）

②接続会計の整理・公表義務 ③網機能提供計画の届出・公表義務

指定

「機能」は総務省令で規定⇒「法定機能」

認可を受けた接続約款に定める接続料・接続条件で接続協定を締結することが原則 [第33条第9項]

第一種指定電気通信設備に係る接続制度の概要

○ 固定通信は、加入者回線を経由しなければ利用者同士の通信が成り立たないネットワーク構造となっている。

○ 電気通信事業法では、他の事業者の事業展開上不可欠な設備（加入者回線等）を「第一種指定電気通信設備」として総務
大臣が指定し、当該設備との接続に関する接続料及び接続条件の公平性・透明性や、接続の迅速性を確保するため、接続約
款を総務大臣の認可制にする等の規律を課している。
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メタル回線
収容装置

相互接続点（POI: Point of Interface）

収容局間
伝送路

中継局

収容局

SIPサーバ等

収容ルータ 

FTTH

中継ダーク
ファイバ

網終端装置

県内中継ルータ

メタル回線収容装置
及び伝送路

加入者回線
（光ファイバ）

収容局－中継局
間伝送路

加入者回線
（メタル回線）

○ 第一種指定電気通信設備制度においては、加入者回線（光ファイバ、メタル回線）、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等について、総務
省令で定める機能（法定機能）の単位で接続料が設定することとされている。

○ 法定機能は、第一種指定電気通信設備との接続に係る機能のうち、他の電気通信事業者が必要とする機能のみを細分化して使用できるよ
うにした機能であり、「アンバンドル機能」とも呼称する。

第一種指定電気通信設備制度における接続料算定の対象機能

次世代ネットワーク
（ＮＧＮ）

FTTH

ＧＷルータ
（ＩＰ音声）

光信号
伝送装置等

県間中継ルータ
ＧＷルータ

（ＩＰｏＥ）
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■接続料が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを算定するものとして総務省令で定める方

法により算定された金額に照らし公正妥当なものであること。

接続料の認可基準
（電気通信事業法

第33条４項２号）

算定方式 算定概要 主な対象機能

長期増分費用方式
（ＬＲＩＣ）

・仮想的に構築された効率的なネットワークのコストに基づき算定
・前年度下期＋当年度上期の通信量を使用

・電話網（メタル回線収容装置、中継系伝送
路設備）

実際
費用
方式

将来原価方式
・新規かつ相当の需要増加が見込まれるサービス及び接続料の急激
な変動を緩和する必要があるサービスに係る設備に適用

・原則５年以内の予測需要・費用に基づき算定

・加入者回線（光ファイバ）
・ＮＧＮ

実績原価方式
・前々年度の実績需要・費用に基づき算定
・当年度の実績値が出た段階で、それにより算定した場合との乖離分
を翌々年度の費用に調整額として加算

・加入者回線（ドライカッパ、ラインシェアリング）

・中継光ファイバ回線
・専用線、・公衆電話
・ＩＰ関連装置

■ 接続料は、法定機能ごとに、当該接続料に係る収入（接続料×通信量等）が、当該接続料の原価及び利潤の合計額

に一致するように定めなければならない。

接続料 接続料原価通信量等× ＝

＝

第一種指定設備
管理運営費
（設備コスト）

利益対応税自己資本費用他人資本費用 ＋＋＋

法定機能ごとの通信量等の直近の実績値（※）

（ 将来原価方式の場合：将来の合理的な通信量等の予測値）

＋ 調整額

接続料算定の原則
（接続料規則第14条第1項）

＝

※ 接続料の体系は、当該接続料に係る第一種指定設備管理運営費の発生の態様を考慮し、回線容量、回線数、通信回数、通信量、距離等を単位とし、社会的経済的にみて合理的

なものとなるように設定するものとする。（接続料規則第14条第３項）

接続料原価
（接続料規則第８条第１項）

接続料

通信量等(需要)
（接続料規則第14条第２項）

（適正報酬額）

接続料算定の原則と対象機能
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7575（参考）ＩＰ網への移行による音声通信の接続形態の変化

光メタル

光IP電話メタルIP電話

IP網

収容ルータ

ＧＷ
ルータ

メタル
収容装置

変換
装置

SIP
サーバ等

中継ルータ

他事業者
ＰＯＩビル
での接続

メタル

光IP電話

光

加入電話等

IP網PSTN
SIP
サーバ

収容ルータ
加入者
交換機

変換
装置

相互接続
交換機

信号
交換機

中継
交換機

中継ルータ

他事業者
ＩＣ接続

（ＩＧＳ接続）ＧＣ接続

○ ＮＴＴ東日本・西日本は令和３年１月から順次、ＰＳＴＮ（公衆交換電話網）からＩＰ網への移行を予定。

○ ＩＰ網へ移行後、ＮＴＴ東日本・西日本と他事業者との接続は、ＰＯＩビル（東京、大阪の２箇所）における発着二者間の直接接続（双

方向接続）となる。

○ この場合、メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話は、それぞれメタル収容装置と収容ルータを通じて同一のコア網に収容され、他事業者とのＰ

ＯＩも同一となる。

ＩＰ網へ移行後現状

加入電話等と光ＩＰ電話は
別々のコア網を使用。

他事業者との接続方法も
それぞれ異なる。

メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話
はコア網を共有。

同じＰＯＩビルで他事業者と
接続。

加入電話 光ＩＰ電話

他事業者との接続方法 ＧＣ接続（３００か所以上）
ＩＣ接続（約１００か所）

ＩＧＳ接続
（ＩＣ接続の附随機能）

メタルＩＰ電話 光ＩＰ電話

他事業者との接続方法 ＰＯＩビルでの接続
（東京、大阪の２か所）

出典： ＮＴＴ東日本・西日本資料を基に総務省作成
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7676ＮＧＮにおける法定機能等と適用接続料の関係

○ ＮＧＮにおける法定機能等と適用接続料の関係等は、以下のとおり。

UＮＩ

優先転送
事業者

ＩＳＰ事業者

UＮＩ UＮＩ UＮＩ UＮＩ UＮＩUＮＩ

ＶＰＮ
ユーザ

ＧＷルータ
（ＩＰｏＥ接続）

網終端
装置

（PPPoE接続）

網終端装置
（PPPoE接続）

関門系ルータ
交換機能

ＳＩＰサーバ
機能

中継系ルータ
交換伝送機能

優先パケット
識別機能

端末系ルータ
交換機能

優先転送
サービス・

フレッツ光ネクスト
プライオ※３

（優先）

フレッツ 光ネクスト等
（ベストエフォート：ＢＥ）

フレッツ・
ＶＰＮ

中
継
ル
ー
タ

及
び
伝
送
路

県
間

伝
送
路

※

１

一
般
収
容

局
ル
ー
タ

網終端装置
（VPN）

ＩＰｏＥ接続
事業者※4

ＮＮＩ◎

接続事業者

※２ ＮＮＩ◎ ＮＮＩ◎

Ｓ
Ｎ
Ｉ
ル
ー
タ

（
Ｉ
Ｐ
電
話
）

イーサネット
ユーザ

◎ＮＮＩ

：第一種指定電気通信設備利用部門がコスト総額を負担

：収容局接続 ：光IP電話接続

：網改造料として回収

：中継系ルータ交換伝送機能（優先クラス）：優先パケット識別機能（優先クラス）

：県間通信用設備（非指定）※8

：関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ接続）

※6

※6

UＮＩUＮＩ

ひかり電話・データコネクト
（最優先・高優先）

※5

※5

UＮＩ SＮＩ SＮＩ

地デジ
再送信等
（高優先）

フレッツ・
キャスト等

ＳＮＩ
ルータ
（ＢＥ）

フレッツ 光ネクスト等
（ＢＥ）

一
般
収
容

局
ル
ー
タ

ＳＮＩ
事業者

ＳＮＩ
ルータ

（高優先）

ＮＮＩ◎

UＮＩ

SIP信号変換機能
番号管理機能
ドメイン管理機能

ＧＷルータ
（IP音声）

ＰＯＩ設置県
－東：7
－西：30

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

セッションボーダコントローラ、ENUMサーバ、IP電話用DNSサーバ

ＳＩＰサーバ

IP通信網県間区間伝送
機能（IPoE、IP音声及び

優先パケット）

※7

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

ＰＯＩ設置県
－東：2
－西：2

：県間中継系ルータ交換伝送機能（IPoE接続、IP音声接続、優先クラス）※8

※１ 県間通信用設備については、ＩＰ音声接続・優先パケット・ＩＰoE接続に係るもののみ第一種指定電気通信設備。

※２ 網終端装置の接続用インタフェース相当のコストは、網改造料としてＩＳＰ事業者が負担

※３ 接続点のない網内折返し通信は、接続機能にはならない

※４ ＩＰｏＥ接続事業者が自ら優先転送事業者となることも可能

※５ 県間伝送路を疎通する場合もあり

※６ 収容局接続機能利用事業者のユーザとイーサネットユーザ間でＩＰ電話により通信する場合もあり

※７ トラヒック種類によっては使用しない場合もあり

※８ 県内通信の場合は利用しない

※5
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7777（参考）固定電話網のＩＰ網への移行工程

① ひかり電話のＩＰ相互接続は2021年１月よりNTT東日本・西日本間において接続試験を開始し、同年５月より接続を開始。
他事業者とのIP相互接続についても順次開始している状況。

② 加入電話着は2022年度（2022年6月）から接続ルート切替を開始。
③ 加入電話発は2023年度（2024年1月）から接続ルート切替を開始予定。

（2023年度（2024年１月）にNTT東日本・西日本の加入電話・INSネットの料金・提供条件の一部変更が行われる予定（契約の移行は伴わない）。）
④ 2024年度（2025年１月）にＩＰ網への接続ルート切替が完了する予定。

令和元年度
（２０１９年度）

令和２年度
（２０２０年度）

令和３年度
（２０２１年度）

令和４年度
（２０２２年度）

令和５年度
（２０２３年度）

令和６年度
（２０２４年度）

令和７年度
（２０２５年度）

ひかり電話の
相互接続
（東西間接続
試験）

加入電話着の接続ルート切替

加入電話発の接続ルート切替

①ひかり電話接続
ルート切替開始

・2021年１月
（東西間接続試験開始）

・2021年５月
（東西間接続開始）

加入電話・INSネットの
料金・提供条件の

一部変更

2024年１月

ＰＯＩビル環境構築等

出典： ＮＴＴ東日本・西日本資料を基に総務省が作成

④接続ルート
切替完了

2025年１月

②加入電話着の接
続ルート切替開始

2022年6月

NTT東西の
IP相互接続を開始
他事業者とのIP相互接続を開始

③加入電話発の接
続ルート切替開始

2024年１月
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7878（参考）単県ＰＯＩの設置状況

○ ＩＰｏＥ接続においては、
・ 全国集約ＰＯＩ：全国（ＮＴＴ東日本では東日本全域、ＮＴＴ西日本では西日本全域）を接続対象区域（カバーエリア）とする
・ ブロックＰＯＩ：複数の県域を接続対象区域（カバーエリア）とする
・ 単県ＰＯＩ：一の県域を接続対象区域（カバーエリア）とする
の３種類のＰＯＩがあり、ＩＰｏＥ接続を利用する接続事業者（ＶＮＥ事業者）はそれぞれの事業戦略等により接続するＰＯＩを選択可能。

○ 単県ＰＯＩではＮＧＮの県間通信用設備を用いずに接続することができるが、ＩＰｏＥ接続においては、特定の県域の利用者のみへの
サービス提供ができないため、東西それぞれの業務区域において、全国集約ＰＯＩ、ブロックＰＯＩ、単県ＰＯＩを組み合わせて全ての
県域と接続する必要がある（ＮＧＮの県間通信用設備を用いずにＩＰｏＥ接続を行おうとする場合、全県域の単県ＰＯＩで接続を行う必
要がある。）。

○ なお、令和７年１月現在においては、ＮＴＴ西日本において全県域に単県ＰＯＩが設置されているものの、ＮＴＴ東日本においては単
県ＰＯＩが設置されていない県域が存在し、ＮＧＮの県間通信用設備を用いずにＩＰｏＥ接続を行っているＶＮＥ事業者は存在しない。

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

千葉

東京
神奈川

新潟富山
石川

福井

山梨

長野岐阜

静岡

愛知
三重

滋賀
京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山
広島

山口

徳島

香川愛媛

高知

福岡佐賀

長崎

熊本 大分

宮崎鹿児島

沖縄

■単県ＰＯＩの設置状況

ＮＴＴ西日本

■：設置済（全県域に設置済）

ＮＴＴ東日本

■：設置済

■：設置予定
（令和７年４月以降）

■：未設置
（開設に向けた協議を実施中）

■ＰＯＩ増設に係る要請

※ 本申請のあった令和７年１月17日現在。
※ 冗長性の確保のため、各ＰＯＩにおいては２箇所にルータを設置。第一種指定電気通信設備との接続

に関し講ずべき措置について
（平成29年９月８日付け総基料第162号）

２ 接続点の増設の要望への対応
IPoE接続のための接続点の追

加設置を求める接続事業者から
の要望について、効率的な通信
の疎通のために円滑な接続を確
保することを旨として、柔軟に
対応することし、寄せられた要
望の内容及び当該要望への具体
的な対応について平成29年12月
末及び平成30年12月末までに報
告されたい。
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7979法定機能と接続料算定方式の対応関係

法定機能の区分
機能の概要

法定機能の区分(第一種指定電気通信設備接続料規則第４条) 通称

端末回線

伝送機能

1.帯域透過端末回線伝送機能 ドライカッパ 電話用加入者回線と同等の設備を帯域分割することなく提供し、通信を伝送する機能

2.帯域分割端末回線伝送機能 ラインシェアリング 電話用加入者回線と同等の設備を帯域分割して提供し、通信を伝送する機能

3.光信号端末回線伝送機能 加入光ファイバ 加入光ファイバにより通信を伝送する機能

4.総合デジタル通信端末回線伝送機能 INS1500（キャリアズレート） ＩＳＤＮ加入者回線により通信を伝送する機能

5.その他端末回線伝送機能 ＯＬＴ等 ＯＬＴ及び接続専用線の端末回線部分等により伝送を行う機能

端末系

交換機能

6.端末系ルータ交換機能 ＮＧＮの収容ルータ 収容ルータにより通信の交換を行う機能（一般収容ルータ優先パケット識別機能を除く）

7.一般収容ルータ優先パケット識別機能 ＮＧＮの優先パケット識別 収容ルータにおいて特定のパケットを識別する機能

8.メタル回線収容機能 メタル収容装置
メタル回線収容装置及びＰＳＴＮのメディアゲートウェイ（関門系ルータ接続用）により音声信号とパケット相
互間の変換を行う機能

9.ワイヤレス固定電話交換機能※2 ワイヤレス固定電話用収容ルータ ワイヤレス固定電話用収容ルータにより通信の交換を行う機能

10.光信号電気信号変換機能 メディアコンバータ 光信号電気信号変換装置により光信号と電気信号との変換を行う機能

11.光信号分離機能 局内スプリッタ 局内スプリッタにより光信号の分離を行う機能

12.関門系ルータ交換機能 ＮＧＮの網終端装置、ＧＷルータ 関門系ルータ（網終端装置、ＧＷルータ）により通信の交換を行う機能

中継

伝送機能

13.一般光信号中継伝送機能 中継光ファイバ等 中継光ファイバを波長分割多重装置を用いることなく伝送を行う機能

14.特別光信号中継伝送機能 ＷＤＭを用いた中継光ファイバ 中継光ファイバを波長分割多重装置を用いて１波長にて伝送を行う機能

ルーティング

伝送機能

15.一般中継系ルータ接続伝送機能
メタルＩＰ電話に係るＮＧＮの中

継伝送路
メディアゲートウェイ（関門系ルータ接続用）と中継ルータ間の通信の交換及び伝送を行う機能

16.一般中継系ルータ交換伝送機能 ＮＧＮの中継ルータ及び伝送路 中継ルータ、収容ルータ～中継ルータ間、中継ルータ～関門系ルータ間の通信の交換及び伝送を行う機能

17.一般県間中継系ルータ交換伝送機能 ＮＧＮの県間通信用設備
県間中継ルータ、中継ルータ～県間中継ルータ間、県間中継ルータ間、県間中継ルータ～関門系ルータ間の通信
の交換及び県間伝送を行う機能

18. イーサネットフレーム伝送機能 イーサネット イーサネットスイッチ及び伝送路設備により通信路の設定及び伝送を行う機能

19.通信路設定伝送機能 専用線 通信路の設定の機能を有する電気通信設備及び伝送路設備により通信路の設定及び伝送を行う機能

20.SIPサーバ機能 ＮＧＮのＳＩＰサーバ 収容ルータと連携してパケットの制御や固定端末系伝送路設備の認証等を行う機能

21.SIP信号変換機能
ＮＧＮのセッションボーダコント

ローラ

ＳＩＰサーバと連携して、事業者の網内で流通するＳＩＰ信号を終端し、事業者と他の電気通信事業者の網間で
流通可能なＳＩＰ信号に変換する機能

22.番号管理機能 ＮＧＮのＥＮＵＭサーバ ＳＩＰサーバと連携して、入力された電気通信番号の一部又は全部に対応してドメイン名を出力する機能

23.ドメイン名管理機能 ＮＧＮのＩＰ電話用ＤＮＳサーバ 入力されたドメイン名の一部又は全部に対応してアイ・ピー・アドレスを出力する機能

24.ワイヤレス固定電話用制御等機能※2 ワイヤレス固定電話用制御等設備
ワイヤレス固定電話用設備と連携して、インターネットプロトコルによるパケットの伝送の制御又は固定端末系
伝送路設備の認証等を行う機能

25.番号案内機能 番号案内データベース・装置 電気通信番号の案内を行う機能

26.公衆電話機能 公衆電話機 公衆電話の電話機等により通信の発信を行う機能

27.端末間伝送等機能 専用線（キャリアズレート） 端末間の伝送等に係る電気通信役務の提供に当たって一体的に用いられているものと同等の機能

28.クロック提供機能 クロック提供装置 デジタル交換機や伝送装置等を同期させ、通信品質を維持するための同期クロックを供給する機能

＊接続料の算定方式

          ：実績原価方式 ：将来原価方式（加入光ファイバ） ：将来原価方式（ＮＧＮ） ：長期増分費用（ＬＲＩＣ)方式 ：キャリアズレート※1 ：その他

※1 上記表中の２つの機能について、いわゆるキャリアズレート方式により接続料が設定されているが、変更がないため、申請の対象にはなっていない。
※2 令和7年1月1日から令和10年3月31日までの間、ワイヤレス固定電話をメタルIP電話と仮定して接続料原価を算定しているため、上記表中のうち、ワイヤレス固定電話のみに係る２つの機能については、接続料

の算定方法を定めていない。
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8080報酬の算定方法

○ 報酬（適正な利潤）は、第一種指定電気通信設備の機能の提供に用いられる資産の資本調達コストと位置づけられるものであり、機能

ごとに他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を合計して算定される。

適正報酬額

レートベース 他人資本比率 他人資本利子率

レートベース 自己資本比率 自己資本利益率

レートベース

自己資本比率 自己資本利益率

有利子負債以外の
負債比率

＝

＝

＝

（設備毎の正味固定
資産価額から算定）

×

×

×

（全社の資本構成比率から算定）

×

×

有利子負債以外の
負債の利子相当率

×

×

＋ 利益対応税率×

（法人税、事業税及びその他所得に
課せられる税の税率から算定）

＝

期待自己資本利益率

期待自己資本利益率の過去３年間の平均値又は主要企業の過去５年間の平均
自己資本利益率のいずれか低い方を上限とした合理的な値

リスクの低い
金融商品の
平均金利

1-β × β＋ ×

他産業における
主要企業の平均
自己資本利益率

（「ＣＡＰＭ的手法」により算定）

（国債10年ものの利回り
※マイナスの場合は０）

他人資本費用
（第11条）

自己資本費用
（第12条）

利益対応税
（第13条）

＝
＋

＋

■ ＣＡＰＭ的手法

○ 資本試算評価モデル（ＣＡＰＭ：Capital Asset Pricing Model）は、資産市場で成立する一般均衡状
態において、合理的な期待形成を行う投資家のポートフォリオは市場ポートフォリオと無リス
ク資産との組み合わせになるという考え方に基づくもの。

○ 接続料の算定においては、事業の安定性とリスクとを織り込んだ指標を用いて客観的な基準
を設定する観点から、この考え方に基づき算出されたものを期待自己資本利益率としている。

○ ＣＡＰＭの考え方によれば、ある株式のリスクを表す数値「β」が分かれば、その株式の期
待利益率（右図の𝑟𝑟𝐸𝐸 ）は、市場自己資本利益率（右図の𝑟𝑟𝑚𝑚 ）とリスクフリーレート（右図の
𝑟𝑟𝑓𝑓 ）をパラメータとした、βの一次関数により推定できる。（市場自己資本利益率とリスクフリーレー

トの差は全企業で共通であると仮定。）

○ βは、市場収益率が変化したときに、ある株式の収益率がどのくらい変化するかを表す値で
ある。当該企業の価値と市場価値の相関が強いとき、βは高くなる。 𝛽𝛽0

𝑟𝑟𝑚𝑚

1

𝑟𝑟𝑓𝑓

𝑟𝑟𝐸𝐸 𝑟𝑟𝐸𝐸 = 𝑟𝑟𝑓𝑓 + 𝛽𝛽 × 𝑟𝑟𝑚𝑚 − 𝑟𝑟𝑓𝑓

※ 第一種指定電気通信設備の接続料算定においては、（第一次）接続料の算定に関する研究会報告書での議論を踏ま
え、平成11年の「指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則」（平成９年郵政省令第92号。現在の第一種指定
電気通信設備接続料規則の一部に相当。）の改正により、自己資本利益率の算定にＣＡＰＭ的手法が導入された。
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81調整額の概要

○ 調整額は、過去の接続料収入と費用の差額を当年度の接続料原価に含めることにより、収入と費用を均衡させる仕組み（※１）。

○ その算定方式は、接続料の当年度及び過去の算定方式によって異なるが、代表的には以下のとおり。（当年度・過去ともに実績原価等の場合）

○ 第１号将来原価方式・ＬＲＩＣ方式による算定期間に生じた収支の差額については、調整額として算入しないことが原則。

※１ コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について（平成19年３月30日情報通信審議会答申）により、事後精算方式（接続料適用年度の実績原価・収入が判明し
た後に遡及的に精算を行う方式）を廃止するとともに導入されたもの。なお、現在においても工事費・手続費等については、遡及適用・事後精算を行っている。

＝ 前々算定期間における費用
前々算定期間接続料
に算入した調整額

＋前々算定期間における接続料収入
（＝ 前々算定期間の接続料 × 前々算定期間の需要）

－調整額

■ 加入光ファイバ接続料における調整額の扱い（第１号将来原価方式における特例許可による調整額）

・ 第１号将来原価方式（接続料規則第８条第２項第１号の規定による将来原価方式）は、基本的に申請者であるＮＴＴ東日本・西日本が自らの経営情報や経営判断
等に基づき、需要と費用を予測して接続料を算定する方式であり、予測と実績の乖離が事後的に発生した場合は、予測を行った申請者が自ら責任を負
うべきものと考えられている（→接続料規則第12条の２第１項において、第１号将来原価方式の調整額は０と規定）。

・ 加入光ファイバについては、複数年度の将来原価方式（算定期間３～４年）により接続料の算定を行っており、予測と実績の乖離が外的要因により
生じる可能性があるところ、その場合の実績費用と実績収入の乖離額を申請者であるＮＴＴ東日本・西日本のみに負担させることは適当ではないこと
から、ＮＴＴ東日本・西日本からの申請により事後的な「乖離額調整」を認めている（→接続料規則第３条ただし書きの規定による許可）。

■ ＩＰ網への移行後のＮＧＮ県内接続料における調整額の扱い（第２号長期将来原価方式における接続料規則の規定に基づく調整額）

・ 固定電話網のＩＰ網への移行後におけるＮＧＮの接続料については、収容局ルータ及びSIPサーバについて大幅更改を予定しており、接続料の急激な
変動を緩和するため、第２号長期将来原価方式により接続料を算定しているところ、（次算定期間において第１号将来原価方式又はＬＲＩＣ方式を採用しない場

合、）接続料規則の規定に基づけば、次算定期間において移行期間中に生じる費用と収入の乖離額（の見込み値）を調整額として算入することとなる。

調整額の反映のイメージ

実績原価方式の例

加入光ファイバの例

（３条許可による乖離額調整を
実施した場合）

Ｎ－１年度 Ｎ年度 Ｎ＋１年度 Ｎ＋２年度

接続料 接続料

接続料 接続料 接続料

前々年度実績
に基づき

単年度の接続料
を算定・申請

合理的な将来の予測
に基づき

複数年度の接続料
を算定・申請

Ｎ年度実績判明後、
乖離額をＮ＋２年度

の接続料に反映（認可接続料を毎月支払い）

（認可接続料を毎月支払い） 変更Ｎ年度実績判明後、
乖離額をＮ＋２年度
以降の接続料に反映
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１ 電気通信事業法第33条第14項の規定に基づく認可接続料の再計算時

２ 電気通信事業法第33条第２項の規定に基づく接続約款の認可の申請時
検証時期

検証方法

検証区分等

①～④：利用者料金による収入と、その利用者料金が設定されているサービスの提供に用いられる機能ごとの振替接続料
（当該機能の利用のために第一種指定設備利用部門が負担すべき認可接続料その他の接続料）及び他事業者接続料総額を比較し、
その差分が利用者料金で回収される営業費に相当する基準額（20％）を下回らないものであるかを検証

⑤ ：検証対象のサービスメニューに設定されている利用者料金が、当該サービスメニューの提供に用いられる振替接続
料及び他事業者接続料の合計を上回っているかを検証

「固定通信分野における接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」の概要

⑤ その他総務省が決定するサービスメニュー

（第１号将来原価方式に基づき接続料が算定された機能を利用して提供されるサービスに属するもの
を基本とする。）

（参考）
・令和４年11月改定においてフレッツ・ＡＤＳＬを削除
・令和５年11月改定において加入電話・ＩＳＤＮ基本料・通話料及びフレッツ光ライトを削除し、ひかり電話ネクストを追加

① フレッツ光ネクスト

② ひかり電話

③ ひかり電話ネクスト

④ ビジネスイーサワイド

○ スタックテストは、第一種指定電気通信設備に係る接続料の水準の妥当性を検証するため平成11年から開始。

○ 具体的な運用方法について、情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備につ
いて」（平成19年３月30日）を踏まえ、総務省は、平成19年７月に「接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテス
ト）の運用に関するガイドライン」を策定・公表し、省令上の根拠規定を整備（接続料規則第14条第４項）。

○ 接続料の算定に関する研究会第一次報告書（平成29年９月８日公表）を踏まえ、平成30年２月に、上記ガイドラインに代わ
る「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（令和４年11月に「固定通信分野における接続料と利用者料金の
関係の検証に関する指針」に名称を変更）を策定・公表し、省令上の根拠規定も改正（接続料規則第14条第４項を削り、規則第14条

の２を新設）。

・ 利用者料金との関係により不当競争性を判断する旨の明確化。
・ 県間通信用設備が指定設備と一体的に利用される場合はその接続料も上記関係の判断において考慮すべきことの明定。
・ 利用者料金など他の原因により不当競争性の排除が困難な場合については、接続料は適正原価・適正利潤の範囲内で最低水準に
設定することを規定。

82
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審 査 結 果 
（令和７年度の接続料の改定等について） 

  

 電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「施行規則」という。）、第一

種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第 64号。以下「接続料規則」という。）

及び電気通信事業法関係審査基準（平成 13年１月６日総務省訓令第 75号。以下「審査基準」

という。）の規定に基づき、以下のとおり審査を行った結果、認可することが適当と認められ

る。 

審査事項 審査結果 事由 

１ 施行規則第 23 条の４第１項で定める箇所にお

ける技術的条件が適正かつ明確に定められてい

ること。（審査基準第 15条(1)ア） 適 

本件による技術的条件の変更は、固定電話

網の IP 網への移行等を踏まえた法定機能等

の見直し等に伴い、規定等を削除・改定する

ものであり、本件による変更後も技術的条件

は適正かつ明確に定められていると認めら

れる。 

２ 接続料規則第４条で定める機能ごとの接続料

が適正かつ明確に定められていること。（審査基

準第 15 条(1)イ） 
適 

接続料は、接続料規則第４条に規定する機

能ごとに定められており、かつ、接続料は適

正かつ明確に定められていると認められる。 

３ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者及び当該指定電気通信設備とその電気通

信設備を接続する他の電気通信事業者の責任に

関する事項が適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 15 条(1)ウ） 

－ 

変更事項なし 

４ 電気通信役務に関する料金を定める電気通信

事業者の別が適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 15 条(1)エ） 
－ 

 変更事項なし 

５ 施行規則第 23 条の４第２項で定める事項が適

正かつ明確に定められていること。（審査基準第

15 条(1)オ） 

 

 

適 

【同項第１号に係る事項】 

 他事業者が接続の請求等を行う場合にお

ける、必要な情報の開示を受ける手続き等が

適正かつ明確に定められていると認められ

る。 

【同項第２号に係る事項】 

他事業者が接続に必要な装置の設置若し

くは保守又は東日本電信電話株式会社及び

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日

本・西日本」という。）の建物、管路、とう道

若しくは電柱等を接続に関して利用する場

合等に負担すべき金額について、接続料の原

価及び利潤の算定方法に準じて計算されて

おり、適正かつ明確に定められていると認め

られる。 

【同項第３号に係る事項】 

ＮＴＴ東日本・西日本が現に設置する屋内

配線設備※を他事業者が利用する場合におけ

る事項が適正かつ明確に定められていると

認められる。 
※共同住宅等（一戸建て以外の建物をいう。）に設置さ

れる設備（主として一戸建ての建物に設置される形態

により設置するものを除く。）に限る。 

【同項第４号に係る事項】 
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 他事業者が負担すべき工事費、手続費等に

ついて、接続料規則第３章から第５章までに

規定する算定方法に準じて計算されており、

能率的な経営の下における適正な原価に適正

な利潤を加えた金額に照らし公正妥当な金額

が適正かつ明確に定められていると認められ

る。 

【同項の他の号に係る事項】 

 変更事項なし 

６ 接続料が接続料規則に定める方法により算定

された原価に利潤を加えた金額に照らし公正妥

当なものであること。（審査基準第 15 条(2)） 

適 

本件申請中の料金表に定める接続料は、接

続料規則第３章から第６章までの規定に基

づいて算定された原価・利潤に照らし、公正

妥当なものと認められる。 

なお、光信号端末回線伝送機能等の各種機

能に係る乖離額調整は別記１から別記６、旧

ＰＳＴＮ設備の除却費、ワイヤレス固定電話

接続機能の接続料、災害特別損失、実績需要

が無い機能に係る接続料、特設公衆電話に係

る費用については、それぞれ別記７から別記

11 までのとおり。 

また、接続料と利用者料金の関係の検証の

結果については、補足資料のとおり。 

７ 接続の条件が、第一種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者がその第一種指定電気通信

設備に自己の電気通信設備を接続することとし

た場合の条件に比して不利なものでないこと。

（審査基準第 15 条(3)） 

適 

 自己の電気通信設備を接続することとし

た場合の条件に比して不利なものとする旨

の記載は認められない。 

８ 特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取

扱いをするものでないこと。（審査基準第 15 条

(4)） 
適 

特定の電気通信事業者に対し不当な差別

的取扱いをする旨の記載は認められない。 

 

（別記） 

１．組合せ適用対象となる一般法定機能に係る調整額の取り扱いについて 

一般法定機能を組み合わせて適用接続料を算定している機能（以下「組合せ適用機能」とい

う。）の組合せ対象となる端末系ルータ交換機能、一般収容ルータ優先パケット識別機能（優先

クラスを識別するものを除く）、一般中継系ルータ交換伝送機能（優先クラスを除く）、関門系ルー

タ交換機能、音声パケット変換機能、ＳＩＰサーバ機能、ＳＩＰ信号変換機能、番号管理機能及びド

メイン名管理機能について、前期算定期間における令和３年度から令和５年度の実績収入と実

績原価の差額及び令和６年４月から同年 12 月までの収入と原価の見込み値の差額を、新たに

算定する当期算定期間（令和７年１月から令和 11 年３月）の組合せ適用機能である光ＩＰ電話接

続機能（県内ＮＧＮ）※１、一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能の単位で接続料原価

として加えることとする措置がとられている。当該措置について、接続料規則にこれを認める規

定がないため、接続料規則第３条ただし書の許可を求める申請が併せて行われている。   

また、当該一般法定機能について、令和６年４月から同年 12 月までの収入と原価の差額に

係る見込み値と実績値の差額及び令和７年１月から令和 11 年３月までの実績収入と実績原価

の差額を、令和 11 年度以降の次期算定期間の組合せ適用機能である光ＩＰ電話接続機能（県

内ＮＧＮ）、メタルＩＰ電話接続機能（県内ＮＧＮ）※２、一般収容局ルータ接続ルーティング伝

168



送機能の単位で接続料原価として加えることについても、接続料規則第３条ただし書の許可を

求める申請が併せて行われている。 

当該措置については、接続事業者において当該組合せ対象となる一般法定機能単位での利

用がないこと及び当該組合せ適用機能の接続料に係る算定結果に影響がないことをＮＴＴ東日

本・西日本において確認したことから、接続料の算定の効率化等の観点から、当該措置を実施

することには一定の合理性があるものと認められる。  
 

※１ 端末系ルータ交換機能、一般収容ルータ優先パケット識別機能、関門系ルータ交換機能、ＳＩＰ

サーバ機能、ＳＩＰ信号変換機能、番号管理機能、ドメイン名管理機能及び一般中継系ルータ交換

伝送機能を用いて、ＮＴＴ東日本・西日本の接続約款第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第

（７）－２欄で接続し、ＩＰ通信網を利用した交換及び伝送を行う機能 

※２ 関門系ルータ交換機能、ＳＩＰサーバ機能、ＳＩＰ信号変換機能、番号管理機能、ドメイン名管

理機能、一般中継系ルータ交換伝送機能及び一般中継系ルータ接続伝送機能を用いて、ＮＴＴ東日

本・西日本の接続約款第５条（標準的な接続箇所）第１項の表中第（７）－２欄で接続し、交換設

備及び伝送路設備又はＩＰ通信網を利用した交換及び伝送を行う機能 

 

 

２．廃止機能に係る調整額の扱い 

接続料規則第４条法定機能から廃止された特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能（Ａ

ＴＭインタフェースにより符号伝送が可能なもの、ＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタフェースに

より符号伝送が可能なものに限る） に係る令和３年４月から令和５年 12 月までの実績原価及

び調整額と実績収入との差額を、後継又は需要の移行先となる機能の接続料原価に加えて算

定する措置がとられており、当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接

続料規則第３条ただし書の許可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

当該措置を実施することについては、当該廃止機能の需要がその後継又は需要の移行先と

なる機能に移行していることを踏まえると、接続料原価に適正にコストの反映を図る観点から、

一定の合理性があるものと認められる。 

 

３．端末系ルータ交換機能及び一般収容ルータ優先パケット識別機能のうち 10Git/s タイプ

に係る機能の調整額の扱い 

端末系ルータ交換機能及び一般収容ルータ優先パケット識別機能のうち 10Git/s タイプに係

る機能について、接続料規則第８条第２項第１号に該当する将来原価方式（以下「第１号将来原

価方式」という。）で算定した前期算定期間における令和２年度から令和５年度の実績収入と実

績原価の差額及び令和６年４月から同年 12 月までの収入と原価の見込み値の差額を、接続料

規則第８条第２項第２号に該当する将来原価方式（以下「第２号長期将来原価方式」と

いう。）で新たに算定する当期算定期間（令和７年１月から令和 11 年３月）の一般収容局ルー

タ接続ルーティング伝送機能（10Git/s タイプ）、光ＩＰ電話接続機能（県内 NGN）の接続料原価と

して加え、一般収容局ルータ優先パケット識別機能（10Git/s タイプの優先クラスを識別するも

の）に限り一般法定機能の単位で接続料原価に加えることとする措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただし書

の許可を求める申請が併せて行われている。 

また、当該一般法定機能について、令和６年４月から同年 12 月までの収入と原価の差額に

係る見込み値と実績値の差額及び令和７年１月から令和 11 年３月までの実績収入と実績原価

の差額を、令和 11 年度以降の次期算定期間の組合せ適用機能である一般収容局ルータ接続
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ルーティング伝送機能（10Git/s タイプ）、光ＩＰ電話接続機能（県内 NGN）の接続料原価として加

え、一般収容局ルータ優先パケット識別機能（10Git/s タイプの優先クラスを識別するもの）に限

り一般法定機能の単位で接続料原価に加えることについても、接続料規則第３条ただし書の許

可を求める申請が併せて行われている。 

本件申請に関して、令和２年度から令和６年度までの実績収入と実績原価の差額を、令和７

年度以降の当該機能の接続料原価に加えて算定することについて、令和２年度の接続料改定

時に既に許可されていることに加えて、当該接続料については、以下の要因により、正確な原

価・需要の予測が困難であり、原価に照らして公正妥当な接続料とならないおそれがあることか

ら、実績収入と実績原価の差額を補正する仕組みが必要であることを鑑みると、当該措置を実

施することに一定の合理性があるものと考える。 

    ・ 将来原価方式は、一定の予測に基づく算定方式であり、原価・需要の実績は、今後のサ

ービス・技術動向や経済情勢、消費動向、接続事業者の営業戦略等により変化すること 

    ・ ＩＰブロードバンド通信市場は、技術の変化や市場・競争環境の変化が激しいこと 

また、当該一般法定機能ごとではなく、組合せ適用機能の単位にて乖離額調整を行う当該措

置については、接続事業者において当該組合せ対象となる一般法定機能単位での利用がない

こと及び組合せ適用機能の接続料に係る算定結果に影響がないことをＮＴＴ東日本・西日本にお

いて確認したことから、接続料の算定の効率化等の観点から、当該措置を実施することには一

定の合理性があるものと認められる。 

 

４．光信号分離機能及びその他端末回線伝送機能のうち 10Git/s タイプに係る機能の調整額

の扱い 

光信号分離機能及びその他端末回線伝送機能のうち 10Git/s タイプに係る機能について、

第１号将来原価方式で算定した前期算定期間における令和２年度から令和５年度の実績収入と

実績原価の差額及び令和６年度における収入と原価の見込み値の差額を、同方式で新たに算

定する当期算定期間（令和７年度から令和 11 年度）の当該機能の接続料原価に加えることとす

る措置がとられている。当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続

料規則第３条ただし書の許可を求める申請が併せて行われている。  

 また、令和６年度の収入と原価の差額に係る見込み値と実績値の差額及び令和７年度から

令和 11 年年度における実績収入と実績原価の差額を、令和 12 年度以降の次期算定期間にお

いて、当該機能の接続料原価に算入することについても、接続料規則第３条ただし書の許可を

求める申請が併せて行われている。 

 接続料規則第 12 条の２第１項においては、第１号将来原価方式によって接続料原価を算

定する際の調整額は０と規定されており、乖離額調整は原則として認められていない。 

これは、将来原価方式においては、申請者であるＮＴＴ東日本・西日本が自らの経営情報や経

営判断等に基づき接続料原価を算定するとともに、将来の合理的な需要の予測値を用いて接

続料を算定することとされており、予測と実績の乖離が事後的に発生した場合は予測を行った

申請者が自ら責任を負うべき等の考え方に基づくものである。 

 一方、本件申請に関して、令和２年度から令和６年度までの実績収入と実績原価の差額を、

令和７年度以降の当該機能の接続料原価に加えて算定することについて、令和２年度の接続料

改定時に既に許可されていることから、一定の合理性があるものと認められる。 
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 また、当該接続料については、以下の要因により、正確な原価・需要の予測が困難であり、

原価に照らして公正妥当な接続料とならないおそれがあることから、実績収入と実績原価の差

額を補正する仕組みが必要であることを鑑みると、当該措置を実施することに一定の合理性が

あるものと考える。   

    ・ 将来原価方式は、一定の予測に基づく算定方式であり、原価・需要の実績は、今後のサ

ービス・技術動向や経済情勢、消費動向、接続事業者の営業戦略等により変化すること   

    ・ ＩＰブロードバンド通信市場は、技術の変化や市場・競争環境の変化が激しいこと 

 

５．一般県間中継系ルータ交換伝送機能に係る調整額の扱い 

一般県間中継系ルータ交換伝送機能（ＩＰ音声接続及び優先転送接続に係る機能に限

る）について、将来原価方式に準じたコストベースの予測値に基づき算定した前期算定

期間における令和３年度から令和５年度までの実績収入と実績原価の差額及び令和６年

４月から同年 12月までの収入と原価の見込み値の差額を、第２号長期将来原価方式で新

たに算定する当期算定期間（令和７年１月から令和 11年３月）の当該機能の接続料原価

に加えることとする措置がとられている。当該措置について、接続料規則にこれを認め

る規定がないため、接続料規則第３条ただし書の許可を求める申請が併せて行われてい

る。 

また、令和６年４月から同年 12月までの収入と原価の差額に係る見込み値と実績値の

差額を、令和 11年度以降の次期算定期間の当該機能の接続料原価に算入する措置につい

ても、接続料規則第３条ただし書の許可を求める申請が併せて行われている。 

当該措置については、以下の要因により、正確な原価・需要の予測が困難であり、原

価に照らして公正妥当な接続料とならないおそれがあることから、実績収入と実績原価

の差額を補正する仕組みが必要であることを鑑みると、一定の合理性があるものと考え

る。   

    ・ 第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令（令和 3 年 4 月 1 日施

行（一部規定は公布日施行））を踏まえ、第一種指定電気通信設備との接続を円滑に行

うために必要なものとして、接続料規則第８条第２項に定める将来原価方式に準じ

たコストベースの予測値に基づき算定したものであること 

    ・ 将来原価方式は、一定の予測に基づく算定方式であり、原価・需要の実績は、今後のサ

ービス・技術動向や経済情勢、消費動向、接続事業者の営業戦略等により変化すること  

    ・ ＩＰブロードバンド通信市場は、技術の変化や市場・競争環境の変化が激しいこと 

 

６．加入光ファイバに係る調整額の扱い（令和５年度の乖離額の調整）  

接続料規則第 12条の２第１項において、第１号将来原価方式によって接続料原価を算

定する際の調整額は０と規定されており、乖離額調整は原則として認められていない。 

これは、将来原価方式においては、申請者であるＮＴＴ東日本・西日本が自らの経営情

報や経営判断等に基づき接続料原価を算定するとともに、将来の合理的な需要の予測値

を用いて接続料を算定することとされており、予測と実績の乖離が事後的に発生した場

合は予測を行った申請者が自ら責任を負うべき等の考え方に基づくものである。 

一方、本件申請では、令和５年度における収入と費用の見込み値と実績値の差額を算定
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し、令和７年度の接続料原価に算入することについて、接続料規則第３条ただし書の許

可を求める申請が併せて行われている。 

当該接続料については、 

   ・ 将来原価方式は一定の予測に基づく算定方式であり、原価・需要の実績は今後のサービ

ス・技術動向や経済情勢、消費動向、接続事業者の営業戦略等により変動すること 

   ・ ＩＰブロードバンド通信市場は技術の変化や市場・競争環境の変化が激しいこと 

を踏まえれば、正確な原価・需要の予測は困難であり、第 14条（接続料設定の原則）

に規定される実績収入と実績原価の一致がなされなくなるおそれがあることから、実績

収入と実績原価の差額を補正する仕組みが必要であることに鑑み、当該措置を実施する

ことに一定の合理性があるものと認められる。 

 

７．固定電話のＩＰ網移行に伴う旧ＰＳＴＮ設備の除却費の扱い 

ＰＳＴＮのＩＰ網への移行に伴い不要となる設備は、移行完了後に順次除却及び撤去を

行う見込みであるが、それに伴い生じる除却損や撤去費用については、光ＩＰ電話接続機

能（県内ＮＧＮ）及びメタルＩＰ電話接続機能（県内ＮＧＮ）の接続料原価に含まれてい

ないため、接続料規則第３条ただし書の許可を求める申請が併せて行われている。 

第一種指定電気通信設備の維持・管理運営に必要となるコストの未回収を生じさせない

ため、当該機能ごとの接続料原価に加えて算定する必要があることから、当該措置を実施

することには一定の合理性があるものと認められる。 

 

８. ワイヤレス固定電話接続機能の接続料の扱い 

接続料規則第１８条の３の２第１項及び第２項において、組合せ適用接続機能に係る

接続料は、メタルＩＰ電話、ワイヤレス固定電話及びひかり電話ごとに、通信路を設定

する機能及び通信路を保持する機能に係る設備の接続料を算定し、相互接続トラヒック

における割合に基づいて加重平均することによって算定することとされている。 

ただし、メタルＩＰ電話接続機能の接続料の算定については、同条第３項において、

ワイヤレス固定電話及びメタルＩＰ電話に係る接続料原価及び利潤の総額とワイヤレス

固定電話が導入されていないと仮定した場合のメタルＩＰ電話の接続料原価及び利潤の

総額を比較し、前者が後者を上回る場合には、後者に係る接続料を用いることを規定し

ており、この際、令和 10年３月３１日までの間は同項の比較を省略することを電気通信

事業法施行規則等の一部を改正する省令（令和６年総務省令第１１０号）附則第４条に

おいて規定していることから、接続料規則第３条ただし書の許可を求める申請が併せて

行われている。 

上述の接続料規則の規定に基づけば、ワイヤレス固定電話交換機能及びワイヤレス固

定電話用制御等機能に係る接続料を個別に接続約款に定める必要性がなく、当該機能に

係る接続料を規定しないことは接続料金算定等の実務上において効率的かつ現実的であ

り、当該措置を実施することには一定の合理性があるものと認められる。 

 

９．災害特別損失の扱いについて（ＮＴＴ西日本のみ） 

本件申請においては、申請する全ての機能について、電気通信事業会計規則（昭和 60 年郵

政省令第 26 号）別表第２様式第２（損益計算書）の特別損失に計上した災害特別損失のうち、
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第一種指定電気通信設備に係る費用を含めて接続料原価を算定する措置がとられており、当

該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただし書の許

可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

令和５年度に発生した能登半島地震に伴う今回の災害特別損失は、被災した電気通信役務

に係る設備の除却損・撤去費用・応急復旧・原状回復費用、復旧に係る人的・物的支援に係る

費用等であり、これらは第一種指定電気通信設備の適切な維持・運営に当たって当然生じる費

用であり、また、接続料原価に算入しなければ実際に要した費用から乖離することとなるため、

接続料の算定に当たっては、当該費用を原価に含めることにより、第一種指定電気通信設備に

係る費用の総額を適正に反映することとなり、もって接続料の適正な算定に資することが可能と

なるため、当該措置を実施することに一定の合理性があるものと考える。 

 

10．実績需要が無い機能に係る接続料の扱いについて（ＮＴＴ東日本のみ） 

ＮＴＴ東日本が提供する通信路設定伝送機能（高速ディジタル伝送に係るもの）の

６．１４４Ｍｂｉｔ／ｓの符号伝送が可能なものであって、エコノミークラスのものの

うち、単位料金区域を跨ぐ場合の「専用線ノード装置～専用線ノード装置伝送路」及び

「専用線ノード装置～相互接続点伝送路」に係る接続料について、令和５年度の実績需

要をもとに実績原価方式によって算定されるところ、令和５年度の実績需要が０であっ

たことから、令和６年度適用接続料額を準用する措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条た

だし書の許可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

令和５年度の需要実績をもとに接続料算定を行うことができないことは明らかであ

り、当該措置を実施することには一定の合理性があるものと認められる。 

 

11．特設公衆電話に係る費用の扱いについて 

公衆電話機能について、特設公衆電話に係る費用（※）を含めて接続料原価を算定するこ

とについては、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただし書

の許可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

特設公衆電話に係る費用を公衆電話機能の接続料原価に算入する措置を実施すること

については、特設公衆電話に係る負担方法の在り方に関して、以下の点に鑑み、一定の

合理性が認められる。 

（１）（平時にも発生する）特設公衆電話に係る費用を、需要（災害時等に発生するトラ

ヒック）で除して特設公衆電話に係る接続料を算定する考え方もあるものの、その場

合、災害時等に、それまで長年にわたり積み重なった巨額の費用を接続事業者が突発

的に負担することとなるおそれがあるため、接続事業者の予見性を確保するために

も、負担の平準化が必要であること。 

（２）特設公衆電話は、災害時等にのみ提供されるものではあるが、災害時等における

常設の公衆電話を補完する役割を果たすものであること。 

（３）平成 25年度接続料改定の際の情報通信行政・郵政行政審議会答申を踏まえ、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本が関係事業者と協議を行った結果、特設公衆電話に係る費用を公衆

電話機能の接続料原価に算入する措置に替わる案が複数示されたものの、いずれの案

も従来の接続料算定の考え方との親和性が低い点や、安定的かつ継続的な負担を実現
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するという面で適切でないという点に課題があるとされ、全事業者による合意は困難

という結論に達したため、引き続き、公衆電話接続料での負担を継続するということ

で全事業者の意見が合致したこと。 
 

※ 端末回線コスト及び第一種指定加入者交換機に係る設備区分のうち回線数の増減に応じて当該設

備に係る費用が増減するもののコスト（特設公衆電話に係る電話機から発信される通信に係るもの

に限る。） 
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補足資料 

接続料と利用者料金の関係に関する確認の結果 

 

１．目的 

本資料では、第一種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第64号）第 14条

の２の規定を踏まえ、東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）及び西日

本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）（以下「ＮＴＴ東日本」及び「ＮＴ

Ｔ西日本」を「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）から申請のあった接続料の水準が、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本の提供する電気通信役務（卸電気通信役務を除く。）に関する料金（以下

「利用者料金」という。）の水準との関係により、第一種指定電気通信設備とその電気通信

設備を接続する電気通信事業者との間に価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとな

らないかについて確認した結果を示す。 

 

２．結果 

ＮＴＴ東日本・西日本において、「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（平

成 30年２月 26日策定。令和５年 11月 22日最終改定）に従い、接続料と利用者料金の関

係の検証を行った結果については、別紙１から別紙４までのとおり。両社の全ての検証対

象サービスについて、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相当基準額（利用者料

金収入の 20％）を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認めら

れなかった※。 

※ 検証対象サービスのうち、「その他総務省が決定するサービスメニュー」については、

利用者料金収入が接続料総額を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を引き起こ

すものとは認められなかった。 
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